
 

- 81 - 

４ 特 別 活 動 
 

特別活動は、児童生徒が学校生活を送る上での基盤となる力や社会で生きて働く力を育む教育 

活動である。「集団や社会の形成者としての見方・考え方」を働かせながら、「様々な集団活動 

に自主的、実践的に取り組み、互いのよさや可能性を発揮しながら集団や自己の生活上の課題を 

解決する」ことを通して、よりよい「人間関係形成」を行い、「社会参画」の視点をもって「自己 

実現」できる力を育めるよう特別活動の充実を図る。 

１ 特別活動の目標と教育的意義 

学習指導要領総則で「特別活動は、キャリア教育の要としての役割を担う」と示され、目標や内

容が小・中学校において統一・整理された。小・中学校９年間で「人間関係形成」「社会参画」「自

己実現」を視点に、自主的、実践的な集団活動を通して、社会で生きて働く資質・能力を育む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 資質・能力の育成を目指した「全体計画」や「各活動・学校行事の年間指導計画」の作成 

年間指導計画の立案に際しては、全教員の協力のもと、地域や学校の実態、児童生徒の発達段階

を考慮するとともに、各教科、道徳科、外国語活動、総合的な学習の時間、生徒指導等との関連を

図り、児童生徒による自主的、実践的な活動が助長されるよう計画を作成することが大切である。 

(1) 「なすことによって学ぶ」ことの意義を計画に反映させよう 

児童生徒は、「なすことによって学ぶ」ことを積み上げることによって、「経験」を生かすことが

できるようになる。身に付けさせたい資質・能力を明確にし、活動の振り返りまでを学習過程として

位置付け、指導計画を作成する必要がある。 

【 特 別 活 動 の 目 標 】  

集団や社会の形成者としての見方・考え方を働かせ、様々な集団活動に自主的、実践的に取り組

み、互いのよさや可能性を発揮しながら集団や自己の生活上の課題を解決することを通して、次の

とおり資質・能力を育成することを目指す。 

(1) 多様な他者と協働する様々な集団活動の意義や活動を行う上で必要となることについて理解

し、行動の仕方を身に付けるようにする。 

(2) 集団や自己の生活、人間関係の課題を見いだし、解決するために話し合い、合意形成を図っ

たり、意思決定したりすることができるようにする。 

(3) 自主的、実践的な集団活動を通して身に付けたことを生かして、集団や社会における生活及

び人間関係をよりよく形成するとともに、 

<小学校> 自己の生き方についての考えを深め、自己実現を図ろうとする態度を養う。 

<中学校> 人間としての生き方についての考えを深め、自己実現を図ろうとする態度を養う。 

           （「小・中学校学習指導要領 特別活動」平成29年３月 文部科学省） 

【特別活動の基本的な性格と教育活動全体における意義】 

児童生徒の発意、発想を重視し、啓発しながら「なすことによって学ぶ」を方法原理とし、「集

団活動」と「実践的な活動」を行うことで、以下のような資質・能力等が育成される。 

(1) 様々な集団活動を通して、自主的、実践的な活動を行うことで、特別活動の特質を踏まえ

た資質・能力が育成される。 

(2) 学級経営を充実させることで、「主体的・対話的で深い学び」の基盤となる集団が育成される。 

(3) 自主的、実践的な集団活動を通して、各教科等で育成した資質・能力を統合的で汎用的な

力に変え、実生活で活用する力が育成される。 

(4) 学級や学校の文化を自発的、自治的に創造することを通して、児童生徒が社会の主体的な

参画者として発展的に新しいものを生み出していく資質・能力が育成される。 

（「小・中学校学習指導要領解説 特別活動編」平成 29 年 7 月 文部科学省） 
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（「小学校学習指導要領解説 特別活動編」平成29年７月 文部科学省） 

(2) 各教科、道徳科、外国語活動、総合的な学習の時間及び生徒指導との関連を図ろう 

各教科の学習・生徒指導と特別活動は、互いに支え合い、高め合う関係にある。例えば、国語

科で身に付けた「話すこと・聞くこと」の能力が、特別活動においてよりよい生活や人間関係を

築いたり、集団としての意見をまとめたりするための話合い活動に実践的に働くことになる。ま

た、特別活動で養われる、話し合ったり、まとめたりするための資質・能力が、国語科における

「話すこと・聞くこと」「書くこと」の能力を養うための学習でも生かされる。よって、全体計画

等を作成するに当たっては、こうした各教科等との関連について十分考慮する必要がある。 

 

(3) 幼児教育や小学校・中学校間の連携を密にし、キャリア教育の充実を図ろう 

キャリア教育は、教育活動全体の中で基礎的・汎用的能力を育むものである。基礎的・汎用的

能力は、「人間関係形成・社会形成能力」「自己理解・自己管理能力」「課題対応能力」「キャリア

プランニング能力」の４つの能力によって構成される。個々の児童生徒の将来に向けた自己実現

に関わるものであり、一人一人の主体的な意思決定に基づく実践にまでつなげることをねらいと

している。小・中学校の内容のつながりや「内容の取扱い」の違いを把握し、学校の教育活動全

体を通してキャリア教育を適切に行うことが必要である。 

低学年においては「小１プロブレム」に配慮し、幼児教育で示されている「幼児期の終わりま

でに育ってほしい姿」を踏まえ、生活科を中心としたスタートカリキュラムや、学校生活への適

応のための活動を工夫する。また、中学校入学当初においては、「中１ギャップ」による学校不

適応等に十分配慮し、小学校高学年の学級活動との接続を図って生徒に希望や目標をもたせると

ともに、達成感を味わうことができるように指導計画を工夫する。そのため、キャリア・パスポ

ート（キャリア教育ノート）の引継ぎ、活用や中学校への体験入学等、学区内の小学校と中学校

の連携や交流の場を計画に位置付けるようにしたい。 

３ 各活動・学校行事の目標と学習過程 

  各活動・学校行事の目標は、下記表のとおりである。小・中学校共通の目標であることを踏まえ、小・

中学校９年間の学習を積み重ね、目指す資質・能力の育成を図っていく。特に、中学校では、小学

校で育成された資質・能力、話合い活動等の経験を生かしていくことに留意したい。 

活動等 目標及び主な内容           ※（  ）内は中学校 

学級 

活動 

学級や学校での生活をよりよくするための課題を見いだし、解決するために話し合い、
合意形成し、役割を分担して協力して実践したり、学級での話合いを生かして自己の課題
の解決及び将来の生き方を描くために意思決定して、実践したりすることに自主的、実践
的に取り組むことを通して、特別活動の目標に掲げる資質・能力を育成することを目指す。 
(1) 学級や学校における生活づくりへの参画   
(2) 日常の生活や学習への適応と自己の成長及び健康安全 
(3) 一人一人のキャリア形成と自己実現 

【学級活動（小学校）指導計画作成の手順】 
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児童会・ 

生徒会 

活動 

異年齢の児童（生徒）同士で協力し、学校生活の充実と向上を図るための諸問題の解決
に向けて、計画を立て役割を分担し、協力して運営することに自主的、実践的に取り組む
ことを通して、特別活動の目標に掲げる資質・能力を育成することを目指す。 
(1)  児童（生徒）会の組織づくりと児童（生徒）会活動の計画や運営  
(2) 異年齢集団による交流   (3) 学校行事への協力  
(4) ボランティア活動等の社会参画 ※(4)は、中学校のみ 

クラブ 

活動 

（小学校 

のみ）

異年齢の児童同士で協力し、共通の興味・関心を追求する集団活動の計画を立てて運営
することに自主的、実践的に取り組むことを通して、個性の伸長を図りながら、特別活
動の目標に掲げる資質・能力を育成することを目指す。 
(1) クラブの組織づくりとクラブ活動の計画や運営  
(2) クラブを楽しむ活動  (3) クラブの成果の発表 

学校 

行事 

全校又は学年の児童（生徒）で協力し、よりよい学校生活を築くための体験的な活動を
通して、集団への所属感や連帯感を深め、公共の精神を養いながら、特別活動の目標に掲
げる資質・能力を育成することを目指す。  
(1) 儀式的行事    (2) 文化的行事    (3) 健康安全・体育的行事 
(4) 遠足（旅行）・集団宿泊的行事          (5) 勤労生産・奉仕的行事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（「みんなで、よりよい学級・学校生活をつくる特別活動（小学校編）」平成30年７月 国立教育政策研究所） 

学級活動(1)と(2)(3)の学習過程（例） 

(1) 学級や学校における生活づくりへの参画 
  全員で協力して楽しく豊かな学級・学校生活に

するために、みんなで取り組みたいこと、つくっ

てみたいこと、解決したいこと等の課題を取り上

げる。 

(2) 日常の生活や学習への適応と自己の成長 

及び健康安全 

(3) 一人一人のキャリア形成と自己実現 
 (2)は現在の生活上の課題、(3)は現在及び将来を

見通した生活や学習に関する課題を取り上げる。 

日常生活における共通の問題から

教員が「題材」を設定する。 

 
➀ 問題の発見・確認 

事前の活動 

生活上の諸問題から課題を見いだ

し、学級全員で「議題」を決定する。 

次
の
課
題
解
決
へ 

次
の
課
題
解
決
へ 

 

② 解決方法等の話合い 

 

 

 
 
③ 解決方法の決定 

 

本時の活動・話合い活動 

内容や方法、役割分担等について意

見を出し合ったり、比べ合ったりしな

がら話し合う。 

意見の違いや多様性を認め合い、折

り合いをつけて集団として「合意形

成」を図る。 

原因や改善の必要性を探ったり、具

体的な解決方法を見付けたりするた

めに話し合う。 

話合いを生かして、自分に合った具

体的な解決方法や個人目標を一人一

人が「意思決定」する。 

 

④ 決めたことの実践 

 

 

 

 

⑤ 振り返り 

 

事後の活動 

決定したことについて、自己の役割

を果たしたり、互いのよさを生かして

協働して実践したりする。 

一連の実践の成果や課題を振り返

り、次の課題決定に生かす。 

意思決定した解決法をもとに目標

の実現に向けて、個人で実践し粘り強

く努力する。 

実践を定期的に振り返り、意識化を

図る。 
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４ ガイダンスとカウンセリングの趣旨を踏まえた指導の充実 

 児童生徒の発達を支えるためには、ガイダンスとカウンセリングを発達の特性や教育活動の特性

を踏まえて行い、それぞれ充実させていくという視点が必要である。 

ガ イ ダ ン ス…あらかじめ適切な時期・場面において、主に集団の場面で、必要とされる同質的 
な指導・援助を、全員に行う。 

カウンセリング…個々の児童生徒が抱える課題に対して、その課題を受け止めながら、主に個別指 
導により、個々の児童生徒の必要度に応じて行う。 

ガイダンスとカウンセリングは、課題解決のための指導・援助の両輪である。関わり方の違いは

あっても、いずれも児童生徒の発達の支援のためのものであるから、双方の趣旨を踏まえて、相互

に関連して計画的に行うことに意義がある。 

５ より充実した集団活動、実践的な活動、自発的、自治的な活動の実現のためのＩＣＴの活用 

   特別活動の指導に当たっては、「なすことによって学ぶ」直接体験が基本であるが、指導内容に応

じてＩＣＴを適切に活用することで、児童生徒の学習の場を広げたり、学習の質を高めたりするこ

とができる。「集団活動、実践的な活動」の代替としてではなく、特別活動の学習の一層の充実を図

るための有用な道具としてＩＣＴを位置付け、効果的な活用場面を生み出すことが重要である。そ

れに伴い、教員による丁寧な指導のもと、情報モラル教育を推進することも必要である。 

６ 評価における留意事項 

  特別活動の評価に当たっては、各活動・学校行事について具体的な評価の観点を設定し、評価の

場や時期、方法を明らかにしておく。特に、活動の過程の評価を重視したい。児童会・生徒会活動

やクラブ活動（小学校）、学校行事等における児童生徒の活動の様子について、学級担任以外の教員

と共通理解を図って適切に評価することに留意する。 

また、評価を通して、教員が指導の過程や方法について反省し、より効果的な指導が行えるよう

な工夫や改善を図っていくことが大切である。 

 

※特に、評価の際に、教員が児童生徒の取組に対して価値付けをし、伝えることが大切である。 

   

○ 児童生徒一人一人のよさや可能性を、活動の過程から積極的に認めていく。 

○ 活動の結果だけでなく、活動の過程における児童生徒の努力や意欲等を積極的に認めたり 

そのよさを多面的・総合的に評価したりする。 

○ 事前・本時・事後の一連の活動の過程の中で評価できるようにしたり、各活動・学校行事

における顕著な事項は補助簿を活用して記録したりしておき、評価規準に基づき、まとめて

評価するなど、効果的で効率的な評価となるよう配慮する。 

○ 前回の活動と比べてよかったこと 

活動の過程で、児童生徒の取り組み方を見取り、個や集団の成長を価値付ける。前回の活動と

比べ、児童生徒の取り組み方のよかったところや活動の質の高まりを教員が伝えることによっ

て、児童生徒が自分たちの成長を実感できるようにする。 

○ 次の活動に向けての課題 

活動の状況に応じて、教員は適宜、児童生徒の取組の様子を評価する。その際、「○○すると 

更によくなるよ」「他に何ができるか、考えてみよう」等の動機付けをすると、活動がより自主

的、実践的になることが期待できる。 

○ ねぎらい 

児童生徒の意欲を更に高めるのが、教員のねぎらいの言葉である。活動の内容や過程でよかっ

た点について具体的に評価することで、児童生徒の自己有用感を高めることができる。 

【評価のポイント】

【教員の価値付けの例】
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１ 学習評価の基本的な考え 

(1)  カリキュラム・マネジメントの中核を担う指導と評価を意識しよう 

各学校は、日々の授業のもとで児童生徒の学習状況を評価し、その結果を児童生徒の学習や教

員による指導の改善、学校全体として教育課程の改善、校務分掌を含めた組織運営等の改善に生

かす中で、学校全体として組織的かつ計画的に教育活動の質の向上を図る必要がある。「学習指導」

と「学習評価」は、教育活動の根幹であり、教育課程に基づいて組織的かつ計画的に教育活動の

質の向上を図る「カリキュラム・マネジメント」の中核的な役割を担っている。 

(2)  「主体的・対話的で深い学び」の視点からの授業改善と評価をしよう 

指導と評価の一体化を図るためには、児童生徒一人一人の学

習の成立を促すための評価という視点を一層重視することによ

って、教員が自らの指導のねらいに応じて授業の中での児童生

徒の学びを振り返り、学習や指導の改善に生かしていくという

サイクルが大切である。学習評価は、「主体的・対話的で深い学

び」の視点からの授業改善を通して、各教科等における資質・能

力を確実に育成する上で重要な役割を担っている。 

２ 観点別学習状況の評価について             

(1)  「知識・技能」の評価を工夫しよう             

各教科等における学習の過程を通した知識及び技能の習得状況について評価を行うとともに、

それらを既有の知識及び技能と関連付けたり活用したりする中で、他の学習場面でも活用できる

程度に概念等を理解したり、技能を習得したりしているかを評価する。 

具体的な評価方法としては、事実的な知識の習得を問う問題と、知識の概念的な理解を問う問

題とのバランスに配慮してペーパーテストを行う。また、児童生徒が文章による説明をしたり、

各教科等の内容の特質に応じて、観察・実験をしたり、式やグラフで表現したりするなど、実際

に知識や技能を用いる場面を設けるなど、多様な方法を適切に取り入れる。 

(2)  「思考・判断・表現」の評価を工夫しよう 

各教科等の知識及び技能を活用して課題を解決するなどのために必要な思考力、判断力、表現

力等を身に付けているかどうかを評価する。 

具体的な評価方法としては、ペーパーテストのみならず、論述やレポートの作成、発表、グル

ープでの話合い、作品の制作や表現等の多様な活動に取り組ませるパフォーマンス評価等を取り

入れる。また、それらを集めたポートフォリオを活用するなど評価方法を工夫する。 

各学校においては、児童生徒の学習目標の実現状況を学習指導要領の目標に照らし、客観的に評

価しなければならない。妥当性を確保し、信頼性の高い「目標に準拠した評価」となるよう、評価

規準を明確にして授業に臨むとともに、その見直しを組織的かつ計画的に進めていく必要がある。 

学習の評価は、学校における教育活動に関し、児童生徒の学習状況を評価するものである。「児

童生徒がどういった力を身に付けたか」という学習の成果を的確に捉え、教員が指導の改善を図る

とともに、児童生徒が自らの学習を振り返って次の学習に向かうことができるようにするために

も、学習評価の在り方は重要であり、教育課程や学習・指導方法の改善と一貫性ある取組の推進を

図る必要がある。 

（「新学習指導要領の全面実施と学習評価の改善について」 

令和２年10月文部科学省初等中等教育局教育課程課）  

５ 学 習 の 評 価 
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(3)  「主体的に学習に取り組む態度」の評価を工夫しよう 

知識及び技能を獲得したり、思考力、判

断力、表現力等を身に付けたりすることに

向けた粘り強い取組の中で、自らの学習状

況を把握し、学習の進め方について試行錯

誤するなど、自らの学習を調整しながら、学

ぼうとしているかどうかという意思的な側

面を評価する。 

具体的な評価方法としては、ノートやレ

ポート等における記述、授業中の発言、教

員による行動観察や、児童生徒による自

己評価や相互評価の状況等を、評価の際に考慮する材料の一つとして用いることなどがある。そ

の際、各教科等の特質に応じて、児童生徒の発達の段階や一人一人の個性を十分考慮しながら、

「知識・技能」や「思考・判断・表現」の観点の状況を踏まえた上で、評価を行う必要がある。 

３ 学習評価の充実に向けて 

(1)  学習評価の妥当性、信頼性を高める工夫をしよう 

ア 評価規準や評価方法については、事前に教員同士で検討するなどして明確にすること、評

価に関する実践事例を蓄積し共有していくこと、評価結果についての検討を通じて評価に係

る教員の力量の向上を図ること等、学校として組織的かつ計画的に取り組む。 

イ  学校は児童生徒や保護者に対し、評価の仕組みについて事前に説明したり、評価結果につ

いて丁寧に説明したりするなど、評価に関する情報をより積極的に提供し児童生徒や保護者

の理解を図る。 

(2)  評価時期の工夫をしよう 

ア 日々の授業の中では児童生徒の学習状況を把握して指導に生かすことに重点を置きつつ、

各教科等における「知識・技能」や「思考・判断・表現」の評価の記録については、原則と

して単元や題材等のまとまりごとに、それぞれの実現状況が把握できる段階で評価を行う。 

イ 学習指導要領に定められた各教科等の目標や内容の特質に照らして、複数の単元や題材等

にわたって長期的な視点で評価する。 

(3)  学校や学校間の円滑な接続を図る工夫をしよう 

ア 「キャリア・パスポート」（キャリア教育ノート）を活用し、児童生徒の学びをつなげるこ

とができるようにする。 

イ 小学校段階においては、幼児期の教育との接続を意識した「スタートカリキュラム」を一

層充実させる。 

ウ 高等学校段階においては、入学者選抜の方針や選抜方法の組合せ、調査書の利用方法、学

力検査の内容等について見直しを図る。 

（「新学習指導要領の全面実施と学習評価の改善について」 
令和２年 10月 文部科学省初等中等教育局教育課程課) 
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Ⅲ 社会の状況に対応する教育 
 

 

 
 

生徒指導とは、児童生徒が、社会の中で自分らしく生きることができる存在へと、自発的・主体

的に成長や発達する過程を支える教育活動のことであり、生徒指導上の課題に対応するために、必

要に応じて指導や援助を行うことである。また、その目的は、児童生徒一人一人の個性の発見とよ

さや可能性の伸長と社会的資質・能力の発達を支えると同時に、自己の幸福追求と社会に受け入れ

られる自己実現を支えることである。 

そこで、児童生徒が、深い自己理解に基づき、主体的に問題や課題を発見し、自己の目標を選択、

設定して、この目標の達成のため、自発的、自律的、かつ他者の主体性を尊重しながら、自らの行

動を決断し、実行する力である自己指導能力を獲得することが目指される。児童生徒の自己指導能

力の獲得を支える生徒指導では、多様な教育活動を通して、児童生徒が主体的に挑戦してみること

や多様な他者と協働して創意工夫することの重要性等を実感することが大切である。その際に、特

に以下の４つの視点に留意したい。 
 

① 自己存在感の感受              ② 共感的な人間関係の育成 

③ 自己決定の場の提供            ④ 安全・安心な風土の醸成 
 

教育現場では、いじめ・不登校・暴力行為等が相互に関連しながら、憂慮すべき様々な問題等が

生じている。教員は、こうした事態を真摯に受け止め、児童生徒への共感的な理解を一層深め、児

童生徒の健全育成と問題行動等の未然防止や早期発見・早期対応に努めなければならない。そのた

めにチーム学校を意識して組織的に取り組む体制を確立し、家庭・地域・関係機関との連携を図り

ながら、全ての児童生徒の人格のよりよき発達と自己指導能力の育成を目指し、学校生活が有意義

で魅力あるものになるよう、指導・支援を充実しなければならない。 
 

１ 生徒指導の構造 

(1) 全ての児童生徒を対象とした生徒指導を充実させよう 

日々の教育活動の中では、不登校や

いじめ等、特定の児童生徒に関わる対

応に追われがちである。令和４年に改

訂された生徒指導提要では、課題未然

防止教育や発達支持的生徒指導といっ

た全ての児童生徒を対象とした生徒指

導の重要性が述べられている。 

 発達支持的生徒指導では、日々の教

職員の児童生徒への声かけや対話、個

と集団への働きかけ、日常的な教育活

動を通して、全ての児童生徒の発達を

支える働きかけを行う。このような働

きかけを、各教科や特別活動等とも密

接に関連させて取組を進めることも重

要である。 

課題未然防止教育は、全ての児童生徒を対象に、生徒指導の諸課題の未然防止をねらいとした、

いじめ防止教育、ＳＯＳ の出し方教育、情報モラル教育等意図的・組織的・系統的な教育プロ

グラムを実施することである。 

１ 生 徒 指 導 

Ⅲ 社会の状況に対応する教育 

【生徒指導の重層的支援構造】 
 

（「生徒指導提要」令和４年12月 文部科学省） 
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(2) 早期発見・早期対応に取り組むとともに、新たな一人を出さない取組を推進しよう 

   早期発見・未然防止のためには、教員の強みを生かして、「ちょっとした変化」や「小さな成

長」に目を向け、その気付きを支援に生かす「スクリーニング」が有効である。 

２ いじめ・不登校への対応 

(1) いじめの未然防止、早期発見・早期対応、解消に努めよう 

いじめの認知率を高め、「いじめを見逃さない」という姿勢を教職員間で共有するとともに、

いじめを生まない環境づくりを進め、児童生徒一人一人がいじめをしない態度・能力を身に付け

るように働きかけることが求められる。日々の健康観察、アンケート調査や面談週間を実施する

などしていじめの兆候を見逃さないようにして、早期発見に努める。予兆に気付いた場合には、

被害（被害の疑いのある）児童生徒の安全確保を何よりも優先した迅速な対処を心がける。同時

に、学校いじめ対策組織へ状況を報告し、継続的な指導・援助が必要な場合は、丁寧な事実確認

とアセスメントに基づいて、いじめの解消に向けた適切な対応を組織的に進める。保護者とも連

携しながら、被害児童生徒の安全・安心を回復するための支援と心のケア、加害児童生徒への成

長支援も視野に入れた指導、両者の関係修復、学級の立て直し等が、目指すところである。 

(2) 「全ての児童生徒にとって安全で安心な学校づくり・学級づくり」を目指そう 

「全ての児童生徒にとって安全で安心な学校づくり・学級づくり」を目指すことが、いじめ防

止につながると捉える。その際、児童生徒の基本的人権に十分に配慮しつつ、次のような点に留

意することが重要である。 

「いじめはよくない」とほとんどの児童生徒が分かっているにもかかわらず小４～中３までの

６年間を追跡すると、９割の児童生徒がいじめた経験をもっているという調査結果がある。頭で

理解しているだけでなく、行動レベルで「いじめはしない」という感覚を、学校や家庭での日常

生活の中で身に付けるように働きかけることが重要である。 

また、いじめの重大事態については、「いじめ防止対策推進法」及び「いじめの重大事態の調

査に関するガイドライン(令和６年８月30日改訂)」に基づいて適切に対応することが重要である。

その際に、事実関係が確定した段階で重大事態としての対応を開始するのではなく、「疑い」が

生じた段階で調査を開始しなければならないことに留意する。 

 

【取組の重点】 

○まず一人を救う（早期発見・早期対応） 

＜見 る＞ ・ 予兆を含めた問題の初期段階に見られる変化を見逃さず迅速に対応する。 

＜関わる＞ ・ 積極的な関わりを通して信頼関係を築くとともに、適切な対応をする。  

＜つなぐ＞ ・ 個人、学校で抱え込まず、校内・関係機関との連携の充実を図るとともに、

学校段階間においても情報共有を丁寧に行い、支援体制を整える。 

○新たな一人を出さない（未然防止） 

＜整える＞ ・ あらゆる機会を通して、児童生徒理解に努め、自己有用感・自己肯定感を高

める指導体制づくりをする。 

      ・ チーム学校を意識し、魅力ある学校づくりを目指す。 

【安全で安心な学校づくり・学級づくり」のための観点】 

・ 「多様性に配慮し、均質化のみに走らない」学校づくりを目指す。 

・  児童生徒の間で人間関係が固定されることなく、対等で自由な人間関係が築かれる。 

・ 「どうせ自分なんて」と思わない自己信頼感を育む。 

・ 「困った、助けて」と言えるように適切な援助希求を促す。 
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(3) 自らの進路を主体的に捉え、社会的に自立する不登校児童生徒支援を目指そう 

不登校児童生徒への支援は、「学校に登校する」という結果のみを目標にするのではなく、児

童生徒が自らの進路を主体的に捉え、社会的に自立する方向を目指すように働きかけることが求

められる。 

支援を考える上で必要なのが、不登校の背景にある要因を多面的かつ的確に把握し、早期に適

切な支援につなげるアセスメントの視点である。教職員が考える不登校のきっかけと、児童生徒

自身による回答には、ずれが生じることもあり、きっかけそのものが「分からない」と回答する

児童生徒も少なくない。また、数年後に「本当はいじめが原因だ」と当初とは異なる申し出をす

ることもある。そのため、「なぜ行けなくなったのか」と原因のみを追求したり、「どうしたら

行けるか」という方法のみにこだわったりするのではなく、どのような学校であれば行けるのか

という支援ニーズや、本人としてはどうありたいのかという主体的意思、本人がもっている強み

や興味・関心も含め、不登校児童生徒の気持ちを理解し、思いに寄り添いつつ、アセスメントに

基づく個に応じた具体的な支援を行うことが重要である。 

(4) 自己肯定感と自己有用感を高める取組を充実させよう 

不登校対策につながる発達支持的生徒指導とし

て、児童生徒が、「自分という存在が大事にされて

いる」「心の居場所になっている」「学校が自分に

とって大切な意味のある場になっている」と実感で

きる学級づくり・集団づくりを目指すことが求めら

れる。授業においても、児童生徒一人一人の学習状

況等を把握した上での「指導の個別化」や児童生徒

の興味・関心に応じた「学習の個性化」を目指して、

個別最適な学びを実現できるような指導の工夫を

することが大切である。 

３ 今日的な課題への対応 

(1) 児童虐待（身体的・心理的・性的虐待、ネグレクト）やヤングケアラーを早期に発見しよう 

児童虐待を受けた児童生徒については、身体的影響、知的発達面への影響、心理的影響がある

ことを念頭に置いて、児童虐待の発見と対応に努めることが必要である。 

【虐待が疑われる場合の対応】 

① 速やかにできる範囲の情報を収集する。 

② 市町村の児童虐待担当課への相談、福祉事務所もしくは児童相談所に通告する。 

③ 通告後も、継続的に関係機関等と緊密に連携して、児童生徒への援助ができるようにする。 

(2) ＳＯＳの出し方、受け止め方に関する取組をしよう 

文部科学省の「子供に伝えたい自殺予防(平成26年)」において、児童生徒を対象とする自殺予

防教育の目標として示されているのは、「早期の問題認識（心の危機に気付く力）」と「援助希

求的態度の促進（相談する力）」の二点である。具体的なポイントとして①心の危機のサインを

理解する、②心の危機に陥った自分自身や友人への関わり方を学ぶ、③地域の援助機関を知るの

三つが挙げられる。自殺予防教育の実施については、学校における早期発見に向けた取組、教育

相談体制の構築や学校を中心とした組織的な対応など、一層の充実を図る必要がある。 

(3) 情報モラル教育を進めよう 

近年、「ネット上のいじめ」の問題や、有害サイトへのアクセス、ＳＮＳ等のトラブル等で、

犯罪に巻き込まれる事件が相次いでいる。また、１人１台端末を用いての問題行動も見られるよ

うになった。 

（「生徒指導リーフNo.９-２」 令和５年３月 愛知県） 

魅力ある学校 温かい居場所 どの子供も 
通いたくなる学校

自己肯定感・自己有用感を高める 

絆を感じる集団を育む 

視点① どれだけ子供を理解しているか 
視点② 子供が認められる機会を大切にしているか 

視点③ 「共に伸びる」を意識した教育活動と 
なっているか 

視点④ 「主体的な活動」を導き出せているか 
視点⑤ 子供同士が活躍を認め合える場を用意 

できているか 
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そこで、学校では情報モラル教育の全体計画を策定し、学校全体で推進することが大切となる。

インターネットやスマートフォン等の使用については、特に家庭でのルールづくりが必要である

ことから、「児童生徒自身が被害者とならない、加害者とならない、加害行為に手を貸したり、

傍観したりしない」という視点で保護者に対して啓発していくことが大切である。 

４ 温かく共感的な児童生徒理解 

生徒指導の基本は、教職員の児童生徒理解であり、いじめや児童虐待の未然防止においては、教

職員の児童生徒理解の深さが鍵となる。児童生徒理解を深めるためには、児童生徒を心理面のみな

らず、学習面、社会面、健康面、進路面、家庭面から総合的に理解していくことが重要であり、ま

た、学年担当、教科担任、部活動の顧問等による複眼的な広い視野と、養護教諭、ＳＣ、ＳＳＷの

専門的な立場から児童生徒理解を行うことも大切である。 

しかし、児童生徒や保護者が、教職員に対して、信頼感を抱かず、心を閉ざした状態では、広く

深い児童生徒理解はできない。そのために、教職員は、児童生徒の声を、受容・傾聴し、相手に寄

り添って理解しようとする共感的理解を心がけ、また、授業や行事等で自己開示をする、あるいは

定期的な通信を発行すること等を通して、児童生徒や保護者に、教職員や学校の考えについて理解

を図ることが大切である。 

５ チーム学校による生徒指導体制 

(1) チーム学校として機能する集団を組織しよう 

児童生徒が抱える現代の複雑化・多様化

した問題や課題を解決するための体制整

備として、左図のような「チーム学校」が

求められている。「チーム学校」とは、校

長のリーダーシップのもと、カリキュラム、

日々の教育活動、学校の資源が一体的にマ

ネジメントされ、教職員や学校内の多様な

人材が、それぞれの専門性を生かして能力

を発揮し、子供たちに必要な資質・能力を

確実に身に付けさせることができる学校

のことである。学校を基盤としたチームに

よる連携・協働を実現するには、知識や経

験、価値観や仕事の文化の違う者同士がお

互いを理解し、考え方の溝を埋める必要があり、関係する人々には次のような姿勢が求められる。 

(2) 生徒指導と教育相談を一体化し、チーム支援による相談体制を構築しよう 

教育相談は、コミュニケーションを通して、児童生徒が将来において社会的な自己実現ができ

るよう働きかけるものであり、生徒指導の一環として重要な役割を担う。それを踏まえると、教

育相談は、生徒指導と一体化させ、学校内外の連携に基づくチームの活動として進める必要があ

り、次のような姿勢が求められる。 

【チーム学校の一員としての姿勢】 

・ 一人で抱え込まない。 

・ どんなことでも全体に問題を投げかける。 

・ 管理職を中心に、ミドルリーダーが機能するネットワークをつくる。 

・ 同僚間での継続的な振り返り（リフレクション）を大切にする。 

（「生徒指導提要」令和４年12月 文部科学省） 

学校運営協議会 地域学校協働本部 

家 庭 関係機関等 

地域学校協働活動推進員等コーディネーター スクールロイヤー・部活動指導員等専門スタッフ 学 校 

校 長 

副校長 
教 頭 事務長 

事務職員 指導教諭 教 諭 養護教諭 SC・SSW 

児童生徒 

主幹教諭 
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また、緊急性の高い事態が発生し、校内だけでは対応が難しい場合には、管理職を含めたケー

ス会議を開き、警察等の外部機関との連携の可能性を探ることも大切である。 

(3) 不適切な指導をなくし、児童生徒や保護者に信頼される教職員を目指そう 

教職員による不適切な指導等が、児童生徒の不登校等のきっかけになる場合もあることから、

体罰や不適切な言動等は、学校生活全体において、いかなる児童生徒に対しても決して許されな

いことに留意する必要がある。 

６ 学年・学級・授業における生徒指導 

(1) 学級経営を充実させよう 

   学級経営では、皆で話し合い、皆で決め、皆で協力して実践することを通じて、友達のよいと

ころに気付いたり、良好な人間関係を築いたりすることが大切である。このような自発的・自治

的な活動の充実を図ることで、お互いを尊重し合う温かい風土が醸成され、学習や生活の基盤と

して教員と児童生徒との信頼関係及び、児童生徒相互のよりよい人間関係を育むことにつながる。

児童生徒が学校生活上の諸問題を自ら積極的に見いだし、自主的に解決できるようにするために、

教員は一人一人の思いや願いを生かし、話合いを繰り返す過程で、集団活動の意義や活動を行う

上で必要なことを理解し、「なすことによって学ぶ」という実践的な態度を身に付けていくよう援

助することが大切である。 

主に集団の場面で必要な指導や援助を行うガイダンスと、個々の児童生徒の多様な実態を踏ま

え、一人一人が抱える課題に個別に対応した指導を行うカウンセリングの双方により、児童生徒

の発達を支援することが重要である。 

 

 

 

 
 
 
 
(2) 児童生徒理解を基盤に、個に応じた教科指導を充実させよう 

各教科の目標には、生徒指導の目的と重なり合うものがあるため、学習指導と生徒指導を分け

て考えるのではなく、相互に関連付けながら、両者の充実を図ることが重要である。そのために

は、学習状況のきめ細かな把握に努め、継続的で確かな児童生徒理解に基づく個に応じた指導の

充実が不可欠である。 

【チームで教育相談に臨む姿勢】 

① 指導や援助の在り方を教職員の価値観や信念から考えるのではなく、児童生徒理解（アセ

スメント）に基づいて考えること。 

② 児童生徒の状態が変われば指導・援助方法も変わることから、あらゆる場面に通用する指

導や援助の方法は存在しないことを理解し、柔軟な働きかけを目指すこと。 

③ どの段階でどのような指導・援助が必要かという時間的視点をもつこと。 

【不適切な指導と考えられ得る例】 

・ 大声で怒鳴る、ものをたたく・投げる等の威圧的、感情的な言動で指導する。 

・ 児童生徒の言い分を聞かず、事実確認が不十分なまま思い込みで指導する。 

・ 組織的な対応を全く考慮せず、独断で指導する。 

・ 他の児童生徒に連帯責任を負わせ、本人に必要以上の罪悪感を与える指導を行う。 

・ 指導後に一人で帰らせる、保護者に連絡しないなど、適切なフォローを行わない。 

【年間指導計画を立てる際のポイント】 

・ 実践集団としての基盤となる共感的で温かな人間関係をつくる出会いの時期の充実 

・ 安全・安心な居場所づくりに必要な規範意識の醸成 

・ 自ら考え、選択し、決定し、発表し、実践する体験としての学びの循環 

・ 集団の場面でのガイダンスと、個に対するカウンセリングによる支援 
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＜生徒指導リーフ（愛知県生徒指導推進協議会・愛知県教育委員会）＞ 

・№ １  「大切にしたい教師の言葉」                      (平成25年３月) 

・№ ２  「“学校全体で”を意識した生徒指導を展開しよう」             (平成26年３月) 

・№ ３  「小さなサインが見えますか」 第1章～第5章（改編）           (平成27年７月) 

・№ ４  「実効性のある校内生徒指導体制の確立に向けて」             (平成26年３月) 

・№ ５  「学校と関係機関等との連携の在り方」                  (平成27年３月) 

・№ ６-１「問題行動等の未然防止に向けた学校と家庭との協働の在り方」理論編    (平成28年３月) 

・№ ６-２「問題行動等の未然防止に向けた学校と家庭との協働の在り方」小学校実践編(平成29年３月) 

・№ ６-３「問題行動等の未然防止に向けた学校と家庭との協働の在り方」中学校実践編(平成29年３月) 

・№ ７-１「児童生徒理解を基盤とし、学習指導と生徒指導を一体化した授業づくり」理論編  (平成30年３月) 

・№ ７-２「児童生徒理解を基盤とし、学習指導と生徒指導を一体化した授業づくり」小学校実践編   (平成31年３月) 

・№ ７-３「児童生徒理解を基盤とし、学習指導と生徒指導を一体化した授業づくり」中学校実践編   (平成31年３月) 

・№ ８-１「学級経営の充実と個が生きる集団づくりの在り方」理論編         (令和２年３月) 

・№ ８-２「学級経営の充実と個が生きる集団づくりの在り方」実践編        (令和３年３月) 

・№ ９-１「自己有用感・自己肯定感を高め、絆(きずな)を感じる集団づくりの在り方」理論編  (令和４年３月) 

・№ ９-２「自己有用感・自己肯定感を高め、絆(きずな)を感じる集団づくりの在り方」実践編  (令和５年３月) 

・No.10-１「すべての子供の居場所となる学校教育の推進 

～『スクリーニング』を活用した未然防止・早期発見のための取組を通して～」理論編   (令和６年３月) 

・No.10-２「すべての子供の居場所となる学校教育の推進 

～『スクリーニング』を活用した未然防止・早期発見のための取組を通して～」実践編   (令和７年３月) 

＜その他＞ 

・いじめの防止等のための基本的な方針（最終改定）        （文部科学省）   (平成29年３月) 

・生徒指導提要（令和４年12月改訂版）             （文部科学省）   (令和４年12月) 

教科の指導に児童生徒理解を通じて得た情報を生かすには、情報収集の方法を工夫する必要が

あり、主な方法として、以下のようなものが考えられる。 

この情報に基づいて、当該児童生徒に対する配慮事項、指導目標や支援目標の設定、具体的な指

導方法や支援方法を明確にして、関連する教職員が情報を共有して、チームとして取り組むことが

大切である。 

(3) 生徒指導につながる道徳や総合的な学習の時間を実践しよう 

道徳科の授業と生徒指導には相互補完関係があり、生徒指導上の様々な問題に、児童生徒が主体

的に対処できる力となる道徳性を身に付けることが求められている。コミュニケーションを通した

人間的な触れ合いや、問題解決的な学習、道徳的行為に関する体験的な学習等、多様な方法を取り

入れた道徳科の授業を展開することが、生徒指導の機会にもなり、様々な問題に対処できる力を身

に付けることにつながるのである。 

総合的な学習の時間では、探究的な学習を実現する探究プロセスを意識した学習活動「①課題の

設定→②情報の収集→③整理・分析→④まとめ・表現」を発展的に繰り返していくことで、自らの

行動を決断し、実行する力である「自己指導能力」を育むことができる。学習活動において、教員

は、児童生徒一人一人がもつ本来の力を引き出し、伸ばすように適切に支援することが必要である。 

  

 

  

 

【主な情報収集の方法】 

① 授業観察からの主観的情報の収集 

② 課題・テスト・各種調査・生活日誌等からの客観的情報の収集 

③ 出欠・遅刻・早退、保健室の利用等の客観的情報の収集 

④ ＩＣＴを活用した客観的情報の収集 

【参考資料】 
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１ キャリア教育が必要となった背景と課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

キャリア教育は、学ぶことと自己の将来とのつながりを見通しながら、一人一人の社会的・職

業的自立に向け、必要な基盤となる資質・能力を育てることを通して、児童生徒のキャリア発達

を促すことを目標とする。そのために、各学校では、特別活動を要とし、総合的な学習の時間や

学校行事、道徳教育や各教科における学習、個別指導としての教育相談等の機会を生かしつつ、

学校の教育活動全体を通じて基礎的・汎用的な能力の育成を図っていく取組が必要である。ま

た、自己のキャリア形成の方向性と関連付けながら見通しをもったり、振り返ったりする機会を

繰り返し設けるなど、主体的・対話的で深い学びの実現が求められる。 

具体的には、文部科学省の「キャリア教育の手引き」や愛知県教育委員会の「キャリア教育推

進の手引」（義務教育課Ｗｅｂサイト掲載）を参考にすることに加えて、児童生徒が活動を記録

し蓄積する「キャリア教育ノート（キャリア・パスポート）」等を活用し、キャリア教育の充実

を図りたい。 

※ 愛知県教育委員会では、キャリア・パスポートとして、「キャリア教育ノート（夢を見つけ

夢をかなえる航海ノート）」（義務教育課Ｗｅｂサイト掲載）の積極的な活用を推進している。 

【学校から社会への移行をめぐる課題】 

⑴ 社会環境の変化 

・ 新規学卒者に対する求人状況の変化 

・ 求職希望者と求人希望との不適合の拡大 

・ 雇用システムの変化 

⑵ 若者自身の資質等をめぐる課題 

・ 勤労観、職業観の未熟さと確立の遅れ 

・ 社会人、職業人としての基礎的資質・能力の 

発達の遅れ 

・ 社会の一員としての経験不足と社会人として 

の意識の未発達傾向 

【学校教育におけるキャリア教育の課題】 

・ 職場体験活動等を実施することで、キャリア教育を行ったものとしがちである。 

・ 各学年での取組が蓄積された教材が次の学年に引き継がれず、系統的な指導が十分に行われていないこ

とがある。また、小学校から大学まで、校種を越えた学校間の連携が課題となっている。 

・ 社会への接続を考慮せず、次の学校段階への進学のみを見据えた指導となる傾向がある。 

・ 将来の夢を描くことばかりに力点が置かれ、「働くこと」の現実や、必要な資質・能力の育成につなげ

ていく指導が軽視される傾向がある。 

・ 教育活動全体の中で基礎的・汎用的能力を育むものであり、小学校段階から特別活動の中にキャリア教

育の視点を入れていく必要がある。 

【児童生徒の生活・意識の変容】 

⑴ 児童生徒の成長・発達上の課題 

 ・ 身体的な早熟傾向に比して、精神的・社会 

的自立が遅れる傾向 

 ・ 生活体験・社会体験等の十分な機会の喪失 

⑵ 高学歴社会における進路の未決定傾向 

 ・ 職業について考えることや、職業の選択、 

決定を先送りにする傾向の高まり 

・ 自立的な進路選択や将来計画が希薄なま 

ま進学、就職する者の増加 

【社会的・職業的自立に向けて必要な基盤となる基礎的・汎用的能力の育成】 

２ キャリア教育 

必要とされる諸能力 具 体 的 な 要 素 

人間関係形成・ 

社会形成能力 

他者の個性を理解する力、他者に働きかける力、 

コミュニケーション・スキル、チームワーク、リーダーシップ 等 

自己理解・ 

自己管理能力 

自己の役割の理解、前向きに考える力、自己の動機付け、忍耐力、 

ストレスマネジメント、主体的な行動 等 

課題対応能力 
情報の理解・選択・処理等、本質の理解、原因の追究、課題発見、 

計画立案、実行力、評価・改善 等 

キャリアプランニング 

能力 

学ぶこと・働くことの意義や役割の理解、多様性の理解、将来設計、 

選択、行動と改善 等 

（「小学校キャリア教育の手引き」令和４年３月、「中学校・高等学校キャリア教育の手引き」令和５年３月  文部科学省） 
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２ キャリア教育の推進 

(1) キャリア教育の目標達成のため、校内組織を整備しよう 

学校の教育目標から「キャリア教育で育てたい資質・能力」を見いだし、全教職員が共通理

解のもと、協力して全体計画を作成し、円滑に実践していく校内の推進体制を整えたい。 

(2) 教職員の共通理解のもとで、キャリア教育の全体計画・年間指導計画を立てよう 

全体計画とは、学校教育全体を通じて基礎的・汎用的な能力を育成するために、各学校の教

育目標や育成したい能力・態度、教育内容・方法、各教科等との関連を示すものである。 

また、年間指導計画の作成に当たっては、各学校が実践している全ての教育活動を、キャリ

ア教育の視点で見直していくことが重要である。  

(3) 家庭、地域、関係機関との連携を深め、児童生徒のキャリア発達を促そう 

児童生徒のキャリア発達を促すためには、家庭・地域・関係機関が連携する必要がある。学校と

家庭、地域社会、関係機関等がそれぞれの役割を自覚し、協働して教育活動に取り組みたい。

そうした中で、専門的な知識や情報をもっている社会人等の外部講師から、児童生徒が直接学

ぶことのできる機会を積極的に設定し、学習意欲の喚起につなげたい。 

児童が活動を記録し蓄積する「キャリア教育ノート」を活用し、小・中学校の９年間でキャ

リア教育を進めていく。そのために、中学校区単位や市町村全体で、キャリア教育担当が教材

の内容や、引き継ぐ方法について検討・決定をする。学習の多くにおいて家庭や地域の協力も

必要となることから、日頃から学習計画や活動の様子を保護者に知らせ、連携していく。加え

て、地域や関係機関等とも連携できるよう、学校便りやＷｅｂページ等で、学校のキャリア教

育計画について地域に知らせるなど、開かれた学校づくりが大切である。 

地域と連携し学びを深めるためには、コミュニティ・スクール、地域学校協働活動を活用す

ることが効果的である。児童生徒の身近な社会である地域において、多くの人と関わり、経験

を重ねることは、地域の一員としての児童生徒自身の存在に気付き、新たな学びの動機付けに

もつながる。地域の「人」「もの」「こと」を生かしたキャリア教育を体系的・系統的に行って

いくことが重要である。 

【コミュニティ・スクール、地域学校協働活動を活用したキャリア教育（例）】 

 
 

(4) 評価（見取りと点検）を適切に行い、指導計画・学習指導の改善につなげよう 

ア 児童生徒の学習状況の把握 

評価においては、何よりも教員の温かい児童生徒理解が基本であることを確認しておきた 

い。児童生徒一人一人の興味・関心は個別なものであり、課題や活動に要する時間が異なり、

そのための教材も固有なものになることが多い。これらの児童生徒の姿は、その児童生徒が有

している、その児童生徒自身のよさや可能性の表れであると捉え、支えたい。 

イ 学習指導の改善 

学習指導の改善は、教員自らが日常の授業を反省的に振り返り、授業を捉え直すことが基 

本となる。実際に行っている教育活動が児童生徒に育成したい能力や態度等に適切に位置付

けられているかを振り返る視点をもつことが重要である。 

 

 

 

 

・ 指導内容が発達段階に合っているか     ・ 指導方法が児童生徒の実態から見て適切か 

・ 学習の形態が効果的に組み合わされているか ・ 問題解決や体験的な活動が充実しているか 

・ 外部人材や地域・文化の活用は効果的であるか 等 

【学習指導の改善の視点（例）】 

・ 米作り体験 ・ 社会人等の講話 ・ 職場体験の協力 ・ 地域の史跡の案内 等 
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(5) 児童生徒の活動記録を蓄積する「キャリア教育ノート」を活用して学びをつなごう 

主体的な学びに向かう力を育て、児童生徒のキャリア形成に生かすために、キャリア・パス

ポートに「キャリア教育ノート」を活用するとよい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
(6) ＩＣＴを効果的に活用し、キャリア教育を充実させよう 

ＩＣＴを活用することにより、効果的にキャリア発達を促すことが期待されている。例えば

Ｗｅｂ会議ソフトを活用し、遠隔地の学校と交流したり、様々な職種の方にインタビューした

りする活動や、1人１台端末等にそれぞれの考えを表示し全体で共有する活動を行うことがで

きる。また、他地域・海外の学校との交流学習を可能とし、児童生徒同士による意見交換や発

表を通じて、思考力、判断力、表現力等を育成することができる。そのために、キャリア教育 

の年間指導計画に、ＩＣＴを効果的に活用した学習活動を的確に位置付けることが重要である。 

３ 小学校におけるキャリア教育 

 

 

 

 

(1) キャリア教育の充実のための準備をしよう 

       

  

 

 

 

                                                                                                                             

 

 

 

 

 

 

学習指導要領では、｢特別活動を要としつつ各教

科等の特質に応じて、キャリア教育の充実を図るこ

と｣と示され、特別活動を中心にキャリア教育を推 

進するように求められている。その特別活動では、

「自己の生き方について考えを深め、自己実現を図

ろうとする態度を養う」という目標が新たに示され

ている。また、「特別の教科 道徳」では、「よりよ

く生きるための基盤となる道徳性を養う」「自己の 

生き方について考えを深める」というように、キャ

リア教育との関連が明記されている。総合的な学習

の時間の目標には、「自己の生き方を考えていくた 

めの資質・能力を育成すること」と示され、自然体

験やボランティア活動等を積極的に取り入れ、探究

的な学習を重視するよう示されている。 

これらのことを踏まえ、６年間のキャリア教育の全 

体計画を立てておく。 

 小学校におけるキャリア教育は、義務教育の９年間を見通した上で、全教育活動の中で意図的・

継続的に推進していくものである。特に、小学校での６年間は成長が著しく、社会的自立・職業的

自立に向けて、その基盤を形成し、家庭・地域社会・学校の活動の中で自分の役割を果たそうとす

る意欲や態度を育てる重要な時期である。また、日常的な様々な「役割」遂行の経験を積み重ねな

がら、計画的・系統的に「自己の生き方」について考えることができるようにしたい。 

 

○ 自己及び他者への積極的関心の形成・発展 

○ 身の回りの仕事や環境への関心・意欲の向上 

○ 夢や希望、憧れる自己イメージの獲得 

○ 勤労を重んじ目標に向かって努力する態度の

育成 

友達のよさを認め、協力して活動する中で、 

自分の持ち味や役割が自覚できるようにする。 

【低学年】 

【高学年】 

【中学年】 

【小学校のキャリア教育の目標例】 

自分の好きなこと、得意なこと、できることを

増やし、様々な活動への興味・関心を高めながら

意欲と自信をもって活動できるようにする。 

苦手なことや初めて挑戦することに失敗を恐

れず取り組み、そのことが集団の中で役立つ喜

びや自分への自信につながるようにする。 

・ 効果的に振り返りができるように、小学校から高等学校まで12年間の記録を一冊に綴じ込む

キャリア・パスポートとする。 

・ 地域の実情や各学校の特色等に応じて「キャリア教育ノート」を活用する。 

・ 進級進学時には、次の学年・上級学校に持ち上がり、継続的かつ系統的に蓄積し、活用する。 

【「キャリア教育ノート」の活用】 

＜児童生徒にとってのよさ＞  
過去に自分が書いたことを読み返して、振り返ることで新たな学習活動への意欲につなげたり、将来の

生き方を考えたりできる。 

＜教員にとってのよさ＞  
「キャリア教育ノート」をつなげて活用することで、体系的・系統的なキャリア教育にもつながり、ど

のような学習過程をたどってきたか、そこでどのような成長をしてきたかが把握できる。 

令和６年２月に作成した「キャリア教育ノート」は、小学校から高等学校まで引き継ぐことができ
るキャリア・パスポートとして内容・形式等を整え、精選したものになっている。 
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【全体計画に盛り込むべき項目（例）】 

(2) 系統性をもたせたキャリア教育を推進しよう 

そもそも学校現場では、「キャリア教育に当たる教育活動」が行われている。キャリア教育の推

進に当たっては、新たな教育内容を考えるのではなく、現在行っている教育活動をキャリア教育の

視点から見直し、指導に系統性をもたせて展開することが大切である。キャリア教育で育てたい能

力の育成は、「生きる力」を高めることにつながることから、幼児期から社会人になるまでの長い

期間の中で、特に、小学校で育てたい力を発達段階に応じて精選することが求められる。また、

前後の接続を円滑にするため、幼稚園・保育所・認定こども園等や中学校等との連携・協力が欠

かせない。以下は、キャリア教育を推進する上で留意したい点である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) キャリア教育を実践しよう 

ア キャリア教育を知ろう……校内キャリア教育推進委員会等を設置し、その中心に「キャ

リア教育担当」を位置付け、教員の研修を推進する。 

イ 学校教育全体をキャリアの視点で見直そう……自校の特色を踏まえ、全校体制で行う。 

ウ キャリア教育の全体計画を作ろう……学年代表が参画する校内キャリア教育推進委員会等で

進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ キャリア教育の年間指導計画を作ろう…校内キャリア教育推進委員会と学年が連携して進める。 

各教科については、現在の年間指導計画を利用し、その中でキャリア教

育に関わる単元を絞っていく。上に示した「（例）」を参考にするとともに、

愛知県教育委員会の作成したＤＶＤ「なるほど!!キャリア教育」や「キャリ

ア教育ノート」を活用する。 

また、地域探検や農業体験等の体験活動を学年に応じて積極的に組み込

み、特に高学年においては、モノづくりの達人を地域から発掘し、講師とし

て招聘
へい

するなど、地域の宝を生かしながら学習を進めるようにする。 

 

・ キャリア教育の視点を踏まえ、各学年の実態から育てたい児童像を明確にする。 

・ 学校の課題や地域の願いを把握し、教育目標等にキャリア教育を位置付ける。 

・ 校内研修を充実させることで、キャリア教育についての共通理解及び指導力の向上を図る。 

・ 各学年の発達段階を踏まえ、キャリア教育の視点で教育課程を見直し、改善する。 

・ 特別活動、各教科、総合的な学習の時間等との関連を図り、指導計画を作成する。 

・ 家庭、地域に対して、キャリア教育について啓発するとともに連携を図る。 

・ 「キャリア教育ノート」を活用し、学年、校種を越えて引き継ぎながら、学びの振り返りや見

通しに生かすことができるようにする。 

・ 学習状況、教育活動、指導計画等の観点から、キャリア教育の評価を行い、その改善を図る。 

・ 中学校区で連携を取り合いながら、キャリア・パスポートを上級学校へ引き継ぐ。児童がキャ

リア・パスポートと分かるように留意する。 

○ 必須の要件として詳細に記すもの 
  ・ 各学校において定める目標     ・ 教育内容・方法 
  ・ 育成すべき資質・能力   ・ 各教科等との関連 
○ 基本的な内容や方針等を概括的に示すもの 
  ・ 学習活動   ・ 指導体制   ・ 学習の評価 
○ その他、各学校が全体計画を示す上で必要と考えるもの 
  ・ 教育目標 ・ 年度の重点  ・ 地域の実態 ・ 学校の実態 
  ・ 児童の実態 ・ 保護者の願い ・ 地域の願い ・ 教職員の願い 
  ・ 地域との連携 ・ 中学校との連携 ・ 近隣の小学校との連携 

(「小学校キャリア教育の手引き（改訂版）」2022年３月 文部科学省) 
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４ 中学校におけるキャリア教育 

 

 

 

 

 

(1) キャリア教育の充実のための準備をしよう 

学習指導要領では、「生徒が学ぶことと 

  自己の将来とのつながりを見通しながら、 

  社会的・職業的自立に向けて必要な基盤と 

  なる資質・能力を身に付けていくことがで 

  きるよう、特別活動を要としつつ各教科等 

  の特質に応じてキャリア教育の充実を図る 

  こと」と述べられている。 

特別活動の学級活動では、「一人一人 

のキャリア形成と自己実現」に向け、「社 

会生活、職業生活との接続を踏まえた主体 

的な学習態度の形成」「社会参画意識の醸 

成や勤労観・職業観の形成」「主体的な進 

路の選択と将来設計」、学校行事では、「勤 

労の尊さや生産の喜びを体得し、職場体験 

活動等の勤労観・職業観に関わる啓発的な 

体験が得られるようにすること」が示され 

ている。 

また、総合的な学習の時間の目標として、「自己の生き方を考えていくための資質・能力を育成 

する」ことが示されている。 

学校では、右上の表のような目標を立て、教育活動全体を通じ、計画的、組織的にキャリア教

育を進めていくことが大切である。また、目標設定や年間指導計画を立てる際には、小学校から

高等学校までのつながりを考慮することが重要である。 

ア 校内推進体制を整備しよう 

キャリア教育を組織的に推進するために、校内キャリア教育推進委員会を設置し、その中心

にキャリア教育担当を位置付ける。各学校の実態に応じて、キャリア教育の全体計画及び年間

指導計画の実施、評価、連絡・調整、実践上の課題解決や改善等を図るなど、推進体制を整備

する。 

イ キャリアガイダンスの機能を充実させよう 

生徒が学校や学級の生活によりよく適応するとともに、現在及び将来の生き方を考え行動す

る態度や能力を育成することができるよう、学校の教育活動全体を通じ、ガイダンスの機能の

充実を図りたい。相談活動を通じて進路への関心を高めるとともに、人生設計や進路選択を行

う能力を伸ばして、将来の生活への適応と自己実現ができるようにする。 

 

 中学校では、社会における自らの役割や将来の生き方・働き方等についてしっかりと考えさせるとともに、

目標を立てて計画的に取り組む態度の育成等について、体験を通じて理解を深めさせ、進路の選択・決定へと

導くことが重要である。このため、各学校においては、キャリア教育の視点で、各教科、特別の教科 道徳、

総合的な学習の時間及び特別活動や日常生活におけるそれぞれの活動を体系的に位置付けることにより、能力

や態度の効果的な育成を図ることが必要である。 

 
○ 自分の言動が、他者に及ぼす影響について理解する。 

○ 社会の一員としての自覚が芽生えるとともに社会や 

大人を客観的に捉える。 

○ 将来への夢を達成する上で現実の問題に直面し、模 

索する。 

 
○ 肯定的自己理解と自己有用感の獲得 

○ 興味・関心に基づく勤労観・職業観の形成 

○ 進路計画の立案と暫定的選択 

○ 生き方や進路に関する現実的探索 

【１年生】 
 

○ 自分のよさや個性が分かる。 

○ 自己と他者の違いに気付き、尊重しようとする。 

○ 集団の一員としての役割を理解し果たそうとする。 

○ 将来に対する漠然とした夢や憧れを抱く。 

【２年生】 

【３年生】 
 
○ 自己と他者の個性を尊重し、人間関係を円滑に進める。 

○ 社会の一員としての義務と責任を理解する。     

○ 将来設計を達成するための困難を理解し、それを克服 

する努力に向かう。 

【中学校のキャリア教育の目標例】 
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(2) 体験活動を充実させよう 

生徒が将来の社会生活・職業生活を理解し、自分の生き方や進路を考え

ることができるよう職場体験活動や勤労・奉仕体験、上級学校への体験入

学等、啓発的な体験活動を重視する。その際、事前・事後の指導の工夫や、

他の教育活動との関連付けが重要になってくる。例えば、職場体験活動等

では、将来の夢や職業、働くこと等、自分の生き方について考えることが

できるよう、３年間を見通した、「キャリアスクールプロジェクト『つな

ぐ』（中学校）」をもとに、系統的に事前・事後学習を実施していくことが

重要である。愛知県教育委員会が作成した「キャリア教育推進の手引」やＤＶＤ「キャリア教育生

き方メッセージ集」を活用し、体験活動の充実に努めたい。 

(3) 生徒の心に灯をともす第三の大人との出会いの場を設定しよう 

生徒が成長過程で出会う第三の大人とは、保護者や教員以外の実社会で働く社会人のことであ

る。生徒が、社会人の多様な生き方に触れ、勤労観や職業観を広げることもキャリア教育の目的で

ある。生き生きと働く社会人との出会いは、生徒自身の勤労観を見つめ直す機会となるとともに、

将来を前向きに考える動機付けになる。ＩＣＴが整備され、オンラインで様々な地域や職種の社

会人と出会うことが可能になった現在、様々な工夫を講じて、可能な限り、第三の大人との出会い

の場を設定したい。 

(4) キャリア・カウンセリングを効果的に実施しよう 

キャリア・カウンセリングとは、生徒が自らの意志と責任で進路を選択することができるよう

にするための、個別又はグループ別に行う指導援助である。日常のコミュニケーションを通して

生徒の主体性に上手に働きかけることは、キャリア・カウンセリングを活用したキャリア教育と

なるため、効果的に行うとよい。 

(5) 学習を見通し、振り返る教材を継続して活用しよう 

学校、家庭及び地域社会における学習や生活の見通しを立て、学

んだことを振り返りながら新たな学習や生活への意欲につなげた

り、将来の生き方を考えたりする活動は大変重要である。そこで、

学年・学校種を越え、継続的に「キャリア教育ノート」を活用する

ようにしたい。小学校から引き継いだ「キャリア教育ノート」を活

用し、自分の成長や変容を実感したり、進路選択に役立てたりする

活動は、自己のキャリアを形成する上で有意義なものとなる。 

(6) 保護者・地域社会と共に進めよう 

キャリア教育を効果的に進めていくためには、家庭・保護者との

共通理解を図りながら進めることが重要である。また、「社会に開かれた教育課程」の理念のもと、

企業・ＮＰＯ・青少年団体・ＰＴＡ等を含む幅広い地域住民等とキャリア教育の目標やビジョン

を共有し、連携・協働して生徒を育てていくことが求められる。 

【ｷｬﾘｱ ﾒｯｾｰｼﾞ  
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３ 情報教育・情報モラル教育 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 情報教育 

１ 目標 

情報教育は、子供たちの情報活用能力の育成を図るものであり、情報活用能力は、言語能力、問

題発見・解決能力と並ぶ「学習の基盤となる資質・能力」の一つと位置付けられ、教科等横断的な

視点から教育課程の編成を図るものであり、各学校のカリキュラム・マネジメントの実施を通じて

育成するものである。 

また、次の３観点８要素から構成される情報活用能力をバランスよく育成することを目標とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加えて、各教科等において育むことを目指す資質・能力と同様に、以下の三つの柱によって情報

活用能力を捉えていくことが提言され、整理された。 

 

 

 

 

 

 

 

経済・社会、生活・文化のあらゆる場面で、情報機器やサービス、情報を適切に選択・活用して

いくことが必要とされている。こうした社会の状況の中で、情報活用能力と情報モラルの育成が、

児童生徒に必要である。情報活用能力の育成を目標とする情報教育の推進は、一人一人の個性や能

力を発揮できる新しい学びの創造につながる。また、情報モラル教育は、情報社会で適正な活動を

行うための基になる考え方と態度を育てるために不可欠なものである。 

情報活用の実践力 

・ 課題や目的に応じた情報手段の適切な活用 

・ 必要な情報の主体的な収集・判断・表現・処理・創造 

・ 受け手の状況等を踏まえた発信・伝達 

情報の科学的な理解 

・ 情報活用の基礎となる情報手段の特性の理解 

・ 情報を適切に扱い、自らの情報活用を評価・改善するための基礎的な理論や方法の理解 

情報社会に参画する態度 

・ 社会生活の中で情報や情報技術が果たしている役割や影響の理解 

・ 情報モラルの必要性や情報を扱う責任 

・ 望ましい情報社会の創造に参画しようとする態度 

Ａ 知識及び技能 

・ 情報と情報技術を適切に活用するための知識と技能 

・ 問題解決・探究における情報活用の方法の理解 

・ 情報モラル・情報セキュリティ等についての理解 

Ｂ 思考力、判断力、表現力等 

・ 問題解決・探究における情報を活用する力（プログラミング的思考、情報モラル・情報セキュリティを含む） 

Ｃ 学びに向かう力、人間性等 

・ 問題解決・探究における情報活用の態度 

・ 情報モラル・情報セキュリティ等についての態度 

・ 学習への関心・意欲の向上 

・ 各教科・領域の特性に応じた

情報教育の推進 

・ 日常の授業でのＩＣＴの活用 

・ 情報セキュリティの確保 

・ 事務作業の効率化 

・ 高速大容量ＬＡＮの整備 

・ 研修での教員の力量向上 

・ 発達段階に合った情報モラル教育

の推進 

・ 愛知県教育委員会道徳教育総合推

進サイト「モラルＢＯＸ」の活用 

・ 経済・社会、生活・文化のあらゆる場面で、情報機器やサービス、情報を適切に選択・活用できる 

・ 資質・能力を育むための新たな「学び」やそれを実現するための「学びの場」の形成 

情報活用能力の育成 校務の情報化の推進 情報モラル教育の推進 

各教科等における主体的・対話的で深い学び 
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２ 推進 

(1) 各学校の特色を生かした情報教育を推進しよう 

情報教育の趣旨を踏まえ、各学校の特色を生かしながら、情報教育の目標と全体計画を立て、

情報教育を進める必要がある。そのためには、各学校において、ＧＩＧＡスクール構想によっ

て整備された１人１台端末や高速大容量情報通信ネットワーク等を有効に活用した学習活動の

充実を図る。 

  ア 小学校における情報教育 

 

 

 

 

 

 

イ 中学校における情報教育 

 

 

 

 

 
 

※  小・中学校の情報モラル教育の学習活動に関する記載は、P.102を参照のこと。 

  ウ プログラミング教育のねらい 

 

 

 

 (2) ＩＣＴを活用し、教育効果をあげよう 

授業において、１人１台端末、クラウド、大型提示装置やデジタル教科書等の教育用コンテン

ツ等を有効かつ適切に活用することは、学習への関心・意欲を高めるとともに、一人一人の特性

や個性に合わせた教育活動を進めていく上で重要である。 

【学習活動におけるＩＣＴの活用】 

 

 

 

 

 

 

 

 

生徒が情報モラルを身に付け、コンピュータ、１人１台端末、情報通信ネットワーク等の

情報手段を適切かつ主体的・積極的に活用できるようにする。小学校段階での学習活動を踏

まえ、技術・家庭科と各教科等を相互に連携させるようにする。 

情報手段を適切に活用できるようにするための学習活動 
① 文章の編集や図表の作成をする。 
② 様々な方法による情報の収集、調査、比較をする。 
③ 情報手段を使って交流する。 
④ 調べたものをまとめたり、発表したりする。 

児童がコンピュータで文字を入力するなどの学習を基盤として、必要となる情報手段の基本

的な操作を習得できるようにする。児童がプログラミングを体験しながら、コンピュータに意

図した処理を行わせるために、必要な論理的思考力を身に付けることができるようにする。 

基本的な操作 

① キーボード等により文字を入力する。 
② 電子ファイルを保存・整理する。 
③ インターネット上の情報の閲覧や情報
の送受信をする。 

 

 

情報手段を適切かつ主体的・積極的に活用できるようにするための学習活動 
① 課題を解決するため自ら効果的な情報手段を選んで必要な情報を収集する。 
② 様々な情報源から収集した情報を比較し、必要とする情報や信頼できる情報を選ぶ。 
③ 情報手段を用いて処理の仕方を工夫する。 
④ 自分の考え等が受け手に伝わりやすいように表現を工夫して発表したり、情報を発信したりする。 

個別最適な学び 

・ 個々の特性に応じてカスタマイズで
きる学習者用デジタル教科書を活用す
る。 

・ 習熟の程度や誤答傾向に応じた学習
者用ドリルソフト等を活用する。 

・ 発音・朗読、書写・運動・演奏等の
活動の様子を記録・再生・蓄積する。 

主体的・対話的で深い学びを目指して 
生徒自身が課題を設定し、学びの意義や目的を見いだし、自己実現を図る学び。ＩＣＴを活用して、学び

を自己調整する力（学び方）を養う。 

一斉学習 

・ 各市町村教育委員会や愛知県総合
教育センターの教育用コンテンツを
積極的に活用する。 

・ 公益財団法人学習情報研究センタ
ー提供のデータベース等に蓄積され
ている教育用コンテンツに関する情
報を活用する。 

①「プログラミング的思考」を育むこと、②プログラムの働きやよさ、情報社会がコンピュ
ータ等の情報技術によって支えられていることに気付き、コンピュータ等を上手に活用して身
近な問題を解決したり、よりよい社会を築いたりしようとする態度を育むこと、③各教科等で
の学びをより確実なものとすること 
 

協働的な学び 

・ クラウド上で互いの考えを共有
する。 

・ 写真や動画を用いた資料・作品
の協働制作をする。 

・ インターネットを活用した遠隔
地や学校外の専門家との意見交換
や情報発信をする。 
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３ 校務の情報化の推進 

(1) 情報セキュリティの確保に努めよう 

インターネットの利用は、ウイルスや不正アクセス等によって個人情報を含む大切なデータ

が漏えいしたり、損失したりする危険性を常に伴っている。 

こうした状況を十分に理解し、児童生徒が安心して情報機器を活用できるよう、再起動によ

り元の正常な環境に復元するソフトウェアの導入や情報機器へのフィルタリング機能の措置等、

情報セキュリティの確保等に十分配慮することが必要である。 

ア 情報機器の利用や情報の取扱いに関わるセキュリティ対策として、情報セキュリティポリ

シーやガイドライン等を作成する際、以下の点に留意し、適切に運用する。 

 

 

 

イ ネットワークに関するトラブル発生時の速やかな連絡体制を明示した対応マニュアルを作

成する。対応マニュアルは、想定される全ての場合に備えて作成する必要がある。 

ウ 校務で扱うデータは、公的なデータであるという意識をもち、「教育情報セキュリティのた

めの緊急提言（文部科学省）」や「教育情報セキュリティポリシーに関するガイドライン（文

部科学省）」を遵守して、「情報資産」を漏えい・改ざん・破壊・消失から守る。 

(2) 教員の力量を高める研修等の充実を図ろう 

ア 教員間で教材研究や情報交換、模擬授業等を積極的に行い、互いの授業力向上に努める。 

イ 「教員のＩＣＴ活用指導力のチェックリスト（文部科学省）」や「授業がもっとよくなる電

子黒板活用（文部科学省）」を活用し、各学校の教員の実態に応じた研修計画を立て、校内研

修の充実を図るとともに、教員のＩＣＴ活用指導力を高める。 

ウ 児童生徒の学習活動がより効果的なものになるように、普通教室でのネットワークやグル

ープウェアの活用に努める。また、授業の具体的な場面での活用法について研修を深める。 

 

 

 

 

 

 

情報モラル教育 

１ 目標 

  情報モラルとは、「情報社会で適正な活動を行うための基になる考え方と態度」のことである。

学校の教育活動に情報モラル教育を位置付け、家庭との連携を深めながら、児童生徒が確実に情報

モラルを身に付けられるように以下のことを意識して指導することを目標とする。 

  
 
 
 
 

 

２ 推進 

(1) 教育活動全体を通して情報モラル教育を推進しよう 

  ア 児童生徒の発達の段階や特性等を考慮し、各教科、道徳科、特別活動、総合的な学習の時間

で取り扱うだけでなく、学校の教育活動全体で推進したい。特に、道徳科で育まれる道徳的

な判断力、心情、実践意欲と態度は、情報モラル教育の基本となる態度の育成に欠かせない。

道徳科の内容項目に基づいて、情報モラルの育成を図ることが効果的である。 

・ 利用目的の明確化        ・ 児童生徒等に関する個人情報の取扱い 

・ 不正アクセス及びウイルス対策  ・ 有害情報のアクセスに関する対処 

・ 肖像権及び著作権の保護     ・ 情報の受信、発信、蓄積におけるルール 

【参考】 「教育の情報化に関する手引」（令和元年 12 月改訂 令和２年６月追補版 文部科学省）、「学校における情報セ

キュリティ及びＩＣＴ環境整備に関する研修教材」（平成 29 年３月 文部科学省）は、ネットワークシステムの構

築から各教科における情報教育まで教育の情報化全般にわたる内容が網羅されており、各学校における教育の情報

化を図るための指針として利用したい。 

また、生成ＡＩに関しては、「初等中等教育段階における生成ＡＩの利用に関する暫定的なガイドライン

（Ver.2.0）」（令和６年 12 月 文部科学省）に、その活用の在り方について記載されている。ただ、多くの生成Ａ

Ｉの活用には年齢制限等があるので、利用規約に留意する。生成ＡＩを活用する場合、情報モラルや情報セキュリ

ティの知識等を児童生徒に身に付けさせる必要がある。また、授業での活用以外に、校務での活用も考えられる。 

① 他者への影響を考え、人権、知的財産権等、自他の権利を尊重し情報社会での行動に責任

をもつこと 

② 犯罪被害を含む危険の回避等、情報を正しく安全に利用できること 

③ コンピュータなどの情報機器の使用による健康との関わりを理解すること 

（「小学校（中学校）学習指導要領解説 総則編」 平成 29年７月 文部科学省） 
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イ 情報モラルに関わる最新の情報の入手に努め、それに基づいた適切な指導に配慮する。 

ウ 情報の収集、判断、処理、発信等、情報を活用する各場面での情報モラルについて学習する

とともに、様々な場面で的確な判断ができる力を養う。 

エ 校内研修や授業研究等を通じて、全教員の情報モラルの授業実践力を高める。 

オ インターネットやスマートフォン等の利用に関して、家庭と連携を図り、指導を適切に行う。 

(2) 情報モラル教育で扱う主な学習内容を理解しよう  

心を磨く学習活動 

情報社会における正しい判断力や望ましい態度と

いった、主に心の教育に関すること 

知恵を磨く学習活動 

情報社会で安全に生活するための知識・技術やメディ

アが及ぼす健康への影響等、主に情報安全教育に関する

こと 
 

情報社会の倫理 

○ 情報に関する自他の権利を尊重し、責任ある行

動について考える学習活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法の理解と遵守 

○ 情報社会におけるルールやマナー、法律がある

ことを理解し、それらを守ることについて考える

学習活動 

 

 

 

 

安全への知恵 

○ 情報社会の危機から身を守り、危険を予測し、被害

の予防について考える学習活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報セキュリティ （下線部リンクあり） 

○ 生活の中で必要となる情報セキュリティの基本的な

考え方、情報セキュリティを確保するための対策・対

応について考える学習活動 

 

 

 

二次元コードより、チェックリストを参照し、学習活動を作成する 

（「情報モラル教育 実践ガイダンス」 平成 23年３月 国立教育政策研究所） 

 (3) 情報モラル教育に関するＷｅｂサイトを活用しよう （下線部リンクあり） 

情報モラル教育の参考となるＷｅｂサイトや資料を活用し、情報モラル教育の推進に役立てる。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【情報モラル教育の参考となるＷｅｂサイトや資料】 

【その他の参考となるＷｅｂサイトや資料】 

・ 文部科学省 ｢ＧＩＧＡスクール構想の実現について｣    
・ 文部科学省「ＳｔｕＤＸ Ｓｔｙｌｅ」 1人 1台端末の効果的な活用に関する参考資料等 
・ 文部科学省 次世代の教育情報化推進事業「情報教育の推進等に関する調査研究」成果報告書 
・ 総務省「インターネットトラブル事例集」       
・ 一般財団法人マルチメディア振興センター ｢ｅ-ネットキャラバン｣            
・  文化庁「著作権に関する教材・資料等」 
・ 愛知県総合教育センター ｢すべての教員のための情報モラル教育応援サイト｣  
・ 一般社団法人日本教育情報化振興会 ｢ネット社会の歩き方｣ 

「ＩＣＴ教育環境整備ハンドブック 2025」 等 

・ 著作権等の知的財産権 

・ 個人の権利（人格権、肖像権等） 等 

・ メールや掲示板、ＳＮＳの正しい利用 

・ 不正アクセス等の違法行為 

・ 情報の保護や取扱いに関するルール 等 

・ 不適切な情報 ・ 健康を害するような行動 

・ 匿名性の利点と危険性 ・ 利用時間や課金  

・ 出会い系、詐欺等の問題点や危険性  

・ トラブルに遭遇したときの対処方法 等 

・ ＩＤやパスワードの管理   

・ 情報の破壊や流出の防止 

・ 不正使用や不正アクセスの防止 等 

公共的なネットワーク社会の構築 

○ 情報社会の一員として公共的な意識をもち、適切な判断や行動について考える学習活動 

○ 情報発信による他人や社会への影響について考える学習活動 

・ ネット上の迷惑行為  ・ 情報の信ぴょう性  ・ ひぼうや中傷の書き込み 等 

＜児童生徒向け啓発資料＞ 
①ＧＩＧＡワークブックあいち（愛知県版） 

①     ②     ③     ④ 

＜教員向け指導資料等＞ 
② ｢情報モラル教育ポータルサイト｣（令和７年４月）  
③「愛知県教育委員会道徳教育総合推進サイト モラル BOX」 
                             （令和７年３月） 
＜児童生徒向けの動画教材＞ 
④ 情報モラル教育の充実に関する動画教材集 

（令和６年３月） 
 

情報モラル教育
実践ガイダンス 

https://www.pref.aichi.jp/soshiki/ictkyoiku/giga-workbook.html
https://www.mext.go.jp/zyoukatsu/moral/
https://asp.schoolweb.ne.jp/2340010
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/detail/1416322.htm
https://nier.repo.nii.ac.jp/records/435
https://nier.repo.nii.ac.jp/records/435
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１ 小学校プログラミング教育のねらい 

 

 

 

 

 

※ 「プログラミング的思考」とは･･･ 
自分が意図する一連の活動を実現するために、どのような動きの組合せが必要なのか、一つ一つの

動きに対応した記号を、どのように組み合わせたらよいのか、記号の組合せをどのように改善してい
けば、より意図した活動に近付くのかといったことを論理的に考えていく力のこと。 

２ 本県における小学校プログラミング教育の取組指針 

全ての小学校・義務教育学校において以下のような指針に基づいて取組を行っている。 

 

 

  

 ※ 各学校のカリキュラムや教科の単元計画の中のどの段階に位置付けて行うかを意識して行いたい。 

【小学校プログラミング教育実践の学年モデル】 

学年 参考学習場面等 使用ソフト等 

１年 「リズム作りの場面で」（音楽）☆ （アンプラグド） 

２年 「漢字の部分を学ぶ場面で」（国語）☆ ビスケット 

３年 「地図記号を学ぶ場面で」（社会）☆ ビスケット 

４年 「角のかき方の場面で」（算数）☆ （アンプラグド） 

５年 「正多角形をかく場面で」（算数）★ スクラッチ 

６年 
「拡大・縮小の場面で」（算数）☆ プログル 

「電気をより効率的に使う方法を考える場面で」（理科）★ メッシュ、マイクロビット 

☆：小学校プログラミング教育事例集「ココからスタート」（平成31年３月 愛知県教育委員会）参照 

★：小学校プログラミング教育事例集「みんなでスタート！」（令和２年３月 愛知県教育委員会）参照 

３ 小学校プログラミング教育で引き出したい子供の姿 

  小学校のプログラミング教育が目指すのは、各教科等の授業において、その教科等のねらいを達

成するために「プログラミングを活用」することである。プログラミング教育で育む資質・能力を

もとに、引き出したい子供の姿を設定し、各教科等において「プログラミング的思考」等を育むた

これからの社会を生きていく子供たちは、あらゆる活動においてコンピュータ等を活用するこ

とが求められると予想される。コンピュータを理解し、上手に活用していく力を身に付けること

は、将来どのような職業に就くとしても極めて重要なことである。学習指導要領においても、情

報活用能力の育成や、ＩＣＴを適切に活用した学習活動の充実を進める上で、プログラミング教

育は、適切に位置付けられる必要があるとされている。また今後、国際社会においてＩＴをめぐ

る競争の激化が予測される中、子供の頃からコンピュータ等の仕組みを理解し、適切に活用でき

る資質・能力の育成が図られるよう、小学校におけるプログラミング教育は必修化された。 

◆ 「プログラミング的思考」を育むこと。 

◆ プログラムの働きやよさ、情報社会がコンピュータ等の情報技術によって支えられていること

などに気付くことができるようにするとともに、コンピュータ等を上手に活用して身近な問題を

解決したり、よりよい社会を築いたりしようとする態度を育むこと。 

◆ 各教科等で学んだことをより確かなものとすること。 

４ 小学校プログラミング教育 

〈令和５年度以降〉 

  ・ 年間指導計画に基づいて、各学年において全担任がプログラミング教育の授業を行う。 

  ・ 常に年間計画を見直し、更新する。 
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アンプラグド
プログラミング

ビジュアル
プログラミング

フィジカル
プログラミング

フローチャート Scratch ArTecRobo2.0
ルビィのぼうけん Viscuit Embot

toio プログル Pepper
Scottie Go! micro:bit Sphero Edu

PETS MESH SPIKEベーシック

めの学習活動を計画し、実施することが大切である。学習指導要領等では、算数の図形の学習や理

科の電気を扱う学習等が紹介されている。 

〈資質・能力〉 

● 身近な生活でコンピュータが活用されていることや、問題の解決には必要な手順があること

に気付くこと【知識及び技能】 

● 「プログラミング的思考」を育成すること【思考力、判断力、表現力等】 

● コンピュータの働きを、よりよい人生や社会づくりに生かそうとする態度を涵養
かんよう

すること 

【学びに向かう力、人間性等】 

 

〈引き出したい子供の姿（例）〉 

☆  コンピュータにプログラムをすると、思うように動くことに気付く。 

☆  手順を考えると、簡単に作業できることに気付く。  

☆  順番や組合せを考える。 

☆  解決の方法を様々に考え、よりよくする。  

☆  コンピュータを使って、効率よく作業する。 

☆  プログラムの働きを、生かそうとする。  

（リーフレット「小学校プログラミング教育の在り方」平成31年３月 愛知県教育委員会） 

４ プログラミング教育教材例 

使用する教材には、１人１台端末でプログラミングをして学ぶ 

「ビジュアルプログラミング」や、センサーやロボット等をプロ 

グラムで動作させて学ぶ 「フィジカルプログラミング」がある。 

「ビジュアルプログラミング」は、命令ブロック等を操作してコ 

ンピュータに指示を出すため、視覚的に分かりやすく、プログラ 

ミングを理解しやすくなっている。 

文部科学省が提供している Webサイト「小学校を中心としたプ

ログラミング教育ポータル」には、「小学校プログラミング教育の

手引（第三版）」に基づいて、プログラミング学習に利用できるコンテンツや事例等がそろっている。

総合的な学習の時間において、企業と連携しながら、「プログラミングが社会でどう活用されている

のか」ということに焦点を当てた指導案等や資料を提供する「みらプロ」の取組や、学習指導要領

に例示されている単元等で実施する授業の事例等も多数紹介されている。 

 
 
 
 

５ 研修の進め方 

  文部科学省や愛知県教育委員会が作成したリーフレットや事例集を参考にしながら授業に取り組

んでいきたい。 

 
 
 
 

【プログラミングの種類と使用ツール（例）】 

【愛知県教育委員会が作成したリーフレットや事例集】 

※「愛知県教育委員会 義務教育課」Ｗｅｂサイトよりダウンロードできる。 

・リーフレット「小学校プログラミング教育の在り方」（平成31年３月） 

・小学校プログラミング教育事例集「ココからスタート」（平成31年３月） 

   https://www.pref.aichi.jp/soshiki/gimukyoiku/programleaf30.html 

・小学校プログラミング教育事例集「みんなでスタート！」（令和２年３月） 

・小学校プログラミングツールサポートブック （令和２年３月） 

   https://www.pref.aichi.jp/soshiki/gimukyoiku/programleaf31.html 

「アンプラグドプログラミング」と呼ばれるコンピュータを用いない実践の方法も可能である

が、子供たちが「コンピュータを活用して、自ら考える動作を目指して試行錯誤を繰り返す体験」

を行うことが重要である。プログラミング言語を覚えたり、プログラミングの技能を習得したり

するといったことは考えられるが、それ自体をねらいとしているわけではない。 

https://www.pref.aichi.jp/soshiki/gimukyoiku/programleaf30.html
https://www.pref.aichi.jp/soshiki/gimukyoiku/programleaf31.html
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2015年の国連サミットでＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals「持続可能な開発目標」）
が採択され、「地球上の誰一人として取り残さない」を理念とし、行動変革につなげるため一人一人
が持続可能な社会づくりに必要な知識とスキルを得ることが掲げられている。これは、2030 年まで
に達成すべき国際社会全体の目標である。 
2019年には愛知県が「ＳＤＧｓ未来都市」として選定され、人権意識の向上や持続可能な共生

社会の実現のために、経済・社会・環境をめぐる幅広い課題に一体的に取り組んでいる。 
愛知県環境学習等行動計画 2030 は、持続可能な社会を支える「行動する人づくり」を目的と

して、一人一人に身に付けることが望ましい力を育む環境学習等についてまとめている。身の回
りの環境と自分たちとの関わり等を理解し、環境教育に取り組んでいくことで、持続可能な社会
の担い手を育成していく必要がある。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１ 環境教育の推進 

 

 

 

 

(1) 持続可能な社会を目指す教育に取り組もう 

未来を担う子供には、知識の習得にとどまらず、環境や環境問題に関心をもち、現在から未来

への環境に対する人間の責任と役割を理解することが必要である。さらに、持続可能な社会の担

い手を育成するために、持続可能な社会づくりに関わる課題を見いだして環境保全に取り組み、

環境問題等を解決するために主体的に行動する実践的な態度や資質・能力を身に付けることを目

標として取り組みたい。 

(2)  発達等に応じて内容や方法を工夫しよう 

発育・発達段階を考慮しながら自然と触れ合う機会を多くもたせ、豊かな感受性や創造性を育

てる。また、児童生徒の興味・関心と生活体験を軸にねらいを焦点化し、各学年における自然を

感じるなどの体験的な学習を通じ、環境問題やその解決のための方法を見いだす能力を育てる。  

さらに、環境の改善や保全等に主体的に働きかける態度や参加のための行動力を育てることも

必要である。 

(3)  地域の実態から、家庭・地域社会との連携を図ろう 

地域の身近な問題に目を向けた内容で構成し、身近な環境問題が、地球規模の環境問題につな

がっていることを認識する中で、地球の未来のよりよい環境を意識した問題解決への意欲、態

度、実践力を育てることが重要である。その際、コミュニティ・スクールや地域学校協働活動等

５ 環 境 教 育 

豊かな環境を維持しつつ、持続可能な社会を構築するためには、広く国民全体で環境の保全に
取り組むことが大切です。このため、学校、家庭、地域が連携し、子供から大人まで一人一人が、
知識だけでなく体験活動を通じ、環境に対する理解と関心を深め、具体的な行動に結び付けられ
るよう、環境教育を推進することが重要です。  （「環境教育指導資料」平成28年 12月 国立教育政策研究所） 

 【ＳＤＧｓ・ＥＳＤと関連付けた環境教育】 

 ＥＳＤ（Education for Sustainable Development「持続可能な開発のための教育」）とは、環境や平和、

人権、貧困等の地球上の様々な課題を自らの問題として捉え、身近なところから取り組むことにより、

それらの課題解決につながる新たな価値観や行動を生み出し、持続可能な社会の担い手を育む教育であ

る。 

学習指導要領には、持続可能な社会の構築の観点が盛り込まれており、環境教育をはじめ、各教科を

ＥＳＤの視点で見直したり、手を加えて実践したりすることで、そのねらいに迫ることができる。また、

環境教育等に取り組む際にＳＤＧｓの17の目標と関連付けることで、以下の効果が期待できる。 

 ○ 身近な取組と身近な話題が、世界共通の課題と関連していることが分かる。 

 ○ 一つの取組が複数の課題の解決に貢献できることが分かる。 

 ○ 持続可能な社会づくりの三側面（経済、社会、環境）が調和した未来を実現するために、今、何

をしたらよいか具体的に考える一助となる。 
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のつながりを活用し、家庭・地域社会や自然環境との関わりの中で経験・学習したことを生活に

生かしていくことが大切である。 

(4)  消費生活の側面に留意しよう 

消費者の立場から、環境に及ぼす影響の少ない商品の購入、使用、廃棄等を考えさせる取組を

行う。消費生活に関わる環境保全の取組に積極的に参加する行動力を育てる。 

(5)  環境学習施設を学習に生かそう 

「もりの学舎(まなびや)」（愛・地球博記念公園内）をはじめ、県内の様々な環境学習施設等

（ＡＥＬネット）を利用するなど、体験型学習ができるように配慮し環境学習コーディネーター

の活用を進める。 

(6) ＩＣＴを活用しよう 

ＩＣＴを活用して、学校外の人材や施設と学校を結び付け、実際に社会の課題解決に取り組む

人々と関わりをもつようにする。 
 

２ 環境教育を通じて育む力 

持続可能な社会の形成には、「自らが持続可能な社会づくりに関する高い意識を身に付け、自らの価

値観により意思を決定し、行動していくことができる人材」が求められる。そこで、「家庭」「学校」

「社会（地域）」が下記の『五つの力』を育むことを念頭に置きながら環境教育に取り組めるようにす

ることで、持続可能な社会を支える「行動する人づくり」を推進していく。 
 

 

 

 

 

 

 

４ 学校・家庭・社会(地域)に期待される取組 

学    校：体験学習・問題解決的な学習の充実、ＥＳＤの視点を意識した環境教育の実施、 

             環境教育やＥＳＤ推進のための研究と人材育成 

家    庭：直接体験の機会の確保、エコアクションの実践、世代間の学び合い・育ち合い 

  社会（地域）：事業活動での環境学習の実施、専門性を生かした環境学習の実施、地域の行事や 

       課題を素材にした環境学習の実施、地域の特性を生かすことのできる環境づくり 
 

３ 環境を捉える視点 

持続可能な社会の構築を目指す環境教育を考えるためには、自然や生命、エネルギー、資源等の要

素を個別に理解するのではなく、それらを関係付けて一つの環境を捉える視点として位置付けるこ

とが大切である。環境を捉える視点として、例えば、次のようなものが考えられる。 

 

捉える視点 持続可能な社会の構築を目指す環境教育を考えるために 

資源の循環 資源の再生利用のための資源の循環の視点が大切である。 

自然や生命の尊重 自他の生命を尊重し、自然への畏敬の念を育む視点が大切である。 

生態系の保全 自然と調和をして生きようとする視点が大切である。 

共生社会の実現 異文化理解や共に生きようとする共生社会の実現を目指す視点が大切である。 

資源の有限性 資源は有限であるため、循環型社会の構築を目指す視点が大切である。 

エネルギーの利用 エネルギーの適切な利用の仕方について考える視点が大切である。 

生活様式の見直し 環境の状態を調査・評価し、バランスの取れた生活をする視点が大切である。 

(「環境教育指導資料」平成28年 12月 国立教育政策研究所) 

持
続
可
能
な
社
会
づ
く
り
に

向
け
た
行
動 

【学びを行動につなぐ『五つの力』】 

◆ 体感する力…自然の素晴らしさや環境の大切さを感じ取る力 

◆ 理解する力…私たちの活動が環境に影響を与えていることを、自分のこととして捉える力 

◆ 探究する力…環境問題を多面的に考察し、その本質や解決策を見付け出す力 

◆ 活用する力…環境を守るために必要な知識やスキルを自ら身に付け、活かす力 
 ◆ 共働する力…共に未来を創り出すために、みんなとつながる力 

        (「愛知県環境学習等行動計画2030」平成30年３月 愛知県環境部環境活動推進課) 
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 活動例   伝統的な活動（愛鳥活動）を活用し、活動の中で出た課題を追究していく。その際、

市や地域団体と連携し、課題を追究していく環境をつくる。 

 

 成 果   児童は知識・経験をもとに、新たな課題を発見し、課題探究から、活動が発展してき

ている。学校（教員）は、児童に愛鳥活動を楽しんでもらうとともに、地域とつながる

など実践的な学びの機会をつくることができた。 

４ 小学校での取扱い 

(1) 体験を通して感性を養おう 

  具体的な活動や体験を通してイメージを膨らま

せ、環境への接し方を身に付けることは、その後

の学習の土台となる。特に低学年では、自然の観

察や動植物の飼育、栽培等の活動を行い、自然環

境や事象に対する感受性や興味・関心を高めると

ともに、自然のすばらしさや命の大切さを感得で

きるよう配慮する。 

(2) 生活の中から課題を発見して調べさせ、身近な  

問題として意識させよう 
身近な自然や社会の環境に触れ、自分や他の

人々が使っている物（資源）、ごみやエネルギー

等について問題を見いだし、追究するようにする。

また、地域の施設や工場等の様子を見学するなど

して、自分たちの生活が地域と関わって成り立っ

ていることを意識できるようにする。 

(3) 環境に関する見方や考え方を育てよう 

種々の体験やＩＣＴを活用した学習を通して身

に付けた知識や技能を生かして、身近な環境問題

の解決を家庭、地域と協力して目指すことにより、

もののつながりや循環といった持続可能な社会の

構築につながる見方や考え方を育むことを可能に 

する。 
(4) 行動、実践を通して、社会に働きかけよう 

(1)から(3)までの活動を通して、環境をよりよく

するためにどのような生活様式や実践的な態度

をとるべきかを考えて、自ら責任ある行動をと

り、協力して問題を解決していくことができる

ようにする。 

さらに、日々の生活における働きかけだけで

なく、持続可能な社会の構築に向けて、将来にお

いてもよりよい環境を創造するための働きかけ

ができるような実践力を培うようにする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校の伝統的な活動を活かし、協働活動に取り組んだ授業例 

・ 地域の池や学校の観察池でヤゴ等の生き

物の観察をする。（生活、理科） 

・ 草や木を使ってゲームをしたり、形や色を

生かした造形遊びをしたりする。（生活） 

・ 野原や森、山を歩き、野草や木の実でおも

ちゃづくりや、バードウォッチングをする。

（生活、理科） 

・ １人１台端末を活用し、様々なコンテンツ

から環境について考える。（理科、社会、総

合） 

・ 家庭や学校でのごみ分別、自分の町の資源

ごみの回収方法 、リサイクル方法や廃棄物

の処理の仕方を調べる。（社会、家庭） 

・ 牛乳パックのリサイクルはがきづくりを

体験する。（生活、総合） 

・ 学校の周りの生き物を調査し、在来種と外

来種の生息地マップを作る。（総合） 

・ 地球温暖化について知り、環境に配慮した

自動車の新しい技術について調べる。（理

科、社会） 

・ 下水処理施設の見学を通して、生活排水の

環境負荷低減について調べる。（社会） 

・ 資源を守るための５Ｒ活動を実行する。 
 ① リデュース：廃棄物を出さない 
 ② リユース ：再利用する 
 ③ リサイクル：再生利用する 
 ④ リフューズ：いらないものを断る 
 ⑤ リペア  ：修理する 
・ 地域の川の清掃、浄化活動を行う。（特活） 
・ ＣＯ２削減のための節電やグリーンカー

テンづくりをする。（理科、総合） 
・ 地元の食材を使った料理を作る。（家庭） 
・ 食品ロス削減に向けた取組をする。（家 
庭、総合、特活） 

・ 間伐材や竹を使ったプランターカバーや
ベンチを作る。（図工、技術） 

（「『学びを行動につなぐサポートBOOK』愛知県環境学習等行動計画2030実践事例集」 

                    平成 31年３月 愛知県環境部環境活動推進課） 

【身近な環境問題例】 

【感性を養う活動例】 

【実践力を育成する例】 
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５ 中学校での取扱い 

 (1)  身近な環境問題から環境に対する意識 

を高めよう 

身近な環境問題から学習を進めること

は、自分と環境との関係を考え、持続可能

な社会づくりのための意欲や態度を育てる

ために有効である。さらに、中学校では、

身近な環境問題が地球規模の環境問題につ

ながることを認識するなど、ダイナミック

な展開を行うことができる。 

(2)  義務教育９年間を見通した指導計画・ 

  指導方法を検討しよう 

中学校では、体験を中心に進めてきた

小学校での学習を、より論理的、体系的に

整理して捉え直したい。また、小学校で育

成した思考力・判断力・表現力・問題解決

能力・技能等を、中学校でより主体的・総

合的に発揮できるようにするためにＩＣ

Ｔを活用するなどの工夫が必要である。 

(3) 教科間の連携を踏まえた総合的な活動を展開しよう 

      学校における環境教育は、各教科、総合的な学習の時間及び特別活動等を通して行うことが大

切であり、学校全体で取り組むことで、実践力を培うようにする。 

      実践に当たっては、環境教育を教育課程に明確に位置付け、教科間の連携を踏まえた年間指導

計画を作成することが大切である。また、具体的な問題や校外活動については、総合的な活動を展

開し、さらに家庭や地域社会との連携を図りながら推進することが効果的である。 

(4)  環境保全へ向けて具体的な行動へつなげよう 

身近な環境問題について考え、自分たちができる環境

保全への活動に積極的に取り組むことが大切である。具

体的な活動としては、日常生活を見直し、消費者として

資源を無駄に使わないことや、環境に優しい商品を選ん

で購入すること等が望まれる。 

また、エネルギーの大量消費が、地球温暖化や環境破壊

につながっていることに着目させ、省エネルギーを進める取組について考えることもできる。 

 

 

 

 

 

 

・ 河川及び海岸のごみから、生活系のごみが多く

占めていることやマイクロプラスチックの問題

について考える。（理科、社会） 

・ 自動車の脱内燃機関への世界的な流れを調べる

ことをきっかけに追究を進め、今後の人類の発展

とエネルギーの在り方、地球温暖化等について考

えをもつ。（理科、社会、技術） 

【身近な環境問題についての活動例】 

・ 廃棄による環境問題を改善するため、

食品ロスの削減に向けた取組をする。

（家庭、理科、総合、特活） 

・ 地域の海岸や湖沼を守るために定期

的な清掃活動を行う。（総合、特活） 

 
 活動例   事業者が、公共事業において環境への影響を減らす技術や、路面電車やアニマル・パス

（動物の通り道の確保）等を取り入れた先進的なまちづくりの事例を紹介した。それをも
とに、環境に優しい「まちの在り方」を学ぶ中で、人も地球も生き物も守るために自分に
何ができるかを考える。「ＥＰＯＣ環境教育講座」や「あいち協働授業づくり」、「あいち
『授業づくり』人材バンク」等のＷｅｂサイトを活用する。 

 
 成 果   実例を題材にした授業に生徒は興味深く聞き入っていた。様々な見方や考え方に触れ

当事者意識をもって今後の探究に取り組むきっかけづくりができた。 

【環境保全への活動例】 

・ 現状の地球環境や地球温暖化の原因を学習し、家

庭における省エネ等のエコライフについて考え、

実践する。（理科、家庭） 

・ 地域の農家の実情を調べるとともに、将来の日 

本の食料自給率の在り方について考える。（社会） 

・ 太陽光発電や風力発電等の再生可能エネルギー

について調べ、日本のエネルギーの将来像を自分な

りに描く。（理科、社会） 

【義務教育９年間を見通した学習例】 

事業者やＮＰＯと連携し、協働活動に取り組んだ授業例（中１）

 

（「環境教育協働授業づくりハンドブック」平成29年３月 愛知県環境部環境活動推進課） 
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６ 国際理解教育、帰国・外国人児童生徒教育 

 

 

  

 

 

１ 国際理解教育の目標 

○  人間の尊厳について深く理解し、国際社会の平和と発展に貢献できる人間を育成する。 

○  諸外国の文化を進んで理解し、尊重するとともに、世界と日本の関わりを正しく捉え、国

際社会で信頼される望ましい資質を身に付けた人間を育成する。 

○  我が国の文化・風俗・習慣・歴史等について理解し、それらを尊重するとともに、継承、

発展していこうとする人間を育成する。 

○  世界の人々との相互理解を深めるために、意思の疎通ができる能力をもった人間を育成する。 

２ 国際理解教育の重点 

(1) 人間尊重の観点から取り組もう 

国や民族を越えた普遍的な人間の生き方や基本的人権の尊重という観点から、国語科、社

会科、外国語科や道徳科を中心に取り組むことができる。また、他の教科等でも関連する教

材を把握し、それぞれの学習事項の深化、統合を図ることが有効である。 

(2) 自国文化及び異文化の理解に関心をもたせよう 

地域の伝統や文化に触れ、理解を深める中で、我が国の伝統や文化について関心をもたせ

る。また、異なる文化や価値観をもつ人々との関わり方や相互理解の重要性にも目を向けさ

せるために、学校外の人材の活用や体験的な学習への取組が有効である。 

(3) 国際協力やコミュニケーション能力を高める実践をしよう 

国際社会と協調することの重要性を理解し、積極的に貢献しようとする意識を高めるとと

もに、他国と協力して問題解決に積極的に取り組もうとする姿勢を育みたい。そのためには、

教員自らが世界の現状を認識し、教材開発に努め、児童生徒と共に実践することが望まれる。 

また、コミュニケーション能力を高め、進んで国際交流に参加する姿勢を育てることも重

要である。外国語活動や外国語科におけるコミュニケーション活動をはじめとして、スピー

チやディベート等、学校教育における様々な場面でその能力を育成していきたい。 

 

国際理解教育を推進するための観点 

○ 相互を尊重できる豊かな表現力 
○ 外国語能力の基礎 

○ 価値観の形成 
○ 国際社会の一員としての自覚 

自己の確立 

 

○ 我が国の文化、異文化の理解 
○ 国際的視野、相互理解 

コミュニケーション能力 

異文化を理解し、他者と共生できる資質や能力 

情報通信技術の発達により、児童生徒を取り巻く社会の国際化が進んでいる。また、外国人

や外国人の子供たちが将来にわたって我が国に居住する傾向が強くなっている。 

このような状況の中、グローバル社会に対応できる中核的・専門的な人材や「Society5.0」

と呼ばれる新しい時代に対応できる人材の育成は急務である。学校教育においても、自国及び

他国の伝統・文化・地理・歴史に対する理解を深め、尊重する態度を育んでいくとともに、多

文化共生社会において、自分とは異なる歴史や文化的背景をもつ他者に対して共感する力を身

に付けさせることが重要である。 

また、「日本語教育の推進に関する法律」や「外国人の子供の就学促進及び就学状況の把握

等に関する指針」が示され、帰国・外国人児童生徒に対する教育の充実も求められている。 
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３ 国際理解教育の実践 

国際理解に関わる目標や内容を教育課程に位置付け、学校全体で取り組むことが必要である。

カリキュラム・マネジメントの視点からも、それぞれの学校の教育目標や重点目標、各教科等

のねらいや内容等、教育活動全体を見通して、児童生徒や学校、地域の実態に応じた教育課程

を編成することが望ましい。また、国際理解教育は、総合的な学習の時間で扱うことも考えら

れるが、各教科等と関連付け、探究的な活動を通し体験的に理解を深められるよう実践してい

くことが望ましい。 

(1) 教科指導を通して国際人としての資質を育てよう 

世界から信頼される国際人としての資質の育成は、あらゆる教科の学習を通して行われる

べきであり、話合い活動やグループ活動、体験活動等を取り入れることが望ましい。社会科

においては、地域学習を活用して地域に出かけ、授業で学んだことを実際に自分の目で見た

り、肌で感じたりする体験型の学習を行いたい。 

(2) 国際理解教育の視点をもって道徳教育を推進しよう 

学習指導要領の総則に、道徳教育を進めるに当たっては、「伝統と文化を尊重し、それら

を育んできた我が国と郷土を愛し、個性豊かな文化の創造を図るとともに、平和で民主的な

国家及び社会の形成者として、公共の精神を尊び、社会及び国家の発展に努め、他国を尊重

し、国際社会の平和と発展や環境の保全に貢献し未来を拓
ひら

く主体性のある日本人の育成に資

することとなるよう特に留意すること」とある。まさに、道徳教育が国際理解教育の基盤を

担っているといえる。児童生徒に様々な価値観に触れさせることで道徳的判断力を高め、道

徳的心情を豊かにし、意欲的に実践する態度を育成することが大切である。 

(3) 総合的な学習の時間や特別活動を通して、国際性豊かで主体的に活動する児童生徒を育て

よう 

  我が国の優れた伝統や文化を継承するとともに、世界各国の様々な生活、習慣、価値観

等について、その違いを認め合い、自分の考えを積極的に表現できる児童生徒を育てたい。

そのために、異なる文化や生活習慣を身近に感じる参加型の学習を設定したり、伝統文化

の継承者や地域在住の外国人、留学生等を招いて文化や生活習慣の違いに直接触れたりす

る機会を設けたい。その際には、世界とつながるコミュニケーションの手段として、ＩＣ

Ｔを有効に活用するとよい。 

(4) 国際理解教育の特質を踏まえた「言語活動の充実」を図ろう 

国際的視野に立って、異文化をもつ人々と共生できる資質やコミュニケーション能力を高

めることが大切である。また、問題解決に必要な文章や資料等を取り上げ、基礎的・基本的

な知識・技能を活用し、相互に思考を深め、解決していく能力の育成が必要である。さらに、

体験的な学習や問題解決的な学習を一層充実させ、生活の基盤となる知識・技能を習得させ

ることで、必要な情報を収集・整理し、分析したことを自分たちの言葉で伝え合うような、

相互の考えを深める経験を大切にする。 

４ 帰国・外国人児童生徒教育 

(1) 帰国児童生徒の教育を推進しよう 

帰国児童生徒の編入があった場合、個々の能力や実態を把握したきめ細かな配慮が必要

である。 

ア 個に応じた適応指導の推進 

    専任担当者を決め、日本語習得の状況や海外での経験の実態を把握し、取り出し指導

の時間や指導内容を決定する。取り出す時間と教科指導との関わりは、本人や保護者の

希望も尊重する。保護者との連携を密にした協力体制を確立し、全教職員の共通理解の

もとに指導を進めていく。また、他の児童生徒による支援等、受け入れ態勢の整備にも

配慮が必要である。 
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イ 個性の伸長を図るための指導の推進 

    外国で身に付けた外国語能力や経験等、帰国児童生徒自身の個性を発揮して生活でき

るように支援する。具体的には、各教科の学習等で海外生活での経験や滞在していたと

ころの生活の様子を発表させるなど、学校生活の中で帰国児童生徒に合った活躍の場を

工夫する。 

(2) 外国人児童生徒等の教育を推進しよう（下線部リンクあり） 

  来日時期や教育歴、それまでの生活環境等による個人差が大きく、日本の学校への適応

指導や日本語指導においては必要に応じて個別指導を行うこととなる。文部科学省から情

報検索サイト「かすたねっと」で研修用動画、教材、多言語資料や学校関係支援ツールが

公開されているので活用するとよい。また、外国人児童生徒等は、宗教、生活習慣の違い

から違和感や疎外感をもつことが多いので、長所や特性を認め、思いやりの気持ちをもっ

て接することが大切である。学校での外国人児童生徒等との共生は、多文化共生といった

大切な意識を学ぶ機会となることを鑑み、積極的に交流する。 

ア 日本の学校教育への適応指導の推進（下線部リンクあり） 

日本の生活習慣や学校生活について、外国の方にも分かりやすいよう多言語や絵・写真

等で示した案内プリントを用いて丁寧に指導する。在籍学級では、学級の児童生徒との関

わりを通して日本の学校生活に慣れさせることや、教員が「やさしい日本語」やユニバー

サルデザインの視点を取り入れた授業を進めることも有効である。 

また、地区に初期指導教室がある場合は、積極的に参加を促し、学校と初期指導教室が

連携して、児童生徒の情報を共有することが大切である。初期指導教室がない場合は、在

籍学級での学校生活を基盤としながら積極的に日本語の初期指導を行うことが重要である。

初期指導では、愛知県教育委員会作成の「外国にルーツをもつ児童生徒 受入れ・共生の

ためのはじめの一歩」や、「日本語初期指導教室リーフレット No.1・No.2」に示されてい

る日本語初期指導の全体計画を参考にして進め、教科別の取り出し指導へステップアップ

していくとよい。 

イ 教科学習を通した日本語指導の推進 

文字の読み書きや簡単な会話ができるようになったら、積極的に日本語と教科内容を統

合させた学習を進められるよう、具体物の利用や体験活動の導入、ＩＣＴの活用等、指導

方法を工夫する。また、児童生徒の発達段階に応じて、支援や指導に当たっては、翻訳ア

プリも有効に活用したい。 

ウ 外国人児童生徒等のもつ文化や生活習慣を大切にした教育の推進 

外国人児童生徒等が授業の中で母国の文化や自らの体験を紹介するなど、他の児童生徒

の国際理解に生かすことができるような活躍の場を設定する。また、必要に応じて語学相

談員等や保護者と連携し、自分のルーツがある国の言葉や文化を保持しようとする心を育

てる。 

エ キャリア教育の推進（下線部リンクあり） 

言葉や文化が異なる環境であることから、小学校段階から進路相談等を実施して、自分

らしい生き方を実現する力を育むための教育・支援が必要である。その際に、愛知県作成

の「外国につながる子どもたちの進路開拓・進路応援ガイドブック」を参考にするととも

に、ロールモデルになる外国人卒業生や地域で働く外国人を招いた進路相談会等を行うこ

とも有効である。 

 

https://casta-net.mext.go.jp/
https://drive.google.com/file/d/1_beLFeCQ-2M_JT9uD1lMS953r87cj8HB/view?usp=drive_link
https://drive.google.com/file/d/1_beLFeCQ-2M_JT9uD1lMS953r87cj8HB/view?usp=drive_link
https://www.pref.aichi.jp/soshiki/gimukyoiku/shokishidoreef.html
https://www.pref.aichi.jp/soshiki/tabunka/shinro-gidebook2.html
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オ 地域社会や近隣校との連携 

近隣校や市町村の国際交流諸団体で情報を交換したり、協力して指導法や教材の開発を

進めたりして、地域のネットワークを築くよう工夫する。 

  カ 「特別の教育課程」による日本語指導の実施（下線部リンクあり） 

学習指導要領では、児童生徒の日本語能力に応じて、「特別の教育課程」を編成して指

導を行うことが求められている。その際、個に応じたきめ細かな指導を進めるために、児

童生徒が在籍する学級の担任と日本語指導担当教員等が連携を図り、指導の目標及び指導

内容を明確にした「個別の指導計画」を作成する。文化的言語的に多様な背景をもつ外国

人児童生徒等のためのことばの発達と習得のものさし（略称「ことばの力のものさし」）

等を活用し、一人一人の児童生徒を多角的に把握するとともに、それを踏まえた目標を立

て、計画、学習と評価をつなげることで、児童生徒の日本語能力を着実に向上させること

ができる。 

キ 外国人児童生徒等の保護者への周知・理解 

取り出しによる日本語指導を行う場合は、市町村教育委員会と連携し、保護者への周

知・理解を図って実施する。また、学校での様子を伝えるために、「やさしい日本語」や

母語による文書を作成したり、定期的に保護者会を開いたりし、家庭との連携を図る。

さらに、外国人保護者に進学や上級学校についての情報をしっかりと届けるため、早い

段階から日本の教育制度や進学にかかる費用など、具体的に伝えることが大切である。

なお、愛知県教育委員会のＷｅｂサイトには英語・ポルトガル語・スペイン語・フィリ

ピノ語・中国語の公立高校入試制度の案内を掲載しており、保護者に周知するとよい。 

５ 教員の力量を高める研修の充実（下線部リンクあり） 

○ 初めて外国人児童生徒等教育の担当になった場合、文部科学省「外国人児童生徒等教育に

関する研修用動画」を視聴したり、文部科学省作成の「外国人児童生徒受入れの手引」を参

考にしたりして、この分野の教育の全体像を把握するとよい。 

〇  先進校の資料を参考にしながら、国際理解教育に関わる教材の開発や資料の収集に努める。 

○ 教育委員会や学校において研修会を開催する場合、文部科学省「外国人児童生徒等教育を

担う教員の養成・研修モデルプログラム」を参考に研修計画を立てることが望ましい。 

 

 【参考資料】 

「CLARINET」海外子女教育、帰国・外国人児童生徒教育等に関するＷｅｂサイト＜文部科学省＞ 

「かすたねっと」外国につながりのある児童・生徒の学習を支援する情報検索サイト 

＜文部科学省＞ 

「外国にルーツをもつ児童生徒 受入れ・共生のためのはじめの一歩」（事例集） 

「生き生きと学校生活を送るために」（日本語初期指導教室の在り方リーフレット） 

愛知県教育委員会義務教育課Ｗｅｂサイト 外国人児童生徒教育＜愛知県教育委員会＞ 

「在留支援のためのやさしい日本語ガイドライン」＜出入国在留管理庁・文化庁＞ 

「KNiT knot-net」(Kodomo Nihongo Teachers をつなぐネットワーク)＜日本語教育学会＞ 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/003/1345413.htm
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/003/1345413.htm
https://casta-net.mext.go.jp/multilingual-contents/videos-for-training
https://casta-net.mext.go.jp/multilingual-contents/videos-for-training
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/002/1304668.htm
https://mo-mo-pro.com/modelprogram
https://mo-mo-pro.com/modelprogram
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/main7_a2.htm
https://casta-net.mext.go.jp/
https://www.pref.aichi.jp/soshiki/gimukyoiku/
https://www.moj.go.jp/isa/support/portal/plainjapanese_guideline.html
https://mo-mo-pro.com/
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１ 児童生徒の読書活動や読書指導の場である「読書センター」としての機能 

(1)  魅力的な学校図書館づくりを進めよう  

      日々の生活の中で児童生徒が進んで読書を楽しむことができ、創造力を培い、知的な興味・関

心等を呼び起こし、豊かな心を育む「読書センター」としての機能をもつ学校図書館を目指す。 

    ア 学校図書館は、児童生徒が利用しやすい位置に配置するとともに、常時開館して、いつでも

利用できるようにし、「心の居場所」としても機能するように工夫する。 

  イ 児童生徒の読書ニーズを把握し、児童生徒の興味・関心や知的好奇心に応える本を整備する。

その際、愛知県教育委員会作成の図書紹介冊子「みんなにすすめたい一冊の本」の中で、県内

の公共図書館が紹介している本を学校図書館に備えるようにするとよい。 

  ウ 机や書架等の配置を工夫したり、｢新しく入った本｣「教科書に出てくる作家の本」等の特設

コーナーを設けたり、「みんなにすすめたい一冊の本」に掲載されている愛知県ゆかりの著名

人が薦めている本のコーナーを設置したりして、児童生徒の関心を引き付ける展示や掲示を心

がける。 

  エ コンピュータを導入し、蔵書の管理及び貸出し・返却手続の簡略化を図り、蔵書データや貸

出し実績を読書指導に活用する。 

  オ 分館設置や学級文庫の整備等により、いつも身近に読みたい本がある環境づくりに努める。 

    カ 「第四次愛知県子供読書活動推進計画（改定版）～未来へつなぐ、いつも本のある暮らし～」

（令和６年３月改定）を参考にして、児童生徒が興味をもって気軽に本を手に取ることができ

るように、様々な工夫をしていく。 

(2) 全教職員が連携して読書指導を進めよう 

 読書活動は、国語科の授業のみならず、学校の全ての教育活動においてその機会があると捉え、

様々な教員が折に触れて関連図書の紹介をしたり、読書を学習活動に取り入れたりする。 

児童生徒の豊かな心と自ら学ぶ力を育む教育を実現していく上で、学校図書館には、様々な学習活

動を支援する機能が求められている。 

 学校教育法の目標には、「読書に親しませ、生活に必要な国語を正しく理解し、使用する基礎的な

能力を養うこと」が規定されている。また、文部科学省「学校図書館の整備充実について（通知）」

の中で「学校図書館ガイドライン」(平成28年11月)が示され、学校図書館の目的や「読書センター」、

「学習センター」及び「情報センター」としての機能の充実を図ることが掲げられている。さらに、

学習指導要領では、「学校図書館を計画的に利用しその機能の活用を図り、児童生徒の主体的・対話

的で深い学びの実現に向けた授業改善に生かすとともに、児童生徒の自主的、自発的な学習活動や読

書活動を充実すること」とある。 

 このように、「読書センター」、「学習センター」及び「情報センター」としての機能を充実させ、

生涯にわたる自己教育力の基礎を培う役割を担う学校図書館づくりを進めるためにも、これまで以上

に積極的に取り組むことが求められる。 

 

７ 学校図書館教育 
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○ 読み聞かせ  

・ 学級担任による読み聞かせの他に、図書館ボランティアや図書委員会の児童生徒、担任以外の教 

員による実践や読み聞かせ集会等、様々な対象や形態で、機会を捉えて行う。 

○ ブックトーク 

・ 読み聞かせを交えながら、テーマを決めて本の紹介をする。 

○ その他       

・ パネルシアター、読書へのアニマシオン、ストーリーテリング、読書郵便、読書感想文、読書会、

読書討論会、読書感想画、エプロンシアター、ブックウォーク、子ども司書、書評合戦（ビブリオ 

バトル）等を取り入れる。 

様々な連携による取組の例 

 

○ 学級活動での取組 

・ 家読（うちどく）を奨励し、「家読カード」を作成して積極的に本を読む機会を与える。 

・ 朝の読書等の一斉読書を利用し、読書習慣を確立するとともに、読書時間の一層の確保に努める。 

・ 学級文庫を常備し、児童生徒が本を手にしやすい環境をつくる。 

・ 家読や一斉読書等で読んだ本の中から「みんなにすすめたい一冊の本」を選び、他者と交流する。 

〇 図書館での取組 

・ 国語科教材とリンクさせて、教科書に出てくる作家の本を紹介したり、新しく入った本のコー

ナーを設けたりして、家読を支援する。 

第四次愛知県子供読書活動推進計画（改定版）の読書活動

 

○ 主 題  ポップ作りを通して本の魅力を伝えよう（４時間完了） 

○ ねらい    友達に本の魅力を伝えるために、主体的に読書活動に取り組む生徒を育成する。 

時間 学 習 活 動 学級担任の活動 司書教諭の活動 

第
１
時 

１ 司書教諭によるブッ
クトークを聞く。 

 
２ 図書室で本を探し、
読書をする。 

・ 生徒と一緒に聞き、必要に
応じて声かけをするなど本へ
の興味を促す。 

・ 本を選べない生徒への声か
けや支援をする。 

・ 生徒の興味・関心がありそ
うな図書を選書し、ブックト
ークを行う。 

・ 紹介した本以外にも興味を
もちそうな本を配架する。 

第
２
時 

１ 読書を通して、自分 
がポップ作りをしたい
と思う１冊を選ぶ。 

 
２ ポップ作りの構想を
練る。 

・ 司書教諭と協力し、本の紹
介をしながら生徒が選書しや
すくする。 

 
・ ポップが本の中身をうまく
反映させられるように支援す
る。 

・ 個別に本の紹介をしなが
ら生徒の選書を支援する。 

 
 
・ 実際のポップを生徒に見
せ、どのような特徴がある
かを知らせる。 

第
３ 
・
４
時 

１ ポップ作りをする。 
 
 
 
２ 作ったポップを紹介
する。 

・ 文や配置、イラストや色な
どを工夫させ、本の中身が伝
わるポップになるように支援
をする。 

・ 友達のポップのよかったと
ころをワークシートにまとめ
るようにする。 

・ 制作中のポップのよいと
ころを全体で共有し、作品
作りの参考となるよう支援
する。 

・ 図書館の掲示コーナーに 
作られたポップと本を展示 
する。 

 

司書教諭と学級担任とのティーム・ティーチングによる読書指導の事例 （中１ 図書館利用） 
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２ 授業の内容を豊かにしてその理解を深める「学習センター」としての機能 

(1) 教育課程の展開に寄与する学校図書館づくりを進めよう  

児童生徒の自主的・自発的な学習活動を支援したり、授業の内容を豊かにしてその理解を深め

たりする「学習センター」としての機能を備えた学校図書館を目指す。 

ア 児童生徒が必要な情報を活用し、主体的に学習活動を行うことができるよう、学習に必要な

図書の充実や資料の収集・整理に努める。 

イ 児童生徒の学習活動の成果である資料やレポートを蓄積し、閲覧しやすいように整理する。 

ウ 図書資料は利用しやすいように分類や配架を工夫し、調べ学習に必要なスペースを確保する。 

    エ 各学年の学習活動に役立つ図書や資料を並べたブックトラックを廊下や教室に配置し、児童

生徒が必要なときに、いつでもすぐに利用できる環境づくりに努める。 

(2)  教科・領域の学習活動の中に位置付けられた系統的な学校図書館の利用指導を心がけよう 

児童生徒が学校図書館を有効活用し、情報活用能力を身に付けることができるような利用指導

計画を作成する。また、主体的・意欲的に学習や読書に取り組めるよう全校体制で実践する。 

ア 司書教諭と学校司書は、授業に必要な図書を選書して十分な冊数を準備したり、図書・資料

の的確な探し方や使い方を例示したり、読書相談に専門的に応えたりするなど、学級担任（授

業者）と連携して、学校図書館を活用する学習活動が円滑に行われるように支援する。 

  イ 学校司書は、学校図書館の管理運営にも関わるようにする。 

(3) 言語活動の充実を図る学校図書館の役割を確かめよう  

豊かな言語力と感性をもつ児童生徒の育成には読書力の向上が不可欠であるため、読書力を高

める読書指導プランを明確にし、児童生徒が実践できる場が必要となってくる。さらに、授業の

工夫や継続的な読書活動を進めることによって、言語活動の充実を図ることができる。 

ア 各教科の日常的な指導において、図書館資料を使った授業を展開する。 

イ 主体的で対話的な学習活動（「授業で学んだことを確かめ、広げ、深める」「資料を集めて、

読み取り、自分の考えをまとめて発表する」等）を支援する。 

ウ 各教科の学習に関連した読書活動を充実させ、それを反映した読書指導計画の作成をする。 

エ 司書教諭と学校司書等の役割を明確にし、各教科担当教員と連携するなどして、学校図書館

の機能の充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          

○ 司書教諭と学校司書が連携した全校児童生徒の読書意欲を高めるための工夫 

活動例 

・ 司書教諭と学校司書が国語科の読書単元の授業を共に行い、授業の中でもそのつながりを

生かして支援する。   

・ 司書教諭と学校司書が連携して、読書へのアニマシオンやブックトークを行う。  

・ 司書教諭と学校司書が連携して、児童生徒の読書意欲を高める方策について相談しながら

読書月間（週間）の充実を図る。 

（例）図書館のキャラクター募集、しおりやカード等のプレゼント、読書ラリー、掲示

物の作成、挿絵のピースを集めたイラストパズル、選書アンケート、図書館便りの発

行 等  

司書教諭と学校司書との連携を進めよう 
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３ 情報の収集・選択・活用能力を育成する「情報センター」としての機能 

・ 児童生徒や教職員のニーズを把握し、情報活用がしやすい整理された学校図書館づくりを進め 

よう 

ア 情報教材、デジタルコンテンツ、ソフトウェア等、多種多様な情報媒体をそろえるとともに、

それらを活用するために必要なコンピュータ、１人１台端末、電子黒板、実物投影機、スク 

リーン、大型提示装置等のＩＣＴを整備する。 

イ 蔵書や資料をデータベース化し、コンピュータによる効率的な検索ができるようにする。 

【指導の内容例】 

 課題の設定 メディアの利用 情報の活用 まとめと情報発信 

小 

 

 

学 

 

 

校 

低

学

年 

・ 教材学習の題材や日常 

 生活の気付きから考える。 

・ 見学や体験での気付き  

から考える。 

・ 目次や索引 

・ 図鑑等の図書資料 

・ １人１台端末、コン 

ピュータ 

・ カードやワークシートに

書き抜く。 

・ １人１台端末で写真を撮

る。 

・ 口頭、絵、文章によ

るまとめ 

・ 紙芝居、絵本、劇に

よる発表 

中

学

年 

・ 課題について話し合う。 

・ フラワーカード等を利用

する。 

・ 分類の仕組みと配架 

・ 公共図書館の利用 

・ 百科事典、国語辞典、

地図等の図書資料 

・ 記録カードに記録する。

（抜き書き、要約） 

・ 利用上の留意点を知る。 

（著作権、個人情報）  

・ 文章、新聞、ポスタ

ーによるまとめ 

・ 発表会、展示による発表 

高

学

年 

・ ウェビング等の発想法を

利用する。 

・ 大テーマから中テーマや

小テーマを設定する。 

・ 目録の利用 

・ 事典、年鑑等参考図書 

・ 新聞、雑誌、視聴覚メ

ディア、電子メディア 

・ ファイル資料を作る。 

・ 複数の情報を比較する。 

・ 利用上の留意点を知る。 

（情報モラル） 

・ 写真や映像、音声を

取り入れたまとめ 

・ レポート、発表会、

実演による発表 

中 

学 

校 

・ 課題設定の理由を文章で

書く。 

・ 目的に合った発想ツール

を使う。 

・ 分類、配架の仕組み 

・ コンピュータ目録 

・ 図書資料、参考図書、

地図、年表、フィールド

ワーク、人的情報源  

・ 情報機器で記録する。 

・ 情報の取扱い方を知る。 

（著作権、情報モラル、個

人情報） 

・ 事実と自分の意見を

区別したまとめ 

・ 資料リストの作成 

・ １人１台端末やコン

ピュータを使った発

表 

 

４ 学校と家庭、地域社会と連携した生涯学習に貢献する読書活動の推進 

(1) 家庭や地域に開かれた学校図書館づくりを進めよう 

   ア 読み聞かせやブックトーク、学校図書館に関する広報活動、図書のデータベース作成、環境

整備等において、保護者をはじめ、地域の人材を「図書館ボランティア」として活用する。 

  イ 家庭向けに図書館便り等を発行し、学校における児童生徒の読書活動の様子を知らせたり、

「親子読書のすすめ」のような家庭読書を啓発する取組を行ったりする。 

ウ 地域ボランティア等の協力を得ながら、各学校や地域の実情に応じて、地域の人々への学校

図書館の開放を進め、地域の読書活動等の活性化に貢献し、生涯学習の一助になるよう努める。 

(2) 学校図書館ネットワークを構築しよう 

    他校の図書館との連携、公民館、公共図書館、博物館等の社会的教育施設等との連携を図り、

人ともの（図書館資料）のネットワークを整備し、充実させる。 

  ア ＩＣＴを活用し、円滑な連携を進める。 

イ 公共図書館の団体貸出し等のシステムを活用し、児童生徒の人数や興味・関心に見合った十

分な図書を準備したり、他校の図書館や公共図書館、博物館等との相互貸出しの仕組みをつく

り、蔵書や各種資料を共同利用できるようにしたりする。 
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１ 学校保健の充実  

  (1) 保健教育の充実を図り、心身の健康の保持増進に必要な能力を育てよう 

   近年、社会環境や生活様式の変化により、薬物乱用や性に関わるモラルの低下、生活習慣病の 

低年齢化等の問題が生じている。また、自殺予防教育やがん教育の充実も求められている。 

保健教育を充実させることにより、健康の価値を認識し、自ら課題を見付け、健康に関する情 

報や知識を活用し、主体的に健康課題解決のために行動できる児童生徒を育てていく。 

指導に当たっては、児童生徒の発育・発達の段階を考慮して、教育活動全体を通じて適正に行 

われること、外部講師及びＩＣＴの活用等を推進すること、家庭・地域と連携し理解を得ること、 

集団指導と個別指導の関連を密にして効果的に行うこと等の配慮が必要である。 

 
 

  
 
 
 
 
 

 

児童生徒の健康課題が深刻化、多様化している中、心身共に健康で活力ある児童生徒を育成す

ることが一層重要となっている。学校における健康教育では、自分の健康状態に関心をもち、健

康上の課題を自分で考え、解決・改善できるような資質・能力を育成すること、すなわち健康を

保持増進するための実践力を、発達段階や実態に応じて身に付けられるようにすることが望まれ

ている。そのために各学校においては、全ての教職員が学校安全計画・学校保健計画・食に関す

る指導の全体計画等の共通理解を図り、全校体制で取り組まなければならない。 

（知識及び技能） 

様々な健康課題、自然災害や事件・事故等の危険性、健康・安全で安心な社会づくりの意義を

理解し、健康で安全な生活や健全な食生活を実現するために必要な知識や技能を身に付ける。 

（思考力、判断力、表現力等） 

自らの健康や食、安全の状況を適切に評価するとともに、必要な情報を収集し、健康で安全な

生活や健全な食生活を実現するために何が必要かを考え、適切に意思決定し、行動するために必

要な力を身に付ける。 

（学びに向かう力、人間性等） 

健康や食、安全に関する様々な課題に関心をもち、主体的に、自他の健康で安全な生活や健

全な食生活を実現しようとしたり、健康・安全で安心な社会づくりに貢献しようとしたりする

態度を身に付ける。 

８ 健 康 教 育 

ア 喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育 … 児童生徒の発達段階に応じた指導により、正しい知識を身

に付けさせ、児童生徒の行動変容へのアプローチをする。 

イ 性に関する指導 … 科学的な知識を身に付けさせ、生命を大切にする考えや一人一人を尊重

する態度を養い、望ましい行動がとれるようにする。 

ウ 自殺予防教育 … 心の危機のサインや心の危機に陥った友人への関わり方、地域の援助機関

等の学びを通じて、早期の問題認識と援助希求的態度を育成する。 

エ がん教育 … 小学校ではがんを通じて健康と命の大切さを育むことを、中学校では科学的根

拠に基づいた理解をすることを主なねらいとし、保健体育科等を中心に実施する。 

オ 感染症に関する教育 … 感染症の予防に対する正しい知識と態度を養い、適正な生活習慣を

形成できるようにする。 

【健康・安全・食に関わる資質・能力】 

【保健教育の重点事項】 
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 (2) 健康観察を充実させ、心身の問題の早期発見・早期対応に努めよう 

     学級担任や養護教諭による健康観察をはじめ、あらゆる機会を通して児童生徒の心身の状況を

的確に把握するように努め、体調のみならず心理的ストレスや悩み、いじめ・不登校傾向、虐待

や精神疾患等、心の健康問題や起立性調節障害等の疾病の可能性を早期に発見して適切に対処す

ることが大切である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3) 健康診断の結果を生かそう 

   健康診断は、医学的に児童生徒の健康状態を把握し、発育や疾病異常に関して健康づくりの問

題点や課題を明確にし、健康の保持増進に役立てることを目的としている。 

 
 
 
 
 
 
 
 (4) 家庭や地域と連携して、健康な生活づくりをしよう 

   心身共に健康な児童生徒を育成するためには、専門家のアドバイスを受け、家庭や地域と協力 

して基本的生活習慣の育成や望ましい環境づくりをしていくことが大切である。 

 
 
 
 
 

２ 学校安全の推進 

 (1) 安全を意識して、行動できる児童生徒を育てよう  

児童生徒は、周りの状況を十分に把握しないで行動するなど、衝動的な行動で危険な場面に出

会うことがある。また、児童生徒の安全を脅かす事件・事故、災害も発生している。近年では、ス

マートフォンの普及に伴うＳＮＳによる犯罪被害の防止や、死に至る危険性がある熱中症に対す

る事故防止、ミサイル・テロ等の新たな危機事象への対応等も求められている。 

児童生徒には、登下校を含めた学校生活、日常生活に潜む様々な危険を予測させ、「自分の命 

は自分で守る」という安全への意識を高め、実際に行動できる態度や能力を身に付けさせる。   

【家庭・地域との連携を深める観点】 

ア 治療や処置を必要とする児童生徒に対しては、家庭と連携して継続的に指導するとともに健康

観察や健康相談を実施し、一人一人の実態に即した健康管理や健康づくりを行う。 

イ 生活習慣と関係の深い肥満やう歯・歯周疾患、各種アレルギー症状の兆候が見られる場合は、

学校医や主治医の指導を受けながら、日常生活においてきめ細かく指導する。 

ウ 校務支援システム等の活用により、診断結果等から学校や児童生徒の健康課題の把握と早期

対応に努めるとともに、予防的措置の観点から実態に即した保健教育を行う。 

ア 「早寝・早起き・朝ごはん」を意識させ、家庭と連携して基本的生活習慣を確立する。 

イ 運動や体を動かす活動を積極的に行い、体力向上、肥満防止に努める。 

ウ 学校保健委員会を年に３回以上開催し、地域ぐるみで意見や情報の交換を行う。 

ア 健康観察を継続的に実施することによって、自他の健康に対する興味・関心を高め、自己管理

能力の育成を図る。 

イ 感染症や食中毒等の集団発生状況を把握し、感染の拡大防止や予防を図る。 

ウ 児童生徒との日常的な関わり合いを大切にし、心身の健康状態の変化や悩みを感じたら、教員

に気軽に相談できるといった人間関係をつくることで、全校体制で一人一人の居場所づくりを進

める。 

エ 心の問題の解決に当たっては、教育相談や「心のアンケート」を活用するとともに、学級担任

だけでなく、養護教諭やスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等を加えた教職員、

各種相談機関等の専門機関、そして保護者と連携を図りながら支援を進める。また、校内のいじ

め・不登校対策委員会等の組織的な協力体制を機能させる。 

 

【早期発見・早期対応の留意点】 

【診断結果を生かすための留意点】 
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【学校安全のねらい】 

 (2) 危機に対する認識を深め、家庭や地域と連携して児童生徒の安全を確保しよう 

過去の事件・事故、災害等を参考にし、児童生徒が緊急時に適切に対処し危険を回避できるように 

指導する。登下校時の安全確保や災害発生時の対応については、家庭や地域、警察等の関係機関と

の連携が不可欠である。同時にスクールガード等地域の方々への感謝の気持ちも育てていく。  

 (3) 学校安全の推進について全教職員で共通理解を図り、安全教育・管理を計画的に進めよう 

    学校行事を含め学校生活全般を通して、安全に行動できる能力・態度・習慣を育成する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

３ 食に関する指導の充実 

 (1) 食に関する指導の目標 

     学校教育活動全体を通して、学校における食育の推進を図り、食に関わる資質・能力を育成する。 

児童生徒が自ら安全に行動し、他の人や社会の安全に貢献できる資質・能力を育成するととも

に、児童生徒の安全を確保するための環境を整えること。 

ア 生活安全 

   日常生活で起こる事件・事故の内容や発生原因、結果と安全確保の方法について理解し、安

全に行動ができる。特に、熱中症防止については、登下校時を含め児童生徒自ら体調管理等を

行うことができる。 

イ 交通安全 

様々な交通場面における危険について理解し、安全な歩行、自転車等の利用ができる。家庭

や地域等との連携を図りながら交通安全に努めることができる。 

ウ 災害安全 

  様々な災害発生時における危険について理解し、正しい備えと適切な判断ができ、行動がと 

れる。 

ア 対人管理 

  児童生徒の心身の状態の把握や行動観察、環境条件の把握、緊急時における学校全体の救急

体制の確立と共に校内研修の充実を図り、学校生活や校外生活における安全行動の指導に努め

る。 

イ 対物管理 

   学校の施設・設備の安全点検の定期的な実施及び事後処置や学校環境整備に努める。  

(知識及び技能） 

 食事の重要性や栄養バランス、食文化等についての理解を図り、健康で健全な食生活に関する

知識や技能を身に付けるようにする。 

(思考力、判断力、表現力等） 

食生活や食の選択について、正しい知識・情報に基づき、自ら管理したり判断したりできる能力

を養う。 

(学びに向かう力、人間性等） 

主体的に、自他の健康な食生活を実現しようとし、食や食文化、食料の生産等に関わる人々に対

して感謝する心を育み、食事のマナーや食事を通じた人間関係形成能力を養う。 

【安全教育の内容】 

【安全管理の内容】 

【食に関わる資質・能力】 
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 (2) 学校給食を生きた教材として活用し、給食の時間の食に関する指導の充実を図ろう 

給食の時間は、児童生徒が食に関して総合的に学習する場である。栄養教諭・学校栄養職員と 

連携し、準備・会食・片付け等一連の活動を通して社会性を養うとともに、健康で充実した生活

を送ることができるように、食品の産地や栄養の特徴、バランスのよい食事のとり方、衛生に関

する事柄等について、体験的に学習を深められるようにする。 

 
 
 

 (3) 学校全体で食育を推進し、家庭や地域と連携しながら、健全な心身の成長を支えよう 

 社会の変化を背景に、児童生徒の食生活の在り方が大きく変化してきている。健康教育の一環 

として、食に関する指導の全体計画①②を活用し、家庭や地域と連携しながら、学校全体で組織 

的に食育を推進していく必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

ア 健康によい食事のとり方を考えさせる。    イ 食事マナーを身に付けさせる。 

ウ 心和む給食時間にする。           エ 個に応じた指導をする。 

ア 各教科、特別活動、道徳科、外国語活動、総合的な学習の時間等において、ＩＣＴを効果的に

活用しながら、それぞれの教科等の特質に応じて、食に関する実践的な指導を適切に進める。 

イ 学級担任（教科担任）が、栄養教諭の専門的な知識を生かし、ティーム・ティーチング等によ

り、連携して指導を進める。 

ア 食育だより等で食に関する情報や学校の取組を発信し、保護者の意識を高める。また、児童生

徒が、食について家庭で調べたり、振り返ったり、実践したりできるような手だてを工夫する。 

イ 招待給食や生産活動等で地域の方を学校に招いたり、児童が関係機関主催のイベントに参加し

たりして交流を深め、児童生徒の食や地域への理解を深められるようにする。 

【参考資料】 

「自殺予防啓発リーフレット」               （令和５年７月愛知県教育委員会）

「教職員のための子どもの健康相談及び保健指導の手引（令和３年度改訂）」 

（令和４年３月日本学校保健会） 

「学校保健の管理と指導（改訂版2021）」          （令和３年３月愛知県教育委員会） 

「改訂『生きる力』を育む中学校保健教育の手引」         （令和２年３月文部科学省） 

「改訂『生きる力』を育む小学校保健教育の手引」        （平成31年３月文部科学省） 

「現代的健康課題を抱える子供たちへの支援」          （平成29年３月文部科学省） 

｢子供に伝えたい自殺予防 学校における自殺予防教育導入の手引｣  （平成26年７月文部科学省） 

「あいちの学校安全マニュアル －子どもの安全と安心のために－」（令和３年３月愛知県教育委員会）

「『生きる力』をはぐくむ学校での安全教育」          （平成31年３月文部科学省） 

「学校の危機管理マニュアル作成の手引」            （平成 30年２月文部科学省）

「あいちの防災教育マニュアル」              （平成 29年 11月愛知県教育委員会） 

「愛知県学校食育推進の手引－第一次改訂版－」       （令和４年３月愛知県教育委員会） 

「学校のアレルギー疾患に対する取り組みガイドライン（令和元年度改訂）」 （令和２年３月日本学校保健会） 

「食に関する指導の手引（第二次改訂版）」            （平成31年３月文部科学省） 

「学校における食物アレルギー対応の手引<特別支援学校版>」   （平成 31年１月愛知県教育委員会） 

「栄養教諭を中核としたこれからの学校の食育」          （平成29年３月文部科学省） 

「学校における食物アレルギー対応の手引」          （平成 28年２月愛知県教育委員会） 

「学校給食の管理と指導（七訂版）」             （平成 27年３月愛知県教育委員会） 

「愛知県学校食育推進の手引<実践編>」           （平成 25年２月愛知県教育委員会） 

【給食の時間の食に関する指導の充実】 

【食に関する指導の充実】 

【家庭・地域との連携】 
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人権に関する問題は、部落差別をはじめとして、女性、子ども※、高齢者、障害者、外国人、

ホームレス、性的少数者等、その背景や経緯は多様である。このような多様な人権問題を解決、

解消していくためには、人権尊重の精神を培い、差別や偏見のない地域社会づくりを進めていく

ことが必要であり、その基礎を築くために学校教育が果たす役割は重要である。 

学校においては、児童生徒一人一人が互いに違いを認め、尊重し合い、それぞれのよさや可能

性を発揮して自己実現を図りながら、教員と共に信頼し合い、共感し合って温かい人間関係をつ

くる教育活動を展開することが望まれている。人権問題を直感的に捉える感性及び人権への配慮

が態度や行動に現れるような人権感覚の育成を目指して、また、持続可能な社会の構築に向け

て、他者との関係性、社会との関係性を認識できるようにするため、全ての学校で人権教育の取

組を充実させることが必要である。   

※「子ども」－「あいち人権推進プラン」に準じて表記。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 学校における人権教育の目標 

  学校における人権教育の目標は、社会の中のあらゆる差別や偏見をなくすため、人権尊重の精神

を培い、実践的態度を育成することである。そのためには、児童生徒の発達段階に応じ、差別の問

題に関して知的理解を深め、人権感覚を身に付けた態度や行動がとれるようにしなくてはならない。 

 

 

 

 

  

 

 

 

２ 人権に関する重要課題への学校での対応 

○ 部落差別 

   部落差別に関する人権教育を推進するためには、何よりも指導する教職員が資質の向上に努め、

感性を磨き、豊かな人権感覚を身に付けることが大切である。そのためには、計画的・体系的な

教職員研修を実施し、意識の高揚と資質の向上を図る必要がある。また、学校はこれまでの同和

教育の成果と、平成28年に公布された「部落差別の解消の推進に関する法律」、令和２年12月に

一部改正された「部落差別を解消するための教育基本方針」（愛知県教育委員会）の趣旨を踏まえ、

児童生徒の発達段階や地域の実態に即して、「部落差別の正しい理解のために」（愛知県教育委員

会）等を活用しながら、基本的人権の尊重を基盤とした実践的態度の育成を図り、差別や偏見を

なくし、明るい社会を実現していく意欲と実践力を身に付けた児童生徒の育成に一層努める必要

がある。 

○ 人権感覚を身に付ける 

・ 基本的人権の尊重が、社会生活の基本であることを自覚し、望ましい人間関係を築く。 

・ 科学的・合理的な見方や考え方を育て、差別を見抜く力を養い、社会的な判断力を身に付ける。 

・ 利己的・排他的な考えによる狭い仲間意識を越えた強い正義感を身に付ける。 

○ 態度や行動に現すことができる 

・ 強い意思と自主自立の精神を養い、よりよく生きようとする主体的な態度を身に付ける。 

・ 職業に対する偏見をなくし、差別のない確かな勤労観・職業観を身に付ける。 

・ 確かな学力を培い、主体的に学ぶことのできる意欲や態度を身に付ける。  

【人権教育を推進するための観点】 

９ 人 権 教 育 



 - 122 -

○ 女性 

   男女平等と人権の尊重についての認識や価値観は、幼児期からの成長過程で形成される。この

ことを踏まえ、発達段階に応じて男女共同参画社会の大切さを理解させ、男女が互いの個性や能

力を尊重し合い、相互の深い理解と信頼のもとに協力して行動する心や態度の育成を図る。 

   また、ドメスティック・バイオレンスについては、子供の前での暴力が子供の心に傷を与える

虐待であることを踏まえるとともに、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」

により、配偶者に対して被害者の子への接近禁止命令を発することができることにも留意して、

適切に対応したい。 

○ 子供 

「児童の権利に関する条約」の趣旨を踏まえ、児童生徒の人権に配慮し、一人一人を大切にした

教育活動に努めるとともに、発達段階に応じた指導を通して、基本的人権の精神の涵養
かんよう

を図る。 

   いじめは、児童生徒の人権に関わる重大な問題である。この問題の解決には、児童生徒の個性

を生かす教育を行うとともに、体験的活動や集団活動等を通じた実践的な教育を行い、児童生徒

一人一人が自分の人権とともに、相手の人権も尊重する態度を身に付けるなど、社会性の育成に

努めることが大切である。不登校、社会生活への不適応等の課題に対しては、スクールカウンセ

ラーやスクールソーシャルワーカーを活用するなど、児童生徒や保護者のための相談活動を充実

させる必要がある。児童虐待については、早期発見と早期対応に努め、児童相談所をはじめとす

る関係諸機関等と連携して、より一層適切に対応したい。 

   また、性犯罪・性暴力は、心身に深刻な影響を与え、その後の生活にも甚大な影響を与えるも

のであるので、決して児童生徒を加害者・被害者にしてはならない。そのために、文部科学省が

内閣府と共同で作成した教材や指導の手引等を活用し、「生命
い の ち

の安全教育」を推進することが大切

である。性被害に遭った児童生徒には、児童相談所、警察等の関係機関の協力を得て対応するこ

とが有効である。 

○ 高齢者 

   社会の高齢化が進む中で、高齢者の「自立」「参加」「ケア」「自己実現」「尊厳」の国連５原則

を理解することが大切である。さらに、学校においては、主に社会科や道徳科、特別活動、総合

的な学習の時間等において高齢者に対する尊厳や感謝の心を育てるとともに、高齢社会に対する

基礎的理解や介護・福祉等の課題に関する理解を深める教育を推進する必要がある。 

また、伝統と文化を尊重する教育を推進するために高齢者から教わる活動やボランティア活動

等を通して、相互に理解を深め尊重し合う取組を促進することも大切である。 

○ 障害者 

   ノーマライゼーションの理念のもと、障害のある子供の障害の状態や教育的ニーズに応じた教

育内容・方法の改善、充実を図ることが必要である。そして、将来の自立と社会参加に向けた基

礎的・基本的な知識、技能を習得できるように、障害に応じたきめ細かな支援をすることが重要

である。また、障害のある人に対する理解と認識を深めるため、学校間や地域における交流及び

共同学習やボランティア活動をはじめとする体験活動を促進したい。 
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○ 外国人 

   近隣に住む外国人の増加に伴い、言語・価値観等の違いによる誤解や相互理解の不足による外

国人に対する人権問題が生じている。また、戦前からの歴史的経緯を背景にもつ在日韓国・朝鮮

国籍の人々への差別や偏見も存在している。学校では、諸外国・地域の人々の生活や文化を理解

し尊重するとともに、我が国の文化と伝統を大切にする態度の育成を重視していく必要がある。 

   外国人児童生徒や帰国児童生徒とその他の児童生徒を一体的に捉え、相互啓発を促すことにより、

多文化共生意識を醸成し、異文化理解の深化が図られるような国際理解教育を推進していきたい。 

〇 性的少数者 

   性的少数者の児童生徒は、自らの性自認や性的指向に対する無理解や差別による悩みを抱えて

いる。性的少数者への教職員及び児童生徒の理解を促進するために、「性同一性障害や性的指向・

性自認に係る、児童生徒に対するきめ細かな対応の実施について（教職員向け）」等を参考に、当

該児童生徒への十分な配慮と、きめ細かな支援の充実を図っていくことが必要である。 

○ 感染症患者等 

  新型コロナウイルス感染症の世界的なまん延の中で、感染者、濃厚接触者、医療従事者、その

他社会機能の維持に当たる方やその家族等に対する差別や偏見につながるような行為が社会的な

問題となったが、不適切であり、断じて許されないものである。そこで、全ての教職員は、公的

機関が提供する正しい情報に基づく適切な行動を心がけるとともに、児童生徒等に対して、誰で

も感染者になる可能性があることをホームルームや集会等の機会に繰り返し指導することが重要

である。 

○ 様々な人権をめぐる問題 

  人権に関する問題は多岐にわたり、犯罪被害者等、ホームレス、アイヌの人々、刑を終えて出

所した人、婚外子に対する差別や偏見、北朝鮮当局による拉致問題、人身取引、ハラスメント、

災害に伴う人権問題等がある。また、新たな問題であるインターネットによる電子メールやＷｅ

ｂサイト、電子掲示板やＳＮＳ等を利用した差別的情報掲示、個人情報の流出、プライバシーの

侵害等の問題については、情報の収集・発信における個人の責任を理解させた上で、人権に配慮

した情報モラル教育の充実を図ることが必要である。 

 

３ 学校における人権教育の推進 

(1) 教育活動全体を通して計画的に進めよう 

   人権教育を具体化するためには、まず、児童生徒の実態や地域の実情、それぞれの学校の教育

的課題に応じた人権教育の基本方針を立てる必要がある。そして、この基本方針の実現を目指す

ために、それぞれの教科等がどのような役割を分担すべきかを明らかにした人権教育の全体計画

を作成する。その上で、児童生徒の発達段階を踏まえ、系統的かつ発展的な指導をしていくため

の具体的な指導計画を作成していく必要がある。 

(2) 人権教育の推進体制を確立し、研修の充実を図ろう 

   人権教育を推進していく基礎は、全教職員が豊かな人権感覚を身に付けていくことである。そ

のためには、研修に関する企画立案、年間指導計画の策定や実践の点検・評価の取りまとめ等を

担う推進体制を確立していく必要がある。そして、日常の教育活動の様々な機会や場面で、人権

教育を実践できる資質と能力を身に付けるための研修を充実していくことが大切である。 
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 (3) 人権問題を自らの教育課題とし、日常の指導の充実を図ろう 

   人権教育を推進するに当たっては、教職員一人一人が、様々な差別や偏見に関わる事象を通し

て、人権問題を自分の課題として敏感に捉え、人権を尊重した言動を率先して行うとともに、児

童生徒が互いの人格を認め合えるような教育活動を日常的に展開する必要がある。 

      また、人権に関する先進的な取組をしている学校や研究指定校等の実践的な取組や研究の成果

を参考にして、指導方法・内容の改善や充実に努めることも大切である。 

(4) 家庭や地域社会との連携を図ろう 

   人権教育を一層充実するために、家庭や地域社会との連携・協力を図り、それぞれの教育機能

を十分に生かすとともに、人権教育の正しい認識と理解が一層深まるよう、授業公開を実施した

り、人権教育の取組を紹介したりするなど、教育・啓発活動に努めることが大切である。 

(5) 持続可能な社会の構築に積極的に取り組もう（ＥＳＤを通じたＳＤＧｓの達成） 

   持続可能な社会の構築に向けて、学校での人権教育においても、単に知的理解にとどまること

なく、体験的な活動も取り入れながら人権感覚を高めるとともに、他者との関係性、社会との関

係性を認識できるようにすることが大切である。 

(6) キャリア教育の充実を図ろう 

   人権教育においては、確かな勤労観・職業観を育てるとともに、児童生徒が将来の見通しをも

って「生き方」を学ぶことが大切である。そのために、自己理解を深め、他者の多様な個性を理

解し、互いに認め合う態度を身に付けさせたい。 

 

４ 人権教育の指導の充実 

 (1) 学校教育において指導の充実が求められる人権尊重の理念をもとう 

 

 

 

 (2) 実践力を育成しよう 

   教員が一方的に指導するのではなく、児童生徒一人一人が人権問題について自ら考え、互いに

関わり合いながら、それぞれが異なる意見をもっていることに気付くようにしたい。その上で、

授業で身に付けた価値を知識で終わらせず、行動に移していく態度や技能を育成することが大切

である。また、そのための場の設定をするなどの手だてを講じることも効果的である。 

 (3) 参加体験型学習を取り入れよう 

   参加体験型学習とは、以前より人権教育において広く行われてきた学習形態である。児童生徒

が主体的に学習に参加し、他者の意見を傾聴し、他者の思いに共感することで、他者を尊重し、

自分自身の行為に対して責任を負おうとする人権感覚を伴った実践的態度を培うことを目的とし

ている。ロールプレイング、シミュレーション、ドラマ等、多種多様な手法がある。 

 

５ 人権教育の指導の実際 

(1) 人権教育の基礎的な指導を充実しよう 

  ア 確かな学力を育てよう 

    人権教育の基本は、各教科の目標や特質を

踏まえて、人権尊重の精神に立脚し、社会に

対する正しい見方や考え方を育て、豊かな人

間性を養うことである。それには、全ての教

科等で児童生徒の確かな学力を養うことが

大切である。こうした学力が土台になって、

人権に対する認識を深め、差別や偏見を許さ

ない態度を養い、正しく判断し行動する力を

育てることになる。 

 自分の大切さとともに他の人の大切さを認めること 

 （「人権教育の指導方法等の在り方について［第三次とりまとめ］」平成20年３月 文部科学省） 

（「人権教育の指導方法等の在り方について 

［第三次とりまとめ］」 平成20年 3月 文部科学省） 
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イ よりよい学級づくりに努めよう 

    互いを一人の人間として尊重し合い、相手の立場に立った言動がとれる温かい人間関係をつ

くり上げていくことが重要である。そのために、一人一人の願いや考えを大切にし、他者の悩

みや問題を全員の問題として捉え、共に解決していこうとする公平・公正な態度や強い正義感

を育て、心を開いて話し合うことのできる学級集団づくりに努めていくことが必要である。 

  ウ 人権尊重の精神に基づいた生徒指導に心がけよう 

    生徒指導においては、児童生徒の出生地や国籍、身体状況、性別、保護者の職業等によって

差別しない人権尊重の精神を指導上の基盤としなければならない。そして、不合理な差別意識

を与えないような配慮のもとで、存在感や充実感を味わうことのできる取組が必要である。各

学校において実施すべき取組の一例として「性別を問わない名簿」（男女混合名簿）や「性別を

問わない制服」の導入がある。社会的に男女共同参画が進んでいる中、学校においてもジェン

ダー（社会的性別）の視点に立って意識改革、慣行の見直しを進めていかなければならない。

さらに、性的少数者の児童生徒に対しては十分な配慮をし、適切な対応をする必要がある。 

    また、児童生徒への指導において、児童生徒の意に反した性的・差別的な言動を行い、セク 

シュアル・ハラスメントやパワー・ハラスメントに該当することのないよう、児童生徒の人権

を尊重し、心身の発達段階等に十分配慮することも大切である。 

(2) 人権尊重の精神を培う学習を進めよう 

   人権教育の効果をあげるためには、全体計画・年間指導計画に基づいて、各教科等と関連付け

ながら児童生徒の発達段階に応じた系統的な学習を進めることが大切である。指導に当たっては、

単なる知的理解にとどまることなく、体験的な活動を取り入れたり、効果的な教材の選定・開発

に努めたりするなどして、児童生徒の五感に訴え、心を揺さぶり、より確かな人権尊重の精神の

定着を図る必要がある。 

ア 人権意識を形成する土台を国語科の文学教材を通して、育てよう 

    生命の尊さ、心の優しさ、愛の美しさ、人間の友愛や連帯を描いた作品等を読み味わうこと

によって、人間の尊厳や自己の生き方について考えたり、見つめたりすることができ、人権意

識を形成する土台を育てることになる。 

イ 人権についての正しい認識を培う社会科の授業を充実させよう 

    部落差別をはじめとする人権問題についての正しい認識を系統的に学習する場として、社会

科が果たす役割は大きい。指導に当たっては、事実や事象についての単なる知的理解だけでな

く、厳しい差別の中でも人間らしい生活を求め前向きに生きてきた姿を共感的に捉えさせ、社

会における差別や偏見の不当性・不合理に気付くよう支援することが大切である。 

 

 

 

 

 

 

【社会科における人権教育の目標】 

○ 基本的人権の尊重が民主的な社会生活の基本であることを理解する。 

○ 人権問題の課題の一つである部落差別については、歴史的・社会的な背景を科学的に認識し、

現代における重要な課題として、その解決に意欲的に取り組む実践的態度と能力を身に付ける。 
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ウ 人権教育の尊重を培う道徳教育及び特別活動の指導を充実させよう 

道徳教育の目標には、「自己の生き方を考え、主体的な判断の下に行動し、自立した人間とし

て他者と共によりよく生きるための基盤となる道徳性を養うこと」とある。この目標を達成す

ることは、児童生徒の心の中に確かな人権意識を育んでいくことに他ならない。 

 

 

 

特別活動では、学級や学校生活における集団活動や体験的な活動を通して、一人一人のよさ

を互いに認め合うことができる態度を培うことが大切である。 

 

 

 

 

 

 

 

エ 総合的な学習の時間を通して、人権意識をより確かなものにしていこう 

各教科等での人権尊重の精神を培う学習を関連付け、横断的・総合的に扱っていくことは効

果的である。特に、ボランティア活動や高齢者・障害のある人々との交流等、体験活動の充実

を図ることによって、より豊かな人間性を育成することは大切である。 

 

 

 

 

 

【総合的な学習の時間での指導事例】 

【道徳教育の指導事例】 

【特別活動の指導事例】 

【人権に関する国及び県の法律・計画等】 

・ 障害者、高齢者、幼児等、様々な人々と触れ合う体験活動を通して、その存在のすばらしさに 

気付き、共に生きる姿勢を確かなものにする。〔人権・福祉〕 

・ 外国の人たちとの交流等の体験活動や調査活動を通して、人種や国境を越えた人間尊重の精 

神を育む。〔人権・国際理解〕 

人権に関する意見発表や福祉体験等の発表、講演会、人権劇や映画・ビデオ視聴、異年齢交流 

等を通して、人権意識を育成する。 

〔福祉体験活動〕 

文化祭等の学校行事の際に車椅子、手話、点字、高齢者疑似体験等の活動を行い、介助する側、

される側の両方の立場に立ち、互いの思いを共感的に捉える。 

〔異学年交流活動〕 

児童会・生徒会活動等において、異学年が交流する活動を計画し、主体的に活動する力や互い

を思いやり、行動する力を高める。 

・ 障害者に対する差別や男女差別等の人権に関する重要課題、個性や多様性の尊重等の題材につ

いて話し合うことにより、人権についての知識や実践的態度を培う。 

国 「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」              （平成12年 12月） 
「人権教育・啓発に関する基本計画」                 （平成 14年 ３月） 
「人権教育の指導方法等の在り方について［第一次とりまとめ］」    （平成 16年 ６月） 
「人権教育の指導方法等の在り方について［第二次とりまとめ］」    （平成 18年 １月） 

 「人権教育の指導方法等の在り方について［第三次とりまとめ］」    （平成 20年 ３月） 
「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」         （平成 28年 ４月） 

 「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律」  
（平成 28年 ６月） 

「部落差別の解消の推進に関する法律」               （平成 28年 12月） 
「人権教育の指導方法等の在り方について［第三次とりまとめ］策定以降の補足資料」 

（令和３年  ３月） 
  「こども基本法」                           （令和５年  ４月） 
  「性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する法律」 

（令和５年 ６月） 
「人権教育・啓発に関する基本計画（第二次）」          （令和７年 ６月） 

県 「部落差別を解消するための教育基本方針」         （令和２年 12 月一部改正） 
「愛知県人権尊重の社会づくり条例」                           （令和４年 ４月） 
「あいち人権推進プラン」                                     （令和６年 ３月） 
「あいちの教育ビジョン２０３０」                 （令和７年 12 月） 
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特別支援教育は、障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組を支援する

という視点に立ち、幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、生活

や学習上の困難を改善又は克服するため、適切な指導及び必要な支援を行うものである。 

また、特別支援教育は、共生社会の形成に向けて、障害のある子供と障害のない子供が可能な

限り共に学ぶ「インクルーシブ教育システム」を構築していくために必要不可欠なものであり、

更に発展させていくことが重要である。 

   

１ 多様な学びの場を整備し、適切な指導及び必要な支援をしよう 

 (1) 特別支援学級 

   特別支援学級では、教育課程を児童生徒の実態に応じて編成できるなど、個に応じたきめ

細かな対応が可能である。指導に際しては、児童生徒一人一人の障害等に十分配慮し、自立

と社会参加に向けて、児童生徒自身の主体的な取組になるよう支援を行うことが大切である。 

また、特別支援学級担当教員は指導方法の研鑽
さん

に努めるとともに、各校における特別支援

教育のアドバイザーとして、他の教職員への指導助言や啓発活動に当たることが大切である。 

ア 教育課程の編成と教科書の使用 

特別支援学級の教育課程 

については、特に必要があ 

る場合は児童生徒の実態に 

応じて特別の教育課程を編 

成することができる（学校 

教育法施行規則第138条）。 

その場合、特別支援学校小 

学部・中学部学習指導要領 

に示される自立活動を取り 

入れる。 

また、児童生徒の障害の 

程度や学級の実態等を考慮 

の上、各教科の目標や内容 

を下学年の教科の目標や内 

容に替えたり、各教科を、 

知的障害のある児童生徒に 

対する教育を行う特別支援 

学校の各教科に替えたりす 

るなどして、実態に応じた教育課程を編成する。なお、教科書については、障害に応じた

教科書や絵本等の一般図書を使用することもできる（学校教育法附則第９条、学校教育法

施行規則第139条）。 

第４章  特 別 支 援 教 育 

【特別支援学級の教育課程の編成の考え方】 

下学年の各教科で 

編成 

一部の各教科、道徳科で下学年の 

目標や内容を取り扱う。 

特別支援学校 

（知的障害）の各教科に

代替して編成 

 

自立 

活動 

全部の各教科、道徳科で下学年の 

目標や内容を取り扱う。 

自立 

活動 

自立 

活動 

通常の学級の教育課程（当該学年又

は下学年）のうち、各教科の一部又

は全部を特別支援学校（知的障害）

の各教科に替える。 

自立 

活動 

自立活動を主として 

編成 各教科、道徳科、外国語活動若しくは特別活動の目

標や内容に関する事項の一部、又は各教科、外国語

活動若しくは総合的な学習の時間に替えて、自立活

動を主として教育課程を編成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当該学年の各教科で

編成 

既習事項、習得状況の 

確認 

対応可 

対応困難 

通常の学級の教育課程（当該学年） 

既習事項、習得状況の 

確認 

対応困難 

対応可 

対応困難 

児童生徒の興味関心、 

生活年齢、学習状況、 

経験等の確認 

対応可 児童生徒の興味関心、 

生活年齢、学習状況、 

経験等の確認 

個
別
に
行
わ
れ
る
配
慮
は
、
各
教
科
等
の
個
別
の
指
導
計
画
に
記
載 

特別支援学級の特別の教育課程 
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○ 日常生活の指導 

衣服の着脱、排せつ、挨拶、決まりを守ること等を日常生活の流れに沿って実践的

な場所で反復練習し、望ましい生活習慣の形成を図る。 

○ 遊びの指導 

遊びを学習活動の中心に据えることにより、身体活動を活発にし、仲間との関わり

を促し、意欲的な活動を育み、心身の発達を促す。 

○ 生活単元学習 

児童生徒の実生活に必要な事柄等を取り上げて単元を構成し、生活場面における課

題を体験的・総合的に学習する中で、自立的な生活に必要な知識・技能を身に付ける

とともに、生活上の望ましい習慣・態度を養う。 

○ 作業学習 

製作的・生産的活動等を通して、職業生活や家庭生活に必要な基本的知識・技能を

身に付けるとともに、勤労を重んじる態度を養い、進んで社会生活に参加していく能

力を培う。 

○ 各教科 

  体験的な活動を重視して児童生徒の興味・関心を生かしつつ、自主的・自発的な学習

を促す。また、基礎・基本を重視した学習を徹底し、内容の定着を図る。 

○ 道徳科 

身近な課題を取り上げ、具体的な活動を通して、道徳性を養う。 

○ 外国語活動 

  音声やリズムに慣れ親しませながら、コミュニケーション能力の素地を養う。 

○ 総合的な学習の時間 

  生活単元学習との目標及び内容の違いに留意しつつ、自ら学び、自ら考える力等の生

きる力を育成するために、教科・領域の枠を越えて横断的・総合的な学習活動を行う。 

○ 特別活動 

  他の学級や学年と共同で活動すること等により、少人数から生じる種々の制約を解消

し、集団の一員としての自覚を深め、協力してよりよい生活を築こうとする自主的な態

度を育てる。 

○ 自立活動 

  障害による学習上又は生活上の困難を主体的に改善・克服するために、特別支援学校

小学部・中学部学習指導要領の自立活動の内容として示された６区分27項目の中から必

要となる項目を選定し、個別の指導計画を作成するなどして、適切な指導を行う。 

イ 各教科等の指導 

ウ 各教科等を合わせた指導（知的障害のある特別支援学校の各教科に代替して編成する児
童生徒に設定することができる。） 

(2) 通級による指導 

通常の学級に在籍する発達障害を含む障害のある児童生徒に対しては、各教科等の大部分

の授業を通常の学級で行いながら、一部の授業について障害に応じた「特別の指導」（自立

活動の指導等）を「特別の指導の場」（通級指導教室）で行うことができる。 

ア 通級による指導の形態  

・ 自校通級       …… 通級指導教室の設置校に在籍する児童生徒が通級する。 

・ 他校通級       …… 通級指導教室の設置校に他校の児童生徒が通級する。 

・ 巡回による指導 …… 通級指導教室の担当教員が、他校に出向いて指導する。 

イ 通級による指導の対象となる障害 

言語障害、自閉症、情緒障害、弱視、難聴、ＬＤ、ＡＤＨＤ、その他※ 

※その他：肢体不自由、病弱・身体虚弱 



 

 - 129 -

ウ 実施上の留意点 

・ 通級による指導を行い、特別の教育課程を編成する場合には、特別支援学校小学部・

中学部学習指導要領に示される自立活動の内容を参考とし、具体的な目標や内容を定め、

指導を行う。特に各教科の内容を取り扱う場合であっても、障害による学習上又は生活

上の困難の改善又は克服を目的とする指導を行う。 

・ 障害に応じた特別の指導に係る授業時数は、年間35単位時間から280単位時間までを

標準とし（週１～８単位時間程度）、児童生徒の負担が過重にならないよう、時間や日

程等を調整する。また、通級による指導により通常の学級での学習等に遅れが出ないよ

う配慮する。 

・ 通常の学級担任と通級の指導担当教員が随時、学習の進捗状況等について情報交換を

行うとともに、通級による指導の効果が通常の学級においても波及することを目指す。 

(3) 通常の学級 

幼稚園及び小・中学校の通常の学級に在籍する発達障害を含む障害のある幼児児童生徒に

対する特別な教育的支援はとても重要である。障害についての正しい理解のもとに一人一人

の教育的ニーズを的確に把握し、保護者、専門家、医療機関等との連携を図りながら実態把

握に努め、特別支援学校等の助言又は援助を活用しつつ、個々の幼児児童生徒の障害の状態

等に応じた指導内容や指導方法の工夫を組織的かつ計画的に行うことが必要である。 

２ 校（園）内支援体制を充実させよう 

 (1) 校（園）内委員会等の活性化 

各学校（園）においては、校（園）内に特別支援教育に関する校（園）内委員会等を設置

し、発達障害を含む障害のある幼児児童生徒の実態把握や支援方策の検討等を行うため、校

（園）長のリーダーシップのもと、全校（園）的な支援体制を確立する必要がある。 

○ 障害の特性や、支援の方法に関する研修を推進し、全教職員の理解の促進を図る。 

○ 発達障害を含む障害のある幼児児童生徒の実態を的確に把握し、個々のニーズに応じた

支援の方策を具体化し、全教職員が共通理解しながら支援に取り組む。 

(2) 特別支援教育コーディネーターのリーダーシップ 

特別支援教育コーディネーターを中心に、幼小中高間や地域の特別支援学校並びにスクー

ルカウンセラーやスクールソーシャルワーカーをはじめとした専門家や関係機関と連携し

て、障害のある幼児児童生徒への支援に当たる。特別支援教育コーディネーターは、主に、

校（園）内委員会・校（園）内研修の企画・運営、関係機関・学校（園）との連絡・調整、

保護者からの相談窓口等の役割を担い、各学校（園）における特別支援教育を推進するに当

たり、リーダーシップを発揮することが望まれる。 

３ 個別の教育支援計画・個別の指導計画の作成及び引継ぎをしよう 

個別の教育支援計画とは、乳幼児期から学校卒業後までの長期的な視点に立って、一貫して

的確な教育的支援を行うために作成されるものである。その内容の検討に当たっては、保護者

や関係機関と連携して進める必要がある。また、一人一人の障害の状態や教育的ニーズ等に応

じて提供される合理的配慮の内容を明記することが望ましい。 

個別の指導計画は、個別の教育支援計画等を踏まえて、より具体的に幼児児童生徒一人一人

の教育的ニーズに対応して、指導目標や指導内容・方法等を盛り込んだ計画である。 

特別支援学級に在籍する児童生徒や通級による指導を受ける児童生徒については、個別の教

育支援計画及び個別の指導計画を作成し、活用する。また、通常の学級に在籍する、通級によ

る指導を受けていない障害のある児童生徒の指導に当たっても、個別の教育支援計画及び個別

の指導計画を作成し、活用することに努める。 
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障害者が他の者との平等を基礎として全ての人権及び基本的自由を享有し、又は行使する

ことを確保するための必要かつ適当な変更及び調整であって、特定の場合において必要とさ

れるものであり、かつ、均衡を失した又は過度の負担を課さないものをいう。 

  （「障害者の権利に関する条約 第二条 定義」平成18年12月 国連総会において採択） 

※ 合理的配慮については、設置者・学校（園）と本人・保護者により、発達の段階を考慮

しつつ、その観点を踏まえ、可能な限り合意形成を図った上で決定し、提供されることが

望ましい。 

なお、個別の教育支援計画等は、継続的に適切な指導及び支援を行うことができるよう、幼

稚園等から小学校への就学、小学校から中学校への就学、中学校から高等学校等への進学、さ

らに転学や就労の際に、本人や保護者の同意を得て、引き継いでいく必要がある。 

４ 交流及び共同学習を計画的・組織的に進めよう 

交流及び共同学習は、障害のある幼児児童生徒にとっても、障害のない幼児児童生徒にとっ

ても、共生社会の形成に向けて、経験を広め、社会性を養い、豊かな人間性を育てるなど、大

きな意義を有するとともに、多様性を尊重する心を育むための絶好の機会でもあることから一

層推進していく必要がある。幼稚園及び小・中学校と特別支援学校、特別支援学級と通常の学

級との間で行われる交流及び共同学習の実施については、ねらいを明確にし、教育課程に位置

付けたり、年間指導計画を作成したりするなど計画的・組織的な推進が必要である。 

５ 保護者と共通理解を図ろう 

  発達障害を含む障害のある幼児児童生徒への指導を効果的に行うためには、家庭との連携は

欠かせない。特に、個別の教育支援計画及び個別の指導計画の作成に当たっては、保護者との

密接な連携が求められる。したがって、幼児児童生徒の指導について理解と協力を得るために

も、日頃から保護者と信頼関係を築いておくことが必要である。 

○ 連絡帳等で日々の学校（園）生活の様子を伝えたり、個人懇談等で個々の幼児児童生徒の

指導内容・指導方法を具体的に示したりして、保護者の理解と協力を得るように努める。 

○ 学校（園）での幼児児童生徒の様子を参観する機会を設定し、共通理解を深める。 

○ 教育や療育に関する情報を保護者に紹介し、理解と啓発の促進を図る。 

６ 実態・特性の的確な把握（アセスメント）に努めよう 

  幼児児童生徒の実態や特性を的確に把握すること（アセスメント）は、適切な指導及び必要

な支援を検討する際に有効である。障害種別や障害特性のみに偏らない、一人一人に応じた支

援方法を計画的に進めていくために、個々の課題に応じた的確な見立てが必要となる。そのた

めに、子供の立場に立った行動観察とその記録や発達検査の結果、応用行動分析のＡＢＣ分析

の手法等から具体的かつ客観的な材料を集め、支援方法の検討に活用していく。 

７ 学習環境を整理しよう 

  様々な障害のある幼児児童生徒が落ち着いて学習に取り組めるよう、ユニバーサルデザイン

の考え方を盛り込んだ学習環境づくりを進める必要がある。構造化され、整理された教室環境

や視覚的に示された活動の順序が、見通しをもち、安心して学習に取り組むための助けになる。 

８ ＩＣＴを活用しよう 

幼児児童生徒の実態や障害特性に応じて「個別最適な学び」と「協働的な学び」を実現させ、

学びの質を向上させるために、ＩＣＴの活用は有効な手だてとなる。 

 ○ 手書き入力機能や音声入力機能を活用して、自分に合った方法で文字を入力する。 

 ○ 拡大表示や白黒反転表示により、自分にとって見やすい表示にする。 

 ○ 学習ソフトにより、抽象的な事柄を視覚的に理解しやすくする。 

 ○ オンラインで離れた場所にいる人とつながり、交流をする。 

「合理的配慮」とは 
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へき地校、小規模校では、豊かな自然環境や地域の人々の温かい支援により、地域密着型の「地

域に開かれ、地域に学ぶ教育」の実践や、少人数の利点を生かした「一人一人の個性を生かし、

伸長する教育」の実践が積極的に進められている。 

 これまでの研究を基盤にした実践により、学校・家庭・地域社会との深い関わりの中で、児

童生徒に「主体的に判断し、行動する実践力」「豊かな人間関係を築いていく心」「たくましく

生きるための健やかな体」等の「生きる力」を育みたい。そして、児童生徒の地域を愛し、地

域の発展を願う心や、地域社会に貢献する行動力を育成する。 

○ 児童生徒が地域の自然や伝統文化の中から学習課題を見付け、自ら課題を追究していく 

活動を通して、地域を愛する心や地域の発展に貢献しようとする行動力を養う。 

○ 「親子・三世代ふれあい活動」「お年寄りとの交流会」「地域講師を招いての学習活動」

等、地域の人々との協働活動を通して、地域の人々の願いを知るとともに、地域を愛する

心や公共心を育てる。 

○ 地域の豊かな自然に触れ、地域の人々と共に「自然保護活動」に取り組むことで、地域 

の自然を愛し、守っていこうとする豊かな心情を育てる。 

○ 地域の伝統文化に携わる人々を招き、実演を見たり、実技指導を受けたりする活動を通 

して、「地域の伝統文化の継承活動」を積極的に取り入れ、伝統文化に対する理解を深め、 

継承の気運を高める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ へき地校、小規模校の特性を生かした学校・学級経営 

(1)   家庭・地域社会との連携を深め、共に歩む教育を実践しよう    

へき地校、小規模校に対する家庭・地域の関心は高く、各学校では家庭・地域と連携を図っ  

た教育活動が行われている。地域に根ざした活動を展開して児童生徒の豊かな心を育むために  

は、更に密接な連携を図り、学校と家庭・地域が協力してそれぞれの教育力を高めていくこと 

が必要である。そのために、教員は家庭・地域の人々の願いを把握し、積極的に家庭・地域に 

働きかけて、地域と共に教育活動を推進し、学校への理解を深める活動を展開することが大切 

である。 

   また、児童生徒の様々な体験活動に地域講師による講話や実技指導を取り入れるなど、地域

の人材を積極的に生かすことは、地域に根ざした教育活動を推進する上で大きな教育効果が期

待できる。家庭・地域と連携し、共に歩むことのできる「開かれた学校」を目指していく。 

(2)   地域の豊かな自然環境・伝統文化を生かした教育を実践しよう 

 

 

   へき地校、小規模校は、自然環境や伝統文化に恵まれた地域に立地していることが多いこと

から、以下のような地域の特性を生かした多様な教育活動を創造していくことが大切である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校に対する家庭・地域の関心が高く、協力的であることから、家庭・地域と連携した教育を

推進しやすい。 

豊かな自然環境・地域の伝統文化等を活用することで、多様な教育活動を創造できる。 

第５章 へ き 地 ・小 規 模 校 教 育 

【生かしたい特性】 

【生かしたい特性】 
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(3)   少人数を生かした教育を実践しよう 

 

 

 

 

   へき地校、小規模校は、少人数を生かし、児童生徒一人一人の実態を十分把握したよりきめ

細かな指導が可能である。個々の学習の記録や生活の記録等をもとに、児童生徒の情報を教職

員間で共通理解し、教職員が様々な視点から児童生徒を捉えることが大切となる。 

   一方、少人数であっても、一人一人が言葉できちんと伝えられるよう、発問の工夫や学習のル

ールづくりを含めた教員による支援を工夫する必要がある。また、集合学習や交流学習等に

おいては、複数校の児童生徒が一緒に学ぶ活動を通して、自主性や社会性を伸ばし、温かく豊

かな人間関係を築いていく場を意図的に設定することも大切である。 

２ へき地校、小規模校、複式学級を有する学校の創意を生かした指導の工夫 

(1)   一人一人を見つめた指導計画を作成し実践しよう 

   児童生徒一人一人を伸ばすためには、地域や学校の特色を生かすとともに、学習指導の充実

を図る必要がある。そのためには、一人一人を見つめた指導計画を作成することが大切である。 

   指導計画の作成に当たっては、上・下学年の学年差や個人差を十分考慮し、少人数を生かし

て、児童生徒一人一人の個性や能力に応じた指導計画を作成する。また、豊かな自然環境や伝

統文化を生かした体験的な学習を積極的に取り入れることも考慮する必要がある。特に、複式

学級を有する学校では、各教科等の特性を踏まえ、「繰り返し一本案」や「ＡＢ年度案」のように

指導計画を工夫することが大切である。 

   なお、数年先までの児童生徒数を的確に把握し、複式学級･単式学級の指導計画を作成する

必要がある。また、次年度に複式準備学年になっている学年や初めて複式学級を有する学校に

ついては、次年度使用教科用図書需要数にも留意する。 

(2) 学級や学校の枠を越えた学習の場を設定しよう 

   へき地校、小規模校では、社会性の伸長が実現しにくい傾向がある。この点を克服するため

に、複数の学級や学校間における合同学習・集合学習・交流学習で積極的に交流を進め、相互

に連携を深めながら、より広い視野に立った教育活動を展開していく必要がある。こうした工

夫により、児童生徒が大きな集団の中で自己を見つめ直し、温かな人間関係を築いていく力を

伸ばしていく。例えば、集合学習における話合いを通して多様な考え方に触れたり、皆で協力

して目標の達成を目指す活動に取り組んだりすることも効果的である。 

このような活動においては、事前に担当者が指導計画を検討し、学習のねらいや内容に応じ

た学習形態を工夫することが大切である。 

・ 個に応じた指導や支援をしやすい。 

・ 教職員が一体となって教育活動に取り組みやすい。 

・ 全校活動や異学年合同の活動、縦割り活動等の合同学習を組織しやすい。 

・ 集合学習や交流学習等、学校の枠を越えた交流を図りやすい。 

「繰り返し一本案」…上・下両学年の内容を１年間で学習できるように教材を精選して構成 

（完全一本案）  し、２年間繰り返す（同単元同内容異程度）。 

「ＡＢ年度案」………上・下両学年の内容を２年間に平均して配分し、同時に同じ内容・同じ 

（二本案）    目標で指導する（同単元同内容同程度）。 

【生かしたい特性】 

【複式学級における指導計画の主な類型（例）】 
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(3) その学校、その地域ならではの特色を積極的に生かそう 

   へき地校、小規模校では、地域の自然環境や伝統文化を、その学校にしかない特色として指

導計画に積極的に取り入れることで、児童生徒の社会性、地域への誇りや愛着を育むことが期

待できる。地域との連携を図り、地域の教育資源を有効に活用した指導計画の作成に努めたい。 

３ 少人数を意識した学習活動  

(1)   自ら学習する態度を育てよう 

   少人数の学級では、一人一人の知識や技能、興味・関心、考え方、体験、学習のスタイル等

の違いを捉えやすく、個に応じた指導もしやすい。また、複式学級では、児童生徒が自力で課

題に取り組む場面も多い。こうした状況から、児童生徒が主体的に課題を見付け、解決するこ

とを通して、学ぶ喜びや楽しさを味わい、追究力を高める指導や支援を心がけることが大切で

ある。さらに、小学校の複式学級での間接指導の場面で、児童がガイド役となる「ガイド学習」

等の方法により、児童同士で学ぶことができるようにする取組にも着目したい。 

   少人数の学級での学習が主体的に進められるようにするためには、児童生徒の実態にどのよ

うな違い（体験の違い、知識や技能の違い、興味・関心の違い、考え方の違い、学習スタイルや

速度の違い等）があるかを把握し、個に応じた支援の在り方について研究を進めていくことが必

要である。 

(2)   関わりを仕組み、個が生きる学習にしよう 

   児童生徒一人一人の追究力を高め、生かしていくには、様々な関わりの中で自分の考えを見

直したり、追究の意欲を高めたりする場を設定することが効果的である。そこで、「人・もの・

こと」との関わりに着眼した学習を進める。例えば、集合学習や交流学習等で「人」と、地域

の素材や伝統文化等の学習で「もの・こと」と関わる場を意図的に設定して、学びの価値を自

覚できるようにしたい。 

   さらに、児童生徒が自身の成長を自覚するために、学習の振り返りの場を位置付ける。振り

返りの場では、成長の自覚が自信につながり学習意欲が高まるとともに、表現力を養うことも

できる。 

４ へき地校、小規模校、連携型中高一貫教育校における特色ある教育活動 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 「ふるさと学習」 地域の発展的活動に携わる方等を招聘
へい

し講話を聞いたり、地域に伝わる伝統

芸能の継承活動に取り組んだりすることで、地域への誇りや愛着を育む。 

・  「芸術鑑賞会」 劇団や楽団などを招聘し、本物の芸術に直接触れることを通して、豊かな創造

性や情緒を培う。 

・ ｢交流授業｣ 高校教員が中学校でティーム・ティーチングを行うことで、専門的な知識に触れ、

進路選択に向けた意識が高まる。また、連携校へ目標をもち、主体的に進学することができる。 

・ 「大地のめぐみプロジェクト」 中学生が高校での農業体験学習等を通じて、農業高校の特色を

知るとともに、農業に対する興味・関心を高めるなど、地域に根ざした生きる力を育む。 

・ 「異学年交流」 給食や清掃活動等、学校生活の様々な場面において実施する。高学年は低学年

に模範を示し、低学年は高学年の姿に学びながら、互いのよさを認め合い、きずなを深める。 

・ 「ＩＣＴの活用」 ＩＣＴを活用して複数の学校の教室を同時双方向につなぎ、多人数での話合

いや交流を行うことを通して、多様な考え方や価値観に触れ、社会性や協調性を伸ばす。 

【へき地校における特色ある教育活動例】 

【小規模校における特色ある教育活動例】 

【連携型中高一貫教育活動例】 
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５ へき地で学び、へき地から発信する 

  へき地の児童生徒が、身の回りの「人・もの・こと」から学んだことは、児童生徒自身の生活

の一部として定着し、生涯にわたって生きて働く力となる。また、地域素材や人材を生かした学

習、一人一人を生かす学習等の実践は、児童生徒の「生きる力」を育むためにへき地以外の多く

の学校も取り入れようとしているものばかりである。へき地教育の取組やその成果を積極的に発

信したい。 

６ 教員の力量を高める研修 

  へき地教育は、児童生徒一人一人の個性を捉え、個の思考を広げ、深めることが基本となって

おり、その指導技術は、クラスの児童生徒数に関係なく、全ての学級で役立つものである。一方、

へき地教育や複式教育に携わった経験のある教員の減少という問題もある。教員の力量を一層高

めるために、下記の研修に努めたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
○ 児童生徒一人一人の個性を生かす指導計画・指導方法・評価（地域の素材・人材を生かした総合

的な学習の時間等の実践、支援の個別化）の在り方 

○ 複式学級での指導、単式学級でも生かせる工夫や研修の機会 

の確保と、学習活動を無理なく効率的に行うための指導の工夫 

 ※ 複式学級における算数（２学年同時の学年別指導）の指導法 

「ずらし」上学年と下学年の直接指導の課程が重ならないように 

指導課程をずらして組み合わせること 

「わたり」指導課程をずらすことによって教員が上学年と下学年    

の間を移動して直接指導すること  

○ ＩＣＴ活用の指導技術の向上 

○ 少人数・複式学級の特性を生かした学習形態（合同学習、集合学習、交流学習）の在り方 

○ 地域との連携を深め、地域と共に歩む教育活動（自然環境や伝統文化を取り入れた活動、地域の

人材を生かした活動）の創造 

（メリット）・ 豊かな自然や伝統ある文化との触れ合い 

・ 児童生徒の学習意欲の高揚  

・ 特色ある学校・学級づくり 

（ポイント）「人・もの・こと」等の情報の集積と積極的活用 

 

主な活動 

・ 音楽科や保健体育科等に

おける合同学習や集合学習 

・ 総合的な学習の時間等に

おけるＩＣＴを活用した学

校間交流 

・ 地域素材を生かした学習 

・ 文化・芸術鑑賞 

【 学 び の 場 】 

主な活動 

・ 都市体験学習 

・ 都市分散研修 

・ 伝統文化の体験 

・ 伝統文化の保存・伝承 

・ 自然保護活動 

【 体 験 の 場 】 

・ 「地域の先生」に学ぶ 

・ 地域の人の取組に学ぶ 

・ 地域の人と関わりながら学ぶ 

・ 地域を訪れる人に学ぶ 

主な活動 

・ 都市部の児童生徒との交流 

・ へき地校・小規模校の児

童生徒同士の交流 

・ へき地間のネットワーク

づくり 

・ 地域の人々との交流 

 

 
 へき地校や小規模校の児童生徒の課題である「新たな人・もの・こととの出会いが少ない

こと」を克服し、ふるさとを愛する心と態度を育むために、地域や県内の教育資源（人・も

の・こと）を生かして「学びの場」「交流の場」「体験の場」を設定し、地域の実情に合わせ

た学習活動・体験活動を充実させていく。 

「ふるさと 出会いの創造」に向けた実践 

【 交 流 の 場 】 

【「ずらし」と「わたり」】 

【地域の素材を生かした活動】 【地域の人材を生かす活動例】 

【へき地・小規模校教育充実のために必要な研修内容】 
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愛知県教育委員会では、教員等が高度専門職としての職責、経験及び適性に応じて身に付ける

べき資質・能力を明確化するために、「愛知県教員育成指標」（以下「指標」という。）を平成

29 年 11 月に策定し、毎年度見直しを図り、改正（一部修正）をしています。 

この「指標」は、平成 28 年 11 月に公布（平成 29 年４月に施行）された教育公務員特例法の一

部改正法を受けて、教員等の養成・採用・研修を通した一体的な改革を推進するため、地域の実

情に応じ策定したものであり、教員等として、自分が現在どのキャリアステージにいて、どのよ

うな力を発揮する必要があるのか、次に何を目指していけばよいのかを考え、行動するための道

しるべとなるものです。 

愛知県教育委員会では、この「指標」を踏まえた「愛知県教員研修計画」を毎年度作成し、教

員等の資質向上を推進していきます。 

 

次の区分に応じて、それぞれの教員等が、どのような資質・能力を発揮し、どのような姿を思

い描きながらキャリアを積んでいけばよいかを示したものです。 

１ 学校種及び職の範囲について 

  学校種は小学校、中学校、義務教育学校、高等学校及び特別支援学校に共通のものとし、

職の範囲は「教諭」「養護教諭」「栄養教諭」及び「校長」の４種類としました。 

２ ステージについて 

  教員の成長段階に応じて次の４区分を設けました。 

  「愛知県が求める着任時の姿」・・・新規採用の教員に対し求める資質・能力 

  「第１ステージ」・・・・・・・・・教員としての基盤を固める段階 

  「第２ステージ」・・・・・・・・・ミドルリーダーとして推進力を発揮する段階 

  「第３ステージ」・・・・・・・・・シニアリーダーとして牽
けん

引力を発揮する段階 

３ 資質・能力について 

  教員として磨いていきたい資質・能力を「素養」「指導力」「マネジメント力」の三つの大

項目に分け、それぞれの大項目については、更にいくつかの小項目に分けています。 

 

「愛知県教員育成指標」について 

指標の概要 

全ての職の「愛知県教員育成指標」のダウンロードはこちらから 

⇒ ＵＲＬ https://www.pref.aichi.jp/soshiki/kyosyokuin/ikuseisihyou.html 

https://www.pref.aichi.jp/soshiki/kyosyokuin/ikuseisihyou.html


愛知県

教員育成指標

【教諭】

広い教養と豊富な専門的知識・技能
を備えた人

児童生徒に愛情をもち、教育に情熱
と使命感をもつ人

高い倫理観をもち、円満で調和の
とれた人

組織の一員としての自覚や協調性が
ある人

明るく、心身ともに健康な人

実行力に富み、粘り強さがある人

愛知が求める教師像

指
導
力

資質・能力

愛知県が求める
着任時の姿

ステージ

素
養

○児童生徒の伸びようとする姿を捉え、愛情をもって寄り添い、支え続け、児童生徒の成長に喜びを感じる。
○児童生徒の未来を真剣に考えるとともに、将来を担う児童生徒の成長を請け負う使命感や責任感を自覚する。

○高い倫理観をもち、法令を遵守し、児童生徒の手本となるような立ち振る舞いを心がけ、児童生徒との信頼関係を築こうとする。
○児童生徒の目標・憧れとなるような魅力的な人間の姿を追究する。
○自ら行動し、粘り強く、職務に取り組もうとする。

○幅広い教養と高い専門性を備えつつ、常に自分の姿を振り返り、向上心を忘れることなく自ら学び続ける意欲をもっている。
○新たな問題に直面しても、柔軟に対応するとともに、常に創意工夫しながら物事に取り組んでいこうとする。

○自分の考えを伝えるとともに、周囲の状況や相手の思いを踏まえ、共通理解を図りながら協働的に行動する。

教育的愛情・
使命感・責任感

倫理観・
人間性・行動力

自己教育力・
創造的思考力

コミュニケー
ション力

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
力

学校安全・
危機管理

同僚との
連携・協働

地域社会との
連携・折衝

学級経営・学年
経営・学校運営

児童生徒理解

学習指導

生徒指導

多様性への理解
と

教育支援

○適切な発問や読みやすい板書、ＩＣＴの活用、
意図的な環境の構成などの基本的な授業力を
身に付け、児童生徒の主体的な学びを引き出
す指導力を培い、個別最適な学びや協働的な
学びの実現に向けた授業改善に取り組む。

○児童生徒の実態を把握し、授業のねらいを明
確にして教材教具の工夫をするなど、事前の
教材研究の大切さを理解して授業をする。

○他の教員から学ぶなど自分の指導を改善しよ
うとする。

令和８年３月

○子供の発達の段階や成
長に関わる基礎的な知
識を身に付け、児童生
徒理解の意義や重要性
を認識し、一人一人に
愛情をもち積極的に関
わろうとする。

○児童生徒一人一人に愛情をもって接し、児童
生徒との関係の中で、心情を捉える。

○学級・学年への帰属意識を児童生徒に育成す
る姿勢をもつ。

○家庭環境などの背景も踏まえて児童生徒を理
解し、個々に応じた成長を促そうとする。

○学習指導要領を基に、
発問や板書、環境の構
成などの基礎的な指導
技術を身に付けたり、
指導計画に従い、実践
したりしようとする。

○生徒指導及びキャリア
教育の意義を踏まえ、
個や集団を指導するた
めの手だてを知り、実
践しようとする。

○人権感覚をもつととも
に、児童生徒の個性を
尊重し、個に応じた指
導・支援をする必要性
を認識している。

○特別支援教育、外国人
児童生徒等教育など特
別な配慮を必要とする
児童生徒の多様な背景
を理解しようとすると
ともに、インクルーシ
ブ教育の大切さを認識
している。

○学校安全についての基
礎的な知識を身に付け、
児童生徒の回りの危険
を察知し、回避したり、
適切に対応したりしよ
うとする。

○社会人として良識ある
言動をし、円滑な人間
関係をつくろうとする。

○教育公務員としての自
覚をもち、社会とのつ
ながりを意識して行動
する。

○家庭、地域、関係諸機
関との連携の重要性を
理解し、積極的に関わ
ろうとする。

○個性の伸長、社会的資質や行動力の向上など
の「生き方教育」「キャリア教育」とも共通
する視点をもって児童生徒に対応する。

○児童生徒一人一人の課題を捉えるとともに、
保護者の思いを理解し、保護者や他の教職員
と協力しながら組織的・継続的に児童生徒に
対応する。

○個の特性や背景を捉えながら、適切な実態把
握をすることができる。

○特別な支援を必要とする児童生徒に対して、
個に応じた指導を計画的に推進する。

○実践を通して、児童生徒の多様性への理解を
深めるとともに、合理的配慮に基づいた指
導・支援を行う。

○児童生徒の安心安全を第一に考え、危険を予
見するとともに対処する。

○安全や教育効果に配慮した環境を整備し、課
題について「報告・連絡・相談」を確実に行
う。

○組織の一員として、求められている役割を理
解し、同僚と協働的に物事を進めようとする。

○他の教職員と積極的に関わり、疑問点や悩み
を相談したり、共有したりしながら、自己改
善を進める。

○家庭との情報共有に努めるなど、家庭との連
携を図り、良好な関係を築く。

○地域、関係諸機関と必要な連携をとったり、
他の教職員の助言を受けたりしながら、適切
に対処する。

○児童生徒の情報共有の場を設定することで、
児童生徒を取り巻く状況を的確に捉え、児童
生徒の理解を深める。

○学級・学年などの集団をリードする児童生徒
を養成する姿勢をもつ。

○児童生徒の身近な社会・生活につながるよう
な授業・単元の構想の工夫をし、ＩＣＴも活
用しながら、主体的な学びを支える指導技術
に習熟し、個別最適な学びや協働的な学びの
実現を図る。

○自らの授業改善、指導力向上に努めるととも
に、専門性を高め、他の教員の授業に対して
適切な助言をする。

○校内研究会・校外研修会の企画・運営に携わ
り、校内研究体制の推進を図る。

○学年・学校全体の児童生徒の特性や状況を的
確に捉え、方針や手だてを示しながら、関係
教職員や保護者と協力し、組織的・継続的に
児童生徒に対応する。

○経験を踏まえて問題提起や情報提供をしなが
ら、経験の浅い教職員に適切な助言をする。

○関係諸機関と連携して、指導の取組方針を的
確に示し、具体的に指導する。

○児童生徒一人一人の実態や特性を踏まえた上
で、関係教職員と連携し、組織的な指導や支
援が行えるように調整する。

○児童生徒の多様性を理解するとともに、必要
に応じて関係諸機関や専門家などとの連携を
推進する。

○教育支援に関する情報を確実に引き継ぎ、切
れ目のない支援を推進する。

○安全に対する危機意識をもち、積極的に情報
収集をし、課題を明らかにする。

○学校の安全管理体制を点検し、課題解決に向
けて積極的に提案、改善を行う。

○チームリーダーとして、教職員一人一人のよ
さを引き出し、それぞれの力を生かして対応
できるようにリードする。

○互いの課題や悩みに気付き、支え合える環境
をつくるとともに、経験の浅い教職員を積極
的に支援する。

○地域、関係諸機関と良好な関係を築くととも
に、経験の浅い教職員を積極的に支援する。

○他校、異校種の教職員との連携・協力を推進
する。

○様々な情報に基づいて児童生徒一人一人の状
況や変化を的確に捉え、適切な指導方針を立
て、児童生徒を理解しようとしている。

○児童生徒が互いを尊重し、学級・学年及び学
校全体をよりよくしようという意識と広い視
野をもてるように促す。

○高い専門性を基に、周りにある教育資産や新
しい指導方法、ＩＣＴを効果的に取り入れ、
他の教員の模範となる主体的な学びの実現に
向けた授業を行う。

○学力向上や授業改善、授業評価などの視点を
常にもち、学年や教科の授業改善をリードす
る。

○学校全体の学習指導上の諸課題を把握し、校
内の教育課程や授業づくりについて改善の視
点で考え、組織的に実践を進める。

○個性の伸長、社会的資質や行動力の向上の視
点をもって、組織的な取組を促す。

○生徒指導を組織的・計画的に行うための長期
的な見通しをもち、教職員に対して指導・助
言をする。

○他の教職員の抱える生徒指導・進路指導上の
問題に気付き、適切な助言をする。

○関係諸機関と連携を深め、問題解決のための
体制づくりをする。

○校内委員会など組織的・継続的な指導や支援
体制を整え、学校全体の視点でインクルーシ
ブ教育システムを推進する。

○人権や個々の価値観を大切にする教育の推進
者として、経験の浅い教職員の相談や助言を
行う。

○関係諸機関や専門家などとの連携を積極的に
図る。

○理想とする児童生徒の
姿や自分自身の姿をも
ち、その実現に向けて、
実践しようとする。

○学校教育の意義や教育
に関する今日的な課題
などの教育に関わる情
報を積極的に得ようと
している。

○学校教育目標を理解し、児童生徒の実態に合
わせ、学級経営や教科経営の方針を立て、一
貫性のある指導を行う。

○学級内における良好な人間関係づくりを行う。
○学年主任や他の教職員と協力しながら学年経

営に参画する。
○校内組織での自らの役割を自覚し、計画的に

自らの職務を遂行する。

○学年や教科、分掌などの運営の中核となって、
学校教育目標の実現に向けて工夫改善する。

○分担された校務分掌について、目標や改善の
視点を明確にして調整・実行する。

○児童生徒同士のコミュニケーションを促進す
るとともに、個の特性を的確に捉え、学年や
分掌における課題に応じた適切な対応策を提
案する。

○経験の浅い教職員に積極的にアドバイスをし、
学校全体の組織力の強化を図る。

○学年経営や学校運営に参画し、課題の解決を
図るとともに、他の教職員の学級・学年経営
に適切な支援、助言を行う。

○学校運営について創造的なビジョンの構想や
プランの構築に参画し、改革意識をもって教
育活動を活性化させる。

○児童生徒の平常時の安全確保、事故などの未
然防止、再発防止を組織的に推進する。

○学校を取り巻く環境の危機管理について、学
校と家庭や地域などとの協力体制を確立する。

○自らの経験を生かし、自校の課題に中心と
なって取り組み、組織全体の取組を改善する。

○学校全体における教職員の特性を踏まえ、役
割分担を調整するとともに、教職員の経験に
応じた効果的な人材育成の環境を整える。

○家庭、地域、関係諸機関へ向けての情報発信
とともに、地域資源（ひと・もの・こと）の
活用を推進する。

○家庭、地域、関係諸機関からのニーズの情報
収集に努め、協働によって教育活動を推進す
る。

○地域に貢献する活動を企画・調整する。

＜留意事項＞
※１：特別支援学校においては幼稚部を含む。
※２：特別支援学級や通級による指導、日本語指導等、特別な配慮や支援を必要とする児童生徒に対応する教諭については、当該分野に関する専門性が特に求められることに鑑み、ス

テージ全体に位置づけられている資質・能力の発揮が求められる。とりわけ、以下の点について留意する。
○児童生徒の適切な把握 ○校内、保護者、関係機関等との連携 ○支援や指導の計画性と継続性 ○指導内容や方法、制度や仕組み等への理解

第１ステージ
教員としての
基盤を固める

第２ステージ
ミドルリーダーとして

推進力を発揮する

第３ステージ
シニアリーダーとして

牽引力を発揮する
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愛知県

教員育成指標

【養護教諭】

広い教養と豊富な専門的知識・技能
を備えた人

児童生徒に愛情をもち、教育に情熱
と使命感をもつ人

高い倫理観をもち、円満で調和の
とれた人

組織の一員としての自覚や協調性が
ある人

明るく、心身ともに健康な人

実行力に富み、粘り強さがある人

愛知が求める教師像

指
導
力

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
力

資質・能力

素
養

○児童生徒の伸びようとする姿を捉え、愛情をもって寄り添い、支え続け、児童生徒の成長に喜びを感じる。
○児童生徒の未来を真剣に考えるとともに、将来を担う児童生徒の成長を請け負う使命感や責任感を自覚する。

愛知県が求める
着任時の姿

ステージ

○高い倫理観をもち、法令を遵守し、児童生徒の手本となるような立ち振る舞いを心がけ、児童生徒との信頼関係を築こうとする。
○児童生徒の目標・憧れとなるような魅力的な人間の姿を追究する。
○自ら行動し、粘り強く、職務に取り組もうとする。

○幅広い教養と高い専門性を備えつつ、常に自分の姿を振り返り、向上心を忘れることなく自ら学び続ける意欲をもっている。
○新たな問題に直面しても、柔軟に対応するとともに、常に創意工夫しながら物事に取り組んでいこうとする。

○自分の考えを伝えるとともに、周囲の状況や相手の思いを踏まえ、共通理解を図りながら協働的に行動する。

教育的愛情・
使命感・責任感

倫理観・
人間性・行動力

自己教育力・
創造的思考力

コミュニケー
ション力

児童生徒理解

保健教育

健康相談

多様性への理解
と

教育支援

保健室経営

学校安全・
危機管理

同僚との
連携・協働

地域社会との
連携・折衝

生徒指導

保健管理

保健組織活動

は養護教諭固有の力を意味する。

令和８年３月

第１ステージ
教員としての
基盤を固める

第２ステージ
ミドルリーダーとして

推進力を発揮する

第３ステージ
シニアリーダーとして

牽引力を発揮する

○子供の発達の段階や成
長に関わる基礎的な知
識を身に付け、児童生
徒理解の意義や重要性
を認識し、一人一人に
愛情をもち積極的に関
わろうとする。

○児童生徒一人一人に愛情をもって接し、児童
生徒との関係の中で、心情を捉える。

○学級・学年への帰属意識を児童生徒に育成す
る姿勢をもつ。

○家庭環境などの背景も踏まえて児童生徒を理
解し、個々に応じた成長を促そうとする。

○児童生徒の情報共有の場を設定することで、
児童生徒を取り巻く状況を的確に捉え、児童
生徒の理解を深める。

○学級・学年などの集団をリードする児童生徒
を養成する姿勢をもつ。

○様々な情報に基づいて児童生徒一人一人の状
況や変化を的確に捉え、適切な指導方針を立
て、児童生徒を理解しようとしている。

○児童生徒が互いを尊重し、学級・学年及び学
校全体をよりよくしようという意識と広い視
野をもてるように促す。

○生徒指導及びキャリア
教育の意義を踏まえ、
個や集団を指導するた
めの手だてを知り、実
践しようとする。

○個性の伸長、社会的資質や行動力の向上など
の「生き方教育」「キャリア教育」とも共通
する視点をもって児童生徒に対応する。

○児童生徒一人一人の課題を捉えるとともに、
保護者の思いを理解し、保護者や他の教職員
と協力しながら組織的・継続的に児童生徒に
対応する。

○学年・学校全体の児童生徒の特性や状況を的
確に捉え、方針や手だてを示しながら、関係
教職員や保護者と協力し、組織的・継続的に
児童生徒に対応する。

○経験を踏まえて問題提起や情報提供をしなが
ら、経験の浅い教職員に適切な助言をする。

○関係諸機関と連携して、指導の取組方針を的
確に示し、具体的に指導する。

○個性の伸長、社会的資質や行動力の向上の視
点をもって、組織的な取組を促す。

○生徒指導を組織的・計画的に行うための長期
的な見通しをもち、教職員に対して指導・助
言をする。

○他の教職員の抱える生徒指導・進路指導上の
問題に気付き、適切な助言をする。

○関係諸機関と連携を深め、問題解決のための
体制づくりをする。

○人権感覚をもつととも
に、児童生徒の個性を
尊重し、個に応じた指
導・支援をする必要性
を認識している。

○特別支援教育、外国人
児童生徒等教育など特
別な配慮を必要とする
児童生徒の多様な背景
を理解しようとすると
ともに、インクルーシ
ブ教育の大切さを認識
している。

○個の特性や背景を捉えながら、適切な実態把
握をすることができる。

○特別な支援を必要とする児童生徒に対して、
個に応じた指導を計画的に推進する。

○実践を通して、児童生徒の多様性への理解を
深めるとともに、合理的配慮に基づいた指
導・支援を行う。

○児童生徒一人一人の実態や特性を踏まえた上
で、関係教職員と連携し、組織的な指導や支
援が行えるように調整する。

○児童生徒の多様性を理解するとともに、必要
に応じて関係諸機関や専門家などとの連携を
推進する。

○教育支援に関する情報を確実に引き継ぎ、切
れ目のない支援を推進する。

○校内委員会など組織的・継続的な指導や支援
体制を整え、学校全体の視点でインクルーシ
ブ教育システムを推進する。

○人権や個々の価値観を大切にする教育の推進
者として、経験の浅い教職員の相談や助言を
行う。

○関係諸機関や専門家などとの連携を積極的に
図る。

○学習指導要領を理解し、
養護教諭の専門性を生
かして、個や集団を対
象に取り組もうとする。

○学校保健安全法による
健康相談の位置付けを
理解し、養護教諭とし
て対応しようとする。

○養護教諭の役割と保健
室の機能を理解し、実
践しようとする。

○救急処置、健康診断、
疾病予防などの、保健
管理に関する基礎的な
知識と技術を身に付け、
実践しようとする。

○学校保健委員会など、
様々な保健組織の意義
を理解し、養護教諭と
して積極的に関わろう
とする。

○学校安全についての基
礎的な知識を身に付け、
児童生徒の回りの危険
を察知し、回避したり、
適切に対応したりしよ
うとする。

○社会人として良識ある
言動をし、円滑な人間
関係をつくろうとする。

○教育公務員としての自
覚をもち、社会とのつ
ながりを意識して行動
する。

○家庭、地域、関係諸機
関との連携の重要性を
理解し、積極的に関わ
ろうとする。

○児童生徒の実態から健康課題を捉え、保健指
導計画の作成に参画し、実践する。

○必要に応じて学級担任等との連携やＩＣＴの
活用などをして、児童生徒の実態や科学的根
拠を踏まえた保健教育を行う。

○健康課題の背景の把握、支援方針・支援方法
の検討、校内外の連携というプロセスを踏ま
えて、児童生徒の発達段階に応じた心身両面
からの健康相談を実施する。

○学校教育目標を理解し、保健室経営の方針を
立て、保健室経営計画を作成し、校内の共通
理解を図る。

○救急処置や疾病予防などの校内体制に基づき、
けがや疾病に対して的確に判断し、迅速に対
応する。

○健康診断や学校環境衛生の結果などについて
ＩＣＴも活用しながら健康課題を把握し、学
校三師・関係諸機関・保護者と連携し、適切
に対応する。

○保健主事とともに、教職員と連携し、学校保
健活動を進める。

○児童生徒の安心安全を第一に考え、危険を予
見するとともに対処する。

○安全や教育効果に配慮した環境を整備し、課
題について「報告・連絡・相談」を確実に行
う。

○組織の一員として、求められている役割を理
解し、同僚と協働的に物事を進めようとする。

○他の教職員と積極的に関わり、疑問点や悩み
を相談したり、共有したりしながら、自己改
善を進める。

○家庭との情報共有に努めるなど、家庭との連
携を図り、良好な関係を築く。

○地域、関係諸機関と必要な連携をとったり、
他の教職員の助言を受けたりしながら、適切
に対処する。

○校内の連携や外部人材の登用など、コーディ
ネーターの役割を果たすとともに、実践に基
づいた評価をし、改善により、よりよい保健
教育を推進する。

○早期発見・早期対応に向けて、心身の健康課
題を総合的に捉え、コーディネーターの役割
を果たし、校内外の支援体制の充実に努める。

○学校教育目標の実現に向け、学校保健活動の
センター的役割を果たすよう、保健室経営を
工夫・改善する。

○保健管理について中心的役割を果たすととも
にＩＣＴを有効に活用したり、組織的な対応
をしたりする。

○保健組織活動に教職員などが主体的に参加で
きるよう、校内研修などを計画し、啓発を図
る。

○安全に対する危機意識をもち、積極的に情報
収集をし、課題を明らかにする。

○学校の安全管理体制を点検し、課題解決に向
けて積極的に提案、改善を行う。

○教職員一人一人のよさを引き出し、それぞれ
の力を生かして「チーム」として対応できる
ようにリードする。

○互いの課題や悩みに気付き、支え合える環境
をつくるとともに、経験の浅い教職員を積極
的に支援する。

○地域、関係諸機関と良好な関係を築くととも
に、経験の浅い教職員を積極的に支援する。

○他校、異校種の教職員との連携・協力を推進
する。

○養護教諭の視点を生かして、教育課程の中に
保健教育を位置付けるよう働きかける。

○保健教育の実践に対して、指導助言を行う。

○教職員が行う健康相談に対して、指導的役割
を果たすとともに、校外の関係諸機関を含め
た支援体制づくりをする。

○保健室経営の立場から、学校運営についての
ビジョンやプランに参画し、教育活動を活性
化させる。

○児童生徒のけがや疾病などの未然防止、再発
防止を組織的に推進する。

○保健管理の充実に向けて、ＩＣＴも有効に活
用し、学校、家庭、地域、関係諸機関との協
力体制を確立する。

○近隣の学校などと連携し、地域レベルでの保
健活動を推進する。

○児童生徒の平常時の安全確保、事故などの未
然防止、再発防止を組織的に推進する。

○学校を取り巻く環境の危機管理について、学
校と家庭や地域などとの協力体制を確立する。

○自らの経験を生かし、自校の課題に中心と
なって取り組み、組織全体の取組を改善する。

○学校全体における教職員の特性を踏まえ、役
割分担を調整するとともに、教職員の経験に
応じた効果的な人材育成の環境を整える。

○家庭、地域、関係諸機関へ向けての情報発信
とともに、地域資源（ひと・もの・こと）の
活用を推進する。

○家庭、地域、関係諸機関からのニーズの情報
収集に努め、協働によって教育活動を推進す
る。
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愛知県

教員育成指標

【栄養教諭】

広い教養と豊富な専門的知識・技能
を備えた人

児童生徒に愛情をもち、教育に情熱
と使命感をもつ人

高い倫理観をもち、円満で調和の
とれた人

組織の一員としての自覚や協調性が
ある人

明るく、心身ともに健康な人

実行力に富み、粘り強さがある人

愛知が求める教師像

指
導
力

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
力

資質・能力

素
養

○児童生徒の伸びようとする姿を捉え、愛情をもって寄り添い、支え続け、児童生徒の成長に喜びを感じる。
○児童生徒の未来を真剣に考えるとともに、将来を担う児童生徒の成長を請け負う使命感や責任感を自覚する。

愛知県が求める
着任時の姿

ステージ

○高い倫理観をもち、法令を遵守し、児童生徒の手本となるような立ち振る舞いを心がけ、児童生徒との信頼関係を築こうとする。
○児童生徒の目標・憧れとなるような魅力的な人間の姿を追究する。
○自ら行動し、粘り強く、職務に取り組もうとする。

○幅広い教養と高い専門性を備えつつ、常に自分の姿を振り返り、向上心を忘れることなく自ら学び続ける意欲をもっている。
○新たな問題に直面しても、柔軟に対応するとともに、常に創意工夫しながら物事に取り組んでいこうとする。

○自分の考えを伝えるとともに、周囲の状況や相手の思いを踏まえ、共通理解を図りながら協働的に行動する。

教育的愛情・
使命感・責任感

倫理観・
人間性・行動力

自己教育力・
創造的思考力

コミュニケー
ション力

給食管理

学校安全・
危機管理

同僚との
連携・協働

地域社会との
連携・折衝

は栄養教諭固有の力を意味する。

令和８年３月

児童生徒理解

○子供の発達の段階や成
長に関わる基礎的な知
識を身に付け、児童生
徒理解の意義や重要性
を認識し、一人一人に
愛情をもち積極的に関
わろうとする。

○児童生徒一人一人に愛情をもって接し、児童
生徒との関係の中で、心情を捉える。

○学級・学年への帰属意識を児童生徒に育成す
る姿勢をもつ。

○家庭環境などの背景も踏まえて児童生徒を理
解し、個々に応じた成長を促そうとする。

○児童生徒の情報共有の場を設定することで、
児童生徒を取り巻く状況を的確に捉え、児童
生徒の理解を深める。

○学級・学年などの集団をリードする児童生徒
を養成する姿勢をもつ。

○様々な情報に基づいて児童生徒一人一人の状
況や変化を的確に捉え、適切な指導方針を立
て、児童生徒を理解しようとしている。

○児童生徒が互いを尊重し、学級・学年及び学
校全体をよりよくしようという意識と広い視
野をもてるように促す。

生徒指導

○生徒指導及びキャリア
教育の意義を踏まえ、
個や集団を指導するた
めの手だてを知り、実
践しようとする。

○個性の伸長、社会的資質や行動力の向上など
の「生き方教育」「キャリア教育」とも共通
する視点をもって児童生徒に対応する。

○児童生徒一人一人の課題を捉えるとともに、
保護者の思いを理解し、保護者や他の教職員
と協力しながら組織的・継続的に児童生徒に
対応する。

○学年・学校全体の児童生徒の特性や状況を的
確に捉え、方針や手だてを示しながら、関係
教職員や保護者と協力し、組織的・継続的に
児童生徒に対応する。

○経験を踏まえて問題提起や情報提供をしなが
ら、経験の浅い教職員に適切な助言をする。

○関係諸機関と連携して、指導の取組方針を的
確に示し、具体的に指導する。

○個性の伸長、社会的資質や行動力の向上の視
点をもって、組織的な取組を促す。

○生徒指導を組織的・計画的に行うための長期
的な見通しをもち、教職員に対して指導・助
言をする。

○他の教職員の抱える生徒指導・進路指導上の
問題に気付き、適切な助言をする。

○関係諸機関と連携を深め、問題解決のための
体制づくりをする。

多様性への理解
と

教育支援

○人権感覚をもつととも
に、児童生徒の個性を
尊重し、個に応じた指
導・支援をする必要性
を認識している。

○特別支援教育、外国人
児童生徒等教育など特
別な配慮を必要とする
児童生徒の多様な背景
を理解しようとすると
ともに、インクルーシ
ブ教育の大切さを認識
している。

○個の特性や背景を捉えながら、適切な実態把
握をすることができる。

○特別な支援を必要とする児童生徒に対して、
個に応じた指導を計画的に推進する。

○実践を通して、児童生徒の多様性への理解を
深めるとともに、合理的配慮に基づいた指
導・支援を行う。

○児童生徒一人一人の実態や特性を踏まえた上
で、関係教職員と連携し、組織的な指導や支
援が行えるように調整する。

○児童生徒の多様性を理解するとともに、必要
に応じて関係諸機関や専門家などとの連携を
推進する。

○教育支援に関する情報を確実に引き継ぎ、切
れ目のない支援を推進する。

○校内委員会など組織的・継続的な指導や支援
体制を整え、学校全体の視点でインクルーシ
ブ教育システムを推進する。

○人権や個々の価値観を大切にする教育の推進
者として、経験の浅い教職員の相談や助言を
行う。

○関係諸機関や専門家などとの連携を積極的に
図る。

○学校給食の管理におけ
る栄養教諭の役割及び
学校組織・運営、校務
分掌を理解し、栄養教
諭の専門性を生かした
実践をしようとしてい
る。

○学校給食実施基準に基づいた献立を作成し、
学校給食の調理、配食等について指導・助言
を行う。

○学校給食衛生管理基準を理解し、適切な衛生
管理のために日常点検及び指導・助言を行う。

○児童生徒の成長の特性や地域の実態などに基
づいた適切な栄養管理を行うとともにその評
価・改善に努める。

○調理従事者や調理場などの衛生管理について
日常的に評価・改善に努めるとともに、学級
における衛生管理などを含め適切な指導・助
言を行う。

○給食管理を食に関する指導と一体化した視点
から評価・改善し、食に関する指導に生かす
ための情報などを全教職員に対して提供・助
言する。

○市町村の給食管理及び運営に関する中心的な
役割を果たす。

○学校安全についての基
礎的な知識を身に付け、
児童生徒の回りの危険
を察知し、回避したり、
適切に対応したりしよ
うとする。

○児童生徒の安心安全を第一に考え、危険を予
見するとともに対処する。

○安全や教育効果に配慮した環境を整備し、課
題について「報告・連絡・相談」を確実に行
う。

○安全に対する危機意識をもち、積極的に情報
収集をし、課題を明らかにする。

○学校の安全管理体制を点検し、課題解決に向
けて積極的に提案、改善を行う。

○児童生徒の平常時の安全確保、事故などの未
然防止、再発防止を組織的に推進する。

○学校を取り巻く環境の危機管理について、学
校と家庭や地域などとの協力体制を確立する。

○社会人として良識ある
言動をし、円滑な人間
関係をつくろうとする。

○組織の一員として、求められている役割を理
解し、同僚と協働的に物事を進めようとする。

○他の教職員と積極的に関わり、疑問点や悩み
を相談したり、共有したりしながら、自己改
善を進める。

○教職員一人一人のよさを引き出し、それぞれ
の力を生かして「チーム」として対応できる
ようにリードする。

○互いの課題や悩みに気付き、支え合える環境
をつくるとともに、経験の浅い教職員を積極
的に支援する。

○自らの経験を生かし、自校の課題に中心と
なって取り組み、組織全体の取組を改善する。

○学校全体における教職員の特性を踏まえ、役
割分担を調整するとともに、教職員の経験に
応じた効果的な人材育成の環境を整える。

○教育公務員としての自
覚をもち、社会とのつ
ながりを意識して行動
する。

○家庭、地域、関係諸機
関との連携の重要性を
理解し、積極的に関わ
ろうとする。

○家庭との情報共有に努めるなど、家庭との連
携を図り、良好な関係を築く。

○地域、関係諸機関と必要な連携をとったり、
他の教職員の助言を受けたりしながら、適切
に対処する。

○地域、関係諸機関と良好な関係を築くととも
に、経験の浅い教職員を積極的に支援する。

○他校、異校種の教職員との連携・協力を推進
する。

○家庭、地域、関係諸機関へ向けての情報発信
とともに、地域資源（ひと・もの・こと）の
活用を推進する。

○家庭、地域、関係諸機関からのニーズの情報
収集に努め、協働によって教育活動を推進す
る。

○地域に貢献する活動を企画・調整する。

第１ステージ
教員としての
基盤を固める

第２ステージ
ミドルリーダーとして

推進力を発揮する

第３ステージ
シニアリーダーとして

牽引力を発揮する

食に関する指導

○食育の推進における栄
養教諭の役割及び学校
組織・運営、校務分掌
を理解し、栄養教諭の
専門性を生かした指導
をしようとしている。

○児童生徒の実態や学校教育目標を基にした食
に関する指導の全体計画を提案するとともに、
栄養教諭の専門性を生かし、担任などとの連
携・調整を図った食に関する指導を行う。

○児童生徒の食に関する健康課題などについて、
担任などと連携を図り、個別的な相談指導に
関わる。

○他の教員から学んだり、ＩＣＴを活用したり
して、自分の指導を改善しようとする。

○食に関する指導を包括的に捉え、適切に実
践・評価・改善し、ＩＣＴを効果的に活用す
るなど、教科等横断的な視点から食に関する
指導の教育課程を編成するとともに、教職員
に対して適切な指導・助言を行う。

○学校運営について創造的なビジョンの構想や
プランの構築に参画し、食に関する教育活動
を推進する。

○地域、近隣の学校（園）などとの連絡・調整
を図り、市町村の食育の計画や推進に関して
主体的に関わる。

○児童生徒の実態を踏まえ学習指導要領に基づ
いた食に関する指導内容を企画・調整し、給
食献立計画と関連付けながら実践するととも
にその評価を行う。

○学校医等と連携するなど、校内の相談指導体
制を整備し、児童生徒の食に関する健康課題
等について適切に対応する。

○児童生徒の主体的な学びを引き出す教材教具
の工夫やＩＣＴの活用、学級経営や学習方針
に沿った指導を展開する。
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愛知県

教員育成指標

【校長】

教育課題の把握・
学校経営ビジョンの

明示

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
力

資質・能力

素
養

○校長としての高い見識と専門性に裏打ちされた教育理念をもつ。
○児童生徒の未来を真剣に考えるとともに、将来を担う児童生徒の成長を請け負う使命感や責任感を自覚する。

ステージ

○高い倫理観をもち、法令を遵守し、児童生徒及び教職員の手本となるような立ち振る舞いに心がけ、児童生徒、保
護者、地域等との信頼関係を築こうとする。

○包容力をもち、児童生徒及び教職員の目標・憧れとなるような魅力的な人間の姿を追究する。
○自ら行動し、粘り強く、職務に取り組もうとする。

○幅広い教養と高い専門性を備えつつ、常に自分の姿を振り返り、向上心を忘れることなく自ら学び続ける意欲を
もっている。

○新たな問題に直面しても、柔軟に対応するとともに、慣習や前例にとらわれず、目的達成のために新たな考えを構
築し、取り組もうする。

○校内での教職員との日常的な情報共有を大切にするとともに、校外での地域・関係諸機関等との折衝力を高めるこ
とに努める。

教育的愛情・
使命感・責任感

倫理観・
人間性・行動力

自己教育力・
創造的思考力

コミュニケーション力

令和８年３月

※教頭については、【教諭】第３ステージ及び【校長】の指標を参照しつつ、
校長の補佐としての役割を意識し、資質・能力の向上を目指したい。

トップリーダーとして教育活動を推進する

○国や県、市町村の動向を視野に入れ、時代の流れや地域性を考慮しながら、自校を取り巻く環境の特性を認識

するとともに、教育課題を把握する。

○教育活動の目標や方針、重点目標を定め、具体的な学校運営の企画・改善につながるようなビジョン（到達目

標の明確化、実現プロセスの明示、働き方改革の具体案等）を示す。

企画・構想力

教職員理解・
人材育成

財務管理

学校安全・
危機管理

地域社会との
連携・折衝

○教育目標や方針、重点目標について、学校評価や自己評価を分析し、課題に対して新しい改善策を企画する。

○時代が求める学校の在り方を常に模索しながら、慣例にとらわれず改革意識をもって新しい発想に努める。

○市民感覚・民間経営感覚に学び、その考え方、手法などを必要に応じて活用する。

○教職員に対する面談や授業観察とともに、教頭などとの情報交換を常に行い、教職員の現状把握に努める。

○分担した教職員の業務を見守るとともに、状況を把握し、支援・助言しながら的確に評価する。

○教職員の持ち味や新しいアイディアを積極的に引き出し、学校運営に生かす。

○主任などを中心に教職員の協働性を育むとともに、ＯＪＴを推進し、経験の浅い教職員の育成に努める。

○教職員が協働して教育活動を推進するために、職員会議などで具体的な方針や考えを示す。

○教職員の能力・適性を的確に把握し、一人一人の教職員が意欲をもって活動できる機会や職務を与え、組織

を運営する。

○働き方改革を具体的に推進するなど組織運営を適切に行うことにより、職場環境を適正に保ち、教職員の心

身の健康に留意する。

○児童生徒の安全確保という視点から施設管理に努める。また、児童生徒のための教育環境整備という視点から

ＩＣＴや先端技術を含めた備品等の充実に努める。そのために予算の計画的・効率的な執行に努める。

○事務職員との日常的な連携に取り組み、情報共有に努める。

○児童生徒の安全確保を最優先とし、教育活動における学校安全についての重要性を全教職員に常に意識させる。

○学校安全マニュアルの遵守と事故・事件の事例を基にした危機管理マニュアルの改善を図るとともに、必要に

応じてシミュレーションなどに取り組む。

○学校の危機管理（事前・事後）について、校内組織と関係諸機関との調整を迅速に図り、的確に判断し、指示

をする。

○家庭、地域、関係諸機関に対して、学校の教育方針等を発信する機会の確保に努め、明確に説明責任を果たす。

○家庭・地域からの様々な要望を的確に把握するとともに、地域社会との協力体制を構築し、地域資源を教育活

動に生かす。

組織運営・
人材活用

-140-



 

－141－ 

 

 

 

 

 

  

【愛知県総合教育センター】     ＊ 相談受付 0564-83-9747 

 

◇ セクハラ・パワハラ相談 （火・木）午前９時～正午 

    

※ 祝日は相談を行っておりません。 

 

 

 

 

 

 

 

教育関係職員相談 

相談窓口紹介 

愛 知 の 教 育 https://www.pref.aichi.jp/site/aichinokyoiku/ 

教 職 員 課 https://www.pref.aichi.jp/soshiki/kyosyokuin/ 

高 等 学 校 教 育 課 https://www.pref.aichi.jp/soshiki/kotogakko/ 

あいちの学び推進課 https://www.pref.aichi.jp/soshiki/aichi-manabi/ 

義 務 教 育 課 https://www.pref.aichi.jp/soshiki/gimukyoiku/ 

特 別 支 援 教 育 課 https://www.pref.aichi.jp/soshiki/tokubetsushienkyoiku/ 

保 健 体 育 課 https://www.pref.aichi.jp/soshiki/hoken-taiiku/ 

 https://www.pref.aichi.jp/soshiki/sogokyoiku-c/ 

愛知県教育委員会Ｗｅｂサイト 

その他の窓口は、福利課のＷｅｂサイトで確認できます。 

https://www.pref.aichi.jp/soshiki/fukuri/ 

https://www.pref.aichi.jp/site/aichinokyoiku/
https://www.pref.aichi.jp/soshiki/kyosyokuin/
https://www.pref.aichi.jp/soshiki/kotogakko/
https://www.pref.aichi.jp/soshiki/aichi-manabi/
https://www.pref.aichi.jp/soshiki/gimukyoiku/
https://www.pref.aichi.jp/soshiki/tokubetsushienkyoiku/
https://www.pref.aichi.jp/soshiki/hoken-taiiku/
https://www.pref.aichi.jp/soshiki/sogokyoiku-c/
https://www.pref.aichi.jp/soshiki/fukuri/
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